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必須とされる設備 内容 検査基準 備考

■

・
諸

室

・
ス
ペ
ー

ス

メ
デ

ィ

ア
関
連

(4)記者会見室
※注

200市程度

監督・選手用とメディア用の出入口を分けて設置すること

監督。選手用ステージ台 (前部 )、 テレビカメラ台 (後部 )を少なくとも一方設置すること

バックパネルを設置できること

音響設備、マイク(司 会用、監督・選手用、通訳用、質疑応答用 )、 エアコンを設置すること

晰一日が使用できること

★★★

★★☆

○

0

○

☆★☆

(5)ミックスツーン
チーム更衣室とチーム用駐車場との間で、記者室、カメラマン室、記者会見室よリアクセスしやすい場所に設置

すること

パックパネル、棚が設置できること

○

○

(6)フラッシユインタビュー・
ポジション

ピッチとチーム更衣室との間に、3mx3mのスペースを設けること

パックパネルが設置できること

O

○

中

継

関

連

(1)実況放送室
(テレビ、ラジオ)
※注

5箇所設置できること

ピッチ全体が見渡せること。また、テレビモニターや書類を置く机および機材を設置できる広さであること。
テレビ中継を行う部屋については原則、4人が横に並んで座れること

C型コンセント(30A)を 2系統および端子盤を備えること

窓がフルオープンになること

シヤッターを備えること

新設の場合は、ドアの下にケーブル用の通線口があること(館内共聴の場合、中継端子盤がある場合は不要 )

★★☆

○

C

★★★

C

○

(2)中 継スタッフ控室 ※注

中組を行うスタッフの控室を設置すること

複数用意すること

エアコンを備えること

O

★★★

○

(3)テ レビ中継カメラ

設置スペース

メインスタンド中央部に4台分を確保し、lV中継カメラクルーが使用するに十分な電源を設置すること。
カメラスペースは、l台につき4パの広さが望ましい。

メインスタンド両外側のペナルティエリアのライン延長線に各2台分

(2局 Xl台 X両サイド:計 4台 )。 カメラスペースは、!台につき4耐の広さが望ましい。

両ゴール裏中央部に各2台分
(2局 Xl台 X両サイド: 計4台 )。 カメラスペースは、1台につき4パの広さが望ましい。

バックスタンドコーナー付近のJリーグが指定する位置に中継カメラ設置スペースを確保すること

特に前列の観客により視野を妨げられないように設置すること

○

0

O

○

O

(4)テ レビニュース関連
ENGカメラ設置スペース

メインスタンド中央部に10社分を設置し、ENCカメラクルーが使用するに十分な電源を設置すること。
カメラスペースは、1台につき4パの広さが望ましい。

特に前列の観客により視野を妨げられないように設置すること

O

O
(5)伝送用機材等

設置スペース

スタジアムからテレビ局および中継基地へ試合中経映像を伝送するためのアンテナを設置するスペース

衛星へ伝送するためのアンテナ搭載車両設置スペース

ること

○

O
○

(7)ケ ープル敷設
スペース

中継車とテレビカメラおよび実現放送室間に設置すること

観客や車両にケーブルが踏まれないこと

端子盤を備えること

○

C

6看 板関連

看板設置により、観客席の視界を妨げないこと

看板設置面が平坦であり、看板類が設置できないほど傾斜を急にしないこと

看板の後方にボールパーソンやカメラマンが行き来できるスペースを確保すること

ピッチ周辺に看板を乗せた台車が通れる動線を確保すること

○

○

★★★

☆☆☆

回転式もしくは電光看板操作を行う場所として、雨風がしのげ、ピッチが見濃せる位置に十分な作葉スペース

(約 3‖ )と電源を確保すること

電光看板用の専用電源 (特殊)があること

O

Ⅳ

・
ア

ク

セ

ス

関

係

駐

車

場

(1)一 般用 公共交通機関が充実していない場所では、入場可能数に見合う台数の駐車場を確保すること O

(2)車椅子用
車椅子用のゲートにアクセスしやすい場所に設置すること

車椅子用駐車場は、車椅子席と同数設置すること

O
☆★☆

(3)団 体バス用 ツアーバスが駐車できるスペースを確保すること O

(4)チ ーム用
1チームあたり、大型パス1台 、ワゴン車2台分のスペースをチーム入口付近に確保すること

(ACLは大型パス1台、4tトラック1台 、乗用車1台 )
O

(5)緊急車両用
警察、消防、救急車等の緊急車両用の駐車場を確保すること

救急車がビッチ内まで入れる動線を確保すること

○

○

(6)Ⅵ P用
VIP受付にアクセスしやすい場所に設置すること

ⅥP席の数に見合う駐車場を確保すること

○

★★☆

(7)メディア用 撮影機材などの荷物が多いメディア用の駐車場を確保すること ○

(8)テ レビ中継用

以下、2局分の車が駐車できるスペースを確保すること(中 経車、衛星車、電源車、機材車、支援車 )。

放送ブースに近接し、ケープルの敷設に問題ない場所を確保すること

電源、端子盤、館内共聴を設置すること

O

○

☆☆☆

(9)大型トラック用 広告看板などの大型搬入物を設営・撤去する大型トラック用の駐車場を確保すること O

(10)売店用

スタッフのために十分な駐車スペースを確保すること

売店用、ケータリ は、スタジアム内部の搬入口に近い場所に設置すること

夏季は、飲食物用の保冷車の駐車場も考慮すること

○

○

(11)シヤトルバス用 シャトルバスを運行する場合は、シヤトルバスのパスプールを設置すること ★☆★

(12)その他関係者用 その他関係者に必要な駐車場を確保すること ○

観客のための駐輸場を、アクセス環境に鑑みて設置すること O

3シヤトルバス乗降所 シャトルバスを運行する場合は、バスの行先別に待捜列スペースがある東降所を設置すること 0

4タクシー東降所 O
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(6)光回線の設置

メディア、VlP、 関係者が利用できるタクシー乗降所を設置すること











主管権譲渡規程

第 1条 〔趣 旨〕
本規程は、「Jリ ーグ規約」第 45条に基づき、ホームゲームの主管権の譲渡について定

める。

第 2条 〔主管権の譲渡〕

(1)Jク ラブは、 Jリ ーグの事前の承認を得て、ホームゲームの主管権を、協会に所属する

都道府県サッカー協会に対し譲渡することができる。

(2)主管権譲渡の対象となつた試合 (以下「譲渡試合」という)の運営に関する一切の費用
(協会納付金等を含む)は 、主管権の譲渡を受けた都道府県サッカー協会が負担する。

(3)Jク ラブは、主管権を譲渡 した場合においても、「Jリ ーグ規約」に定める Jク ラブの義
務を免れるものではない。

第 3条 〔後援・協力〕

主管権の譲渡を受ける都道府県サッカー協会は、Jリ ーグの事前の承認を得た場合にか

ぎり、譲渡試合に対する地方公共団体、新聞社または放送会社の後援または協力を得るこ

とができる。

第 4条 〔譲渡の手続き〕

主管権の譲渡は、次に定める手続きによるものとする。

① 主管権を譲渡しようとするJク ラブは、譲渡試合の属する大会の開幕日の3か月前まで

に、主管権を譲渡する都道府県サッカー協会との連名にて、Jリ ーグに対し所定の申請

書 (様式1ま たは様式2)により申請する
② Jリ ーグは、申請を受理した後 14日 以内に、承認の可否を、申請元のJク ラブに通知

する

第 5条 〔譲渡金および純益の配分〕

本規程に基づくJl、 J2の 主管権の譲渡の対価は、金 2,000万円 (消費税を含まない )
以上とし、 J3の 主管権の譲渡の対価は、金 500万 円 (消費税を含まない)以上とする。

第 6条 〔公衆送信権〕

譲渡試合の公衆送信権 (テ レビ・ラジオ放送権、インターネット権その他一切の公衆送

信を行う権利を含む、以下「公衆送信権」という)は 、すべて Jリ ーグに帰属する。

第 7条 〔試合の運営〕

譲渡試合の運営については、「 Jリ ーグ規約」および「試合実施要項」の定めるところに

よる。
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第 8条 〔改 正〕
本規定の改正は、理事会の承認により、これを行う。

第 9条 〔施 行〕
本規程は、平成 24年 4月 1日 から施行する。

〔改 正〕
平成 26年 1月 21日
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公益社団法人

チエアマン

日本プロサッカー リーグ

村井 満  殿

(住所 )

甲 〔譲渡する Jク ラブ〕 (名 称 )

(代表者 )

平成  年  月  日

(印 )

乙 〔譲受ける都道府県

サッカー協会〕

(住所 )

(名称 )

(代表者 )

(印 )

主管権譲渡承認申請書 〔様式 1〕

甲から乙に対 し、下記の条件により公式試合の主管権を譲渡いたしたく、「 Jリ ーグ

規約」第 45条および「主管権譲渡規程」第 4条に基づき申請いたします。

記

譲渡試合 ①日 時 平成  年  月  日 午前 日午後  時  分

②場 所
③対戦相手

2 大会運営 Jリ ーグの試合実施要項に準拠する

3 経 費 ①必要経費 乙が、 Jリ ーグ規約第75条の必要経費を負担する。

②遠征費用
乙は、「旅費規程」に定める基準に従い、出場チー

ム双方に対し試合当日までに支払う。

③その他

(1)マ ッチコミッショナーならびに主審および副

審 2名 の旅費等は Jリ ーグが負担する。
(2)第 4の審判員の旅費等は乙が負担する。
(3)試合使用球 7個は甲が準備する。

4 入場料およ

び入場券等
①入場料 入場料収入はすべて乙が管理する。

②入場券
入場券は乙の費用負担により作成し、その発行枚数

は所定の用紙により甲からJリ ーグに報告する。

③招待券
乙は、Jリ ーグ所定の枚数の招待券を、無償にてJ

リーグに提供する。
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④協会納付

金
乙は、協会納付金を、甲を経由して協会に納付する。

⑤事前承認
乙は、入場料の体系および入場券のデザインについ

て事前に甲を経由してJリ ーグの承認を得る。

5 公衆送信権 公衆送信権は Jリ ーグに帰属する。

6 ポスター等 ポスターおよびプログラムは、乙の費用負担により作成する。

7 広告掲載等
乙は%ス タジアムに提出する広告看板および入場券の裏面への広

告掲出等については、事前に甲を経由して Jリ ーグの承認を得る。

8 譲渡の対価 ①金 額
主管権譲渡の対価は金           円

(た だし、消費税を含まない)と する。

②支払時期
乙は、前項の対価を、譲渡試合の実施日の翌日から

起算 して20日 以内に、甲に対 し支払う。

③支払方法 Jリ ーグの指定する方法による。

9 後援または

協力

(団体名 )

①後 援
②協 力

10 収支報告
乙は、譲渡試合の実施日の翌日から起算して20日 以内に、甲を経由

して Jリ ーグに対し、所定の用紙により譲渡試合の収支報告を行う。

11 協  議
本申請書に定めのない事項については、協会の寄附行為、Jリ ー

グ規約およびこれらに付随する諸規程の定めるところに従い、甲、

乙および Jリ ーグが誠意をもって協議の上決定する。

以 上

〔注〕:本 申請書は、甲乙捺印済みのもの 3通 を提出して下さい。

承 認 書
上記の申請書に基づく主管権の譲渡を承認します。

平成  年  月  日

公益社団法人

チェアマン

承認番号 平成   年 。第
'テ

日本プロサッカーリーグ

村井  満  (印 )
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支度金支給基準

(単位 :万 円 )

支払対象

費  目
独身者

妻帯者

(配偶者のみ )

妻帯者

(同 居扶養家族有 )

住  居  費
l DK 2 LDK 3 LDK

80 100 150

子 供 用 品 等 0 0 50

家
具
等

電 化 製 品 1

その他の家具等 1

自  動  車 1

合    計 380 400 500

支度金支給基準
1.支 給時期
(1)初めてプロ選手として「日本サッカー協会選手契約書」を締結するとき

(2)プ ロ選手として移籍するとき

ただし、支度金に該当する費用が伴う場合

2.支 払対象を次の通 り区分する。
(1)独身者

(2)妻帯者 (配偶者のみ )

(3)妻帯者でかつ同居の扶養家族がいる場合

3.支 度金該当費目
(1)住居費

(2)子供用品等

(3)家具等

(4)自 動車

その他

交通費、宿泊費および引越 し費用は、実費を支給することができる。

改正

本規程の改正は、理事会の承認により、これを行う。

4

5
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J3リ
ーログヘ参加するJlおよびJ2クラブが編成するU… 23チヨームに関する特則

第 1条 〔目 的〕
Jリ ーグは、日本サッカーの将来を担う若手選手により多くの実戦経験を積む機会を提

供 し、もつて若手選手の育成強化および日本サッカーの発展に資すること、ならびに、 J

3リ ーグの競技力および価値を向上させ、もつて J3リ ーグの発展に寄与することを目的

として、次条において定義する「U-23チ ーム」の J3リ ーグヘの参加に関する特例的

措置を講 じることとし、本特則において、「U-23チ ーム」を編成 している Jlま たは J
2ク ラブ (以下「U-23チ ーム編成クラブ」という)の Jリ ーグ規約および関連する諸

規定における権利義務等について定めることとする。

第 2条 〔定 義〕
U-23チ ームとは、 Jリ ーグ理事会によりJ3リ ーグに参加を承認された Jlま たは
J2ク ラブがその登録する選手を用いて編成する トップチームとは別の 2つ 目のチームを

いう。

第 3条 〔U-23チ ーム編成クラブの地位〕
∪-23チ ーム編成クラブは、U-23チ ームに関して別途の Jリ ーグの会員たる資格

を有するものではない。

第 4条 〔諸規程との関係〕

本特則において定められた事項が、 Jリ ーグ規約および関連する諸規程の内容に抵触す

る場合、本特則の内容が優先する。

第 5条 〔申 請〕
(1)J3リ ーグヘ U-23チ ームの新規参加を希望する Jlク ラブまたは J2ク ラブは、 J

リーグが指定する次の書類の提出をもって参加登録申請を行うことができる。

① J3リ ーグヘのU-23チ ーム参加登録申請書
② 宣言書

③ 強化・育成プラン

④ 組織運営体制

⑤ 収支予算書

⑥ スタジアム、 トレーニング施設
⑦ 過去の育成実績

(2)次シーズンヘのU-23チ ーム新規参加については、その前年のシーズンの6月 30日 ま
でに前項に定める申請を行わなければならない。

(3)既にJ3リ ーグに参加しているU-23チ ーム編成クラブは、原則としてJ3リ ーグに
継続参加するものとし、毎年6月 30日 までに、第 1項第2号ないし第7号の書類を提出
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しなければならない。

第 6条 〔審 査〕
(1)Jリ ーグは、前条に基づき提出された書類および申請クラブからのヒアリングその他 J

リーグが必要と認める方法により、次項の審査を行う。

(2)Jリ ーグは申請クラブに対 し、次の審査を行う。

① 申請クラブの責任者からの聴取

② クラブの経営状態、人事体制、組織運営、法務等およびU-23チ ームの戦力に関する
調査

③ J3リ ーグで使用するスタジアム基準審査
④ 次条に定める各条件の充足状況に関する審査

第 7条 〔U-23チ ームの条件〕
J3リ ーグヘ U-23チ ームを参加申請するクラブは、次の条件を満たしていなければ
ならない。

① ホームタウンまたは活動区域内のJ3基準を満たすスタジアムで原則としてホームゲ
ームの 80%以上確保されていること

② U-23チ ームの運営にあたり、短期的に資金難に陥る可能性が極めて低いとJリ ーグ
が評価できる状態であること

③ ∪-23チームを運営できる人事、組織体制が整えられていること

第 8条 〔決 定〕
理事会は第 7条の審査結果を踏まえ、U-23チ ームの J3リ ーグ参加の可否を決定し、
その結果を申請クラブに書面にて通知する。

第 9条 〔U-23チ ームのチーム数およびU-23チ ームの入れ替え〕
(1)U-23チ ームのチーム数
∪-23チ ームの J3リ ーグにおけるチーム数は、 J3ク ラブ総数の 3分の 1を上限の
目安とする。

(2)U-23チ ームの入れ替え
2017シ ーズン以降についての U-23チ ームヘの参入 (継続参加を含む)希望クラ
ブ数が前項の上限の目安となるチーム数を上回る場合、 J3リ ーグにおける成績下位の
U-23チ ームとの入れ替えを実施する。入れ替えの方法については、別途理事会で定
める。

第 10条 〔処 分〕
(1)U-23チ ーム編成クラブが、その編成するU-23チ ームに関連して、次の各号いず
れかに該当するときは、理事会はU-23チ ーム編成クラブに対し、当該U-23チ ー
ムの J3リ ーグヘの参加資格の停止処分その他必要と認める処分を行うことができる。
① Jリ ーグの名誉を傷つけ、またはJリ ーグの目的に反する行為があったとき

② 第7条に定める条件を満たさなくなつたとき
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③ 第 14条に定める義務に違反したとき

(2)前項の規定に基づき処分をした場合は、Jリ ーグはその事実と理由を公表する。

(3)第 1項の規定により∪-23チ ームの J3リ ーグヘの参加資格の停止処分を行う場合
は、その決議を行う理事会以前に、U-23チ ーム編成クラブに弁明の機会を与えなけ
ればならない。

第 11条 〔脱 退〕

(1)U-23チ ーム編成クラブがその編成するU-23チ ームをJ3リ ーグから脱退させよ

うとする場合は理事会の承認を得なければならない。ただし、シーズン途中の脱退は認

められず、また次シーズン終了をもつて脱退 しようとする場合は、その前年の 6月 30

日までに申請 しなければならない。

(2)脱退 した U-23チ ームは理事会の承認がないかぎり、 J3リ ーグヘの再参加は認めら

れない。

(3)第 1項にかかわらず、 トップチームが J3リ ーグに降格することが決定 した場合は、当

該 トップチームを保有するU-23チ ーム編成クラブは、翌シーズンからJ3リ ーグを

自動的に脱退することとする。

第 12条 〔U-23チ ームの名称〕
U-23チ ームの名称は、 トップチーム名に「U-23」 をつけることを原則とする。

また、チーム名称については商標登録済みであるかまたは商標出願 してなければならない。

第 13条 〔U-23チ ームのチームロゴ、エンブレム〕
∪-23チ ームのチームロゴおよびエンブレムは、原則として トップチームのデザイン

と同じとする。ただし、理事会の承認を得て、 トップチームのチームロゴおよびエンブレ

ムを踏襲 しつつ、「U-23」 表記を付加するなど、差別可能なデザインを使用することが

できる。また、当該チームロゴおよびエンブレムについては商標登録済みであるかまたは

商標出願 していなければならない。

第 14条 〔U-23チ ーム編成クラブの義務〕
(1)U-23チ ーム編成クラブにかかる Jリ ーグ関係者は、当該 U-23チ ームに関して、

Jリ ーグ規約第 3条の適用を受ける。

(2)U-23チ ーム編成クラブは、当該 U-23チ ームに関して、Jリ ーグ規約第 19条に定

める入会金および会費の支払いを要 しないが、 J3リ ーグ戦への参加料 (対象年の 1月

1日 ～12月 31日 )と して、参加初年度は 1,500万円 (税抜)、 2年 目からは 1,000万円 (税

抜)を 当年の 4月 末までに納入しなければならない。

(3)U-23チ ーム編成クラブは、 U― ¬8年代の大会とU-23チ ームの試合日程が重複

した場合、各選手にとつてより良い出場機会を創出しなければならない。

(4)U-23チ ーム編成クラブは、ACL出 場や J2への降格 (Jlク ラブの場合)があつ

た場合でも、継続的にU-23チ ームを編成して J3リ ーグに参加 しなければならない。
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第 15条 〔U-23チ ーム編成クラブの責任〕
(1)U-23チ ーム編成クラブは、U-23チ ームに関して Jリ ーグ規約第 51条 〔Jク ラブ
の責任〕に定める責任を負う。

(2)U-23チ ーム編成クラブは、その編成するU-23チ ームに関して、 トップチームに
関するのと同等の責任を有する。

(3)∪ -23チ ーム編成クラブは、 J3リ ーグ参加により、その後万が一、 Jリ ーグクラブ
ライセンスの各基準を満たさない状況となつた場合、クラブライセンスが取 り消される

かまたは制裁が科される可能性があることを理解 しているものとする。

第 16条 〔実行委員〕

(1)U-23チ ーム編成クラブは、U-23チ ームの実行委員を選任 しなければならない。
ただし、当該実行委員については、実行委員会規程第 3条の規定は適用されない。また

当該クラブの実行委員と同じ者が兼ねることもできる。

(2)U-23チ ームの実行委員は実行委員会規程第 2条第 2項の J3実行委員会に出席 し、
実行委員会規程第 8条の定足数に数えられ、議決権を保有する。ただし、実行委員会規

程第 2条第 2項の合同実行委員会には出席できない。但 し、実行委員会規程第 9条によ

るオブザーバー出席を妨げない。

(3)∪ -23チ ームの実行委員は、当該 U-23チ ームに関し、規約その他の諸規程に定め
る実行委員の義務を負うものとする。

第 17条 〔U-23チ ームに関する Jリ ーグ規約等の適用〕
(1)U-23チ ーム編成クラブは、当該 U-23チ ームに関して、 Jリ ーグ規約および「 2
018明 治安田生命 Jl・ J2・ J3リ ーグ戦試合実施要項」の各条項に定める遵守義
務の適用を受けるものとする。ただし、下記条項に関しては適用を受けないものとする。

Jリ ーグ規約

① 第 3章  Jク ラブ

② 第 41条 〔参加義務等〕第 1項

③ 第 107条 〔トップチーム以外の監督、コーチおよびアカデミーダイレクター〕第 2項

④ 第 122条 〔収入の配分〕但し、公衆送信権料についてはホームゲームにてローカル放

送局で放送されたホーム分のみ配分する

(2)U-23チ ームの実行委員、運営担当、広報担当、セキュリティ担当、チームスタッフ
(Jリ ーグ規約第 47条第 1項第 3号に定める意味を有する)その他のチーム関係者は、
Jク ラブにおけるそれらと同等のものとして取り扱い、Jリ ーグ規約に定める遵守義務

(Jリ ーグ関係者の遵守義務について定める第 3条を含む。)の適用を受けるものとする。

(3)U-23チ ームのチームスタッフは、トップチームのチームスタッフとの兼務を認める。
(4)U-23チ ームはJリ ーグ規約第 42条および第 42条の補足基準第 2条に則り、「最強の
チームによる試合参加」とする。ただし、U-23チ ームで出場するオーバーエイジ枠
選手は試合出場実績に関わらず「直前 5試合出場先発選手」とみなす。

第 18条 〔表彰の取り扱い〕

(1)U-23チ ームが残した成績はJリ ーグ規約第 82条に定める表彰の対象となり、賞金も
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支払われる。

(2)U-23チ ームで試合に出場 した選手は、当該チームで残 した成績が Jリ ーグ規約第 82

条に定める表彰の対象となり、選手への記念品も贈呈される。

第 19条 〔J2・ J3ク ラブの入れ替えに関する取り扱い〕
U-23チ ームが J3リ ーグ戦において 2位以内となつた場合、Jリ ーグ規約第 17条に
定めるJ2・ J3ク ラブの入れ替えについては、以下の通り取り扱う。

① J2における年間順位の下位 2ク ラブがJ3に降格し、J3におけるすべてのU-23
チームを除いた年間順位の上位 2ク ラブがJ2に 昇格する

② 前項について、当該クラブの昇格要件に関わる事項は、Jリ ーグ規約第 17条第 2項、

第 3項および第 4項に定める条項を適用する

第 20条 〔登録等〕

(1)チ ーム登録

トップチームとU-23チ ームは協会基本規程第 3章第 2節第 57条に則り加盟登録さ
れた同一のチームとする。

(2)選手登録

U-23チ ームの選手登録は、 Jリ ーグ規約第 100条の Jリ ーグ登録に際 して、当該シ
ーズンの 12月 31日 において満年齢 23歳 以下の者に、その旨の付記登録をすることによ

り行う。外国籍選手も同様とする。

(3)選手番号

オーバーエイジとして出場する選手を含め、U-23チ ームにおける選手番号を、 トッ
プチームにおける選手番号と異なつた番号で登録することも可能とし、 トップチームに

おける選手番号と異なる選手番号をU-23チ ームにおいて登録する場合には、 Jリ ー

グ規約第 100条の Jリ ーグ登録において、 U-23チ ームにおける選手番号を付記登録
することにより行う。

(4)試合エン トリーメンバー

U-23チ ームの試合エン トリーメンバーは、本条第 2項の U-23チ ームの選手登録
がなされた選手によつて構成されなければならない。ただし、試合エン トリーメンバー

の内、 3名 は、U-23チ ーム編成クラブに選手登録された選手のうち、U-23チ ー
ム選手登録がなされていない選手 (以下「オーバーエイジ」という)の出場を認めるこ

ととする。また、ゴールキーパーに限り、追加で 1名 のオーバーエイジを認めることと

する。

(5)追加登録期限

追加登録期限日は 2018年 9月 14日 とする。

(6)監督の登録

① U-23チ ームの監督は トップチームの監督と兼任できない。ただし、 トップチーム、
アカデミーのコーチとの兼任はできる

② U-23チ ームの監督の資格は協会の定める有効なS級指導者資格またはそれに相当
すると協会が認定した指導者としての実績のある者

(7)コ ーチ、チームスタッフ等の登録
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① コーチはトップチームとの兼任を認める

② チームスタッフ、運営担当、広報担当はトップチームとの兼任を認める

(3)ユニフォーム

U-23チ ームのユニフォームは トップチームと別のデザインを認める。ただし、色使
い等において トップチームのデザインを踏襲し、関連性を維持すること。また、ユニフ

ォーム要項に準ずること。

第 21条 〔出場時間の取り扱い〕

U-23チ ームの選手としての対象試合の出場時間は、「プロサッカー選手の契約、登録
および移籍に関する規則」の「 1-3 プロA契約・プロB契約」に定める出場時間に算入
される。

第 22条 〔同日での試合出場〕

トップチームまたはU-23チ ームの公式試合にて試合エントリーのみで出場していな
い選手は、同日開催される別の試合 (JlまたはJ2ま たはJ3)に 出場することができ
る。ただし、 1分でも出場した場合は、同日の他の試合には出場することはできない。

第 23条 〔規律委員会による処分〕

各リーグは別大会として扱うため、警告累積、退場、出場停止は別のリーグには影響し

ない。

第 24条 〔改 正〕
本特則の改正は、Jリ ーグ理事会の承認により、これを行うものとする。

第 25条 〔施 行〕
本特則は、平成 28年 1月 19日 から施行する。

〔改 正〕
平成 29年 1月 25日

平成 30年 1月 30日
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J3ク ラブライセンス交付規則

第 1条 〔趣 旨〕
本交付規則は、 J3の 参加資格である J3ク ラブライセンス (以下「J3ラ イセンス」

という)の要件、申請手続、審査手続、その他の必要事項について定めるものである。

第 2条 〔審査の基準〕

J3ラ イセンスの審査は、以下の 5つの基準について行われる。

① 競技基準(第 7条 )

② 施設基準(第 8条 )

③ 人事体制・組織運営基準(第 9条 )

④ 法務基準(第 10条 )

⑤ 財務基準(第 11条 )

第 3条 〔申 請〕
(1)J3ラ イセンスの審査の申請日において、以下のいずれかの地位にあるクラブのみが、
J3ラ イセンスの申請者 (以下「 J3ラ イセンス申請クラブ」という)と なり得る。

① Jlク ラブ

② J2ク ラブ

③ J3ク ラブ

④ 日本フットボールリーグ (JFL)に 所属するJリ ーグ百年構想クラブ。ただし、J3
ライセンスの審査の申請日の前年の 11月 30日 までに、「Jリ ーグ百年構想クラブ規程」

第 5条第 1項に定める申請を行っている百年構想クラブに限る。

(2)J3ラ イセンスの交付を受けようとするクラブは、所定の手続きにより、原則としてJ

3ラ イセンスの対象となるシーズン(以下「対象シーズン」という)の前年 6月 30日 まで

にJ3ラ イセンスの交付を受けるための審査の申請をしなければならない。

(3)前項の規定にかかわらず、Jリ ーグクラブライセンス交付規則に基づき、そのライセン

ス申請締切日までにJlま たはJ2のクラブライセンスの申請を行ったものの、いずれ
のクラブライセンスについてもFIB(ク ラブライセンス交付第一審機関)ま たはAB
(ク ラブライセンス交付上訴機関)か ら交付決定を受けられなかつたクラブは、対象シ

ーズンについて前項の申請を行っていたものとみなす。ただし、Jリ ーグクラブライセ

ンス事務局から、追加でJ3ラ イセンスに関する申請書類の提出を求められる場合があ

る。

第 4条 〔審 査〕
(1)前条第 2項の規定に基づく申請がなされたときは、クラブライセンス事務局が審査を実

施し、必要に応じてJ3ラ イセンス申請クラブに対して追加書類の提出を求め、また、
ヒアリングを実施するものとする。

152



(2)ク ラブライセンス事務局は前項に基づく審査結果をまとめた書面を理事会に提出し、理

事会が次条に定める合否を審議 し、決定するものとする。

(3)前項の決定は、対象シーズンの前年の 11月 末までに行われるものとする。

第 5条 〔審査方法〕

(1)審査は第 7条から第 11条までに定める各基準をすべて充足した場合に合格したものと

する。審査に合格したJ3ラ イセンス申請クラブには、対象シーズンの J3ラ イセンス

が交付される。

(2)前項の規定にかかわらず、理事会は、第 7条から第 11条までに定める基準のいずれかを

充足しない場合であっても、対象シーズンの J3リ ーグの安定開催に支障を及ばさない

と認められる場合には、J3ラ イセンスを交付することができる。かかる場合、理事会

は、Jリ ーグ規約第 142条第 1項に定める制裁を合わせて審議決定するものとする。た

だし、基準 F.01第 3項に定める基準が未充足であつた J3ラ イセンス申請クラブに対す

る制裁は、原則として、対象シーズンの勝点減 (最大 10点 )と する。

(3)審査の過程で、又は審査の結果を踏まえて、Jリ ーグは、第7条から第 11条に定める基

準に関して、クラブに通知のうえ、改善に向けた指導を行うことができる。

第 6条 〔有効期間〕

J3ラ イセンスの有効期間は、対象シーズンの満了までとする。

第 7条 〔競技基準〕

競技基準を以下の各項目のとおり定める。

番号 項目およびその内容

S.01 アカデミーチーム

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、 J3ラ イセンスの審査の申請日時点で、普及

活動 (サ ッカースクールまたはクリニック)を 定期的に実施 している実績が

なければならない。

(2)J3ラ イセンス申請クラブは、下記のアカデミーチームのうちいずれか 1つ

以上を保有 しているか、 J3ラ イセンス申請クラブと関連する法人内に置い

ていなければならない。ただし、第 3号に定めるチームについては、当該年

齢におけるサッカースクールまたはクリニックで代替することができる。な

お、 J3ラ イセンス申請クラブは、毎年度、当該アカデミーチームを技術的

および金銭的に支援しなければならない。

① U-18チーム

② U-15チーム

③ U-12チーム

(3)前項にいうアカデミーチームのうち、U-18チーム、U-15チームはJFAにチ
ームおよび所属選手の登録を行わなければならず、U-12チ ームについては、

JFAにチーム登録した場合には、JFAに当該チームの所属選手を登録し
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なければならない。

S.02 アカデミープログラム

J3ラ イセンス申請クラブは、下記項目を記載した「アカデミー申請書」
一グ指定書式)を提出しなければならない。

① 育成・普及の理念および方針

② J3ラ イセンス申請クラブのアカデミー組織図
③ アカデミーの指導者に関する情報 (資格、指導歴等)

④ アカデミーのトレーニング施設に関する情報

(Jリ

S.03 選手の医療面でのケア (メ ディカルチェック)

J3ラ イセンス申請クラブは、Jリ ーグ入会が認められて以降は、 トップチー
ムでプレーするすべての選手に対して、Jリ ーグの定めるメディカルチェックを

年に 1回 受診させ、「Jl・ J2・ J3リ ーグ戦試合実施要項」第 12条の定めに

基づく「Jリ ーグメディカルチエック報告書」につき、対象選手全員分をJリ ー

グに提出しなければならない。

S.04 教育プログラム

J3ラ イセンス申請クラブは、 Jリ ーグ入会が認められて以降は、 JFA審 判
委員会が説明する、レフェリングおよびサッカー競技規則に関するルール講習会、

ならびにスポーツ・インテグリティ、 ドーピング管理およびその他 AFCが 求め
るテーマに関するイベン トやセッションに、選手、監督、コーチ、強化責任者を

出席させ、出席者の一覧を Jリ ーグが指定した期日までに提出しなければならな

い。

第 8条 〔施設基準〕

(1)施設基準は、次の各号に定められた内容を充足していなければならない。

① Jリ ーグ規約第 29条第2項、第3項、第4項第3号

② Jリ ーグ規約第 30条第2項

③ Jリ ーグ規約第 31条

④ Jリ ーグ規約第 32条各項

⑤ Jリ ーグ規約第 35条第 1項

⑥ J3ス タジアム検査要項
(2)前項の定めのほか、施設基準を以下のように定める。

番 号 項目およびその内容

1.01 公認スタジアム (ホームスタジアム )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、 Jリ ーグ公式試合の試合開催に利用すること
のできる、以下のいずれかの条件を満たすスタジアムを、ホームスタジアム

1“



として確保しなければならない。

① J3ラ イセンス申請クラブがスタジアムを所有していること

② J3ラ イセンス申請クラブと使用するスタジアムの所有者 (複数ある場合
はそれぞれのスタジアムの所有者)と の間で、Jリ ーグ公式試合において

スタジアムを使用できることが、書面 (Jリ ーグ指定書式)にて合意されて

いること。なお、Jリ ーグ公式試合におけるスタジアムの使用とは、ホー

ムゲーム数の 80%以上を原則として当該スタジアムで開催することを指

す。なお、公式試合で使用するスタジアムが複数ある場合は各会場で開催

される公式試合の合計数を対象とする。

(2)前項のスタジアムは、第 8条第 1項各号に定める要件を満たしていなければ

ならない。

(3)ホームスタジアム確認書は、当該書類の提出日から2年以内に発行されたも

のでなければならない。

I.02 スタジアムの認可 (安全性と警備計画 )

(1)ホームスタジアムは、国内の法律や地域の条例による安全性と避難計画に関

する規定を満たし、認可を受けて建設されたものでなければならない。

(2)J3ラ イセンス申請クラブは、地元警察、消防等の公的機関と密接に協力し、
スタジアムの安全と治安の維持についての計画を網羅的に記載 した警備計画

書を作成のうえ、 Jリ ーグに提出しなければならない。ただ し、新たに Jリ

ーグ入会を希望するクラブについては、 Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシー

ズンの開幕までに提出するものとする。

(3)前項にいう計画には、チケット発行・販売の方法、観客の中から特定の個人

や集団を選別する方法やふるい分けの方法、隔離すべき事態が起こつた場合

の計画、群衆を分散させるための計画、医療サービス、火事や停電等の緊急

事態が発生 した場合の対策など、試合の運営について全般的に網羅するよう

に努めなければならない。

I.03 スタジアム :入場可能数

ホームスタジアムは、メインスタンドに椅子席があるものとし、その入場可能

数は 5,000人 以上でなければならない。なお、ベンチシー トは 1席あたり45cm以

上で計算を行うものとし、芝生席は、安全性等について Jリ ーグが検査 し、特段

の支障がないと認められる場合には、観客席とみなすことができる。

I.04 スタジアム :運営本部室および警察 =消 防司令室

J3ラ イセンス申請クラブは、ホームスタジアムの諸室やスペース等の利用を
工夫のうえ、運営本部室あるいは警察・消防司令室として利用可能な場所を確保

しなければならない。
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I.05 スタジアム :観客エリア

ホームスタジアムは、座席カテゴリー別に異なる入場口を確保するなど、観客

エリアを異なるセクターに分離することができるようにしなければならない。

1.06 スタジアム :医務室 。救護室

スタジアムには、医療援助を必要とする観客、関係者等を手当てするため、医

務室および救護室が備えられなければならない。ただ し、救護室については、 J

3ラ イセンス申請クラブがホームスタジアムの諸室やスペース等の利用を工夫し

たうえで、仮設することができる。

I.07 スタジアム :安全性

(1)ホームスタジアムは国内法令に基づき、安全性が確保されたものでなければ

ならない。

(2)J3ラ イセンス申請クラブはホームスタジアム所有者と協力のうえ、スタジ

アムが次の各号の内容を満たすよう努めなければならない。

① ホームスタジアムには雷保護設備を設置すること

② クラブ、および警察 ,消防司令が、場内放送システム等を使用して、ホー

ムスタジアム内外にいる観客との連絡および指示に対応できること

I.08 スタジアム :避難計画の策定

J3ラ イセンス申請クラブは、緊急時にホームスタジアム内のすべての人が避
難できる内容であると地元の警察や消防に承認された避難計画を、基準 l.02に い

う警備計画書に盛 り込まなければならない。

I.09 トレーニング施設

J3ラ イセンス申請クラブは、ホームタウン等の協力のもと、年間を通 じて ト
ップチームが利用するための練習場が確保できるようにしなければならない。な

お、当該練習場は J3ラ イセンス申請クラブが専用で利用可能であることが望ま
しい。

I.10 アカデミーの トレーニング施設

J3ラ イセンス申請クラブは、ホームタウン等の協力のもと、年間を通じてア
カデミーが利用するための練習場が確保できるようにしなければならない。なお、

当該練習場はJ3ラ イセンス申請クラブが専用で利用可能であることが望まし
い。

1.11

1_14

(基準番号変更に伴い欠番 )
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15 身体障がいのある観客

J3ラ イセンス申請クラブは、ホームスタジアム所有者と協力のうえ、スタジ

アムが次の各号の内容を満たすよう努めなければならない。

① 観戦の際の安全が確保され、かつアクセスが容易な場所に車椅子の入場者

のための席 (車椅子席)を設置すること

② 車椅子の入場者の付添人用の椅子を備えること

第 9条 〔人事体制・組織運営基準〕

人事体制・組織運営基準を以下のとおり定める。

番号 項目およびその内容

P.01 クラブ事務局

J3ラ イセンス申請クラブは、以下の各号の情報を所定の方法によりJリ ーグ

に届け出なければならない。

① 事務所の所在地 (複数ある場合はすべて記載する)

② 当該事務所の所有、賃貸の区分

③ 役員・社員・従業員の一覧

④ 事務所の問い合わせ先電話番号、FAX番号、Eメ ールアドレス

P.02 代表取締役または代表理事

J3ラ イセンス申請クラブには、適用法令に従って適切に選任された代表取締

役または代表理事がいなければならない。

P.03 財務担当 (フ ァイナンスオフィサー )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、経理・財務を担当する取締役または理事を置

き、かつ、経理・財務分野に関する 1年以上の実務経験を有する常勤の経理・

財務担当を 1名 以上置かなければならない。ただし、新たに Jリ ーグ入会を

希望するクラブについては、 Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕

までに置 くものとする。

(2)前項にいう財務担当は、コンプライアンス・オフィサーと兼務することがで

きる。

P.04 運営担当 (オ ペレーションオフィサー )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、試合運営に関する事項について責任を有する

常勤の運営担当 (オ ペレーションオフィサー)を 1名 以上置かなければならな

い。ただし、新たに Jリ ーグ入会を希望するクラブについては、 Jリ ーグ入

会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置くものとする。

(2)前項にいう運営担当は、セキュリティ担当およびコンプライアンス・オフィ

サーと兼務することができる。
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P.05 セキュリティ担当 (セキュリティオフィサー )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、安全および治安に関する事項について責任を
有する常勤のセキュリティ担当 (セ キュリティオフィサー)を 1名 以上置か

なければならない。ただ し、新たに Jリ ーグ入会を希望するクラブについて

は、 Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置 くものとする。

(2)前項にいうセキュリティ担当は、運営担当およびコンプライアンス 。オフィ

サーと兼務することができる。

P.06 広報担当 (メ ディアオフィサー )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、メディアに関する事項について責任を有する
常勤の広報担当 (メ ディアオフィサー)を 1名 以上置かなければならない。

ただし、新たに Jリ ーグ入会を希望するクラブについては、 Jリ ーグ入会後

に初めて迎えるシーズンの開幕までに置 くものとする。

(2)前項にいう広報担当は、マーケティング担当およびコンプライアンス・オフ

ィサーと兼務することができる。

P.07 事業担当 (マーケティングオフィサー )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、マーケティングに関する事項について責任を
有する常勤の事業担当 (マーケティングオフィサー)を 1名 以上置かなけれ

ばならない。ただし、新たに Jリ ーグ入会を希望するクラブについては、 J

リーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置 くものとする。

(2)前項にいう事業担当 (マーケティングオフィサー)は、広報担当およびコン

プライアンス・オフィサーと兼務することができる。

P.08 コンプライアンス・オフィサー

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、コンプライアンスに関する事項について責任
を有するコンプライアンス =オ フィサーを 1名 以上置かなければならない。

また、コンプライアンス・オフィサーは常勤の取締役または理事でなくては

ならない。ただし、新たにJリ ーグ入会を希望するクラブについては、Jリ

ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置くものとする。

(2)前項にいうコンプライアンス・オフィサーは、基準 P.02か ら基準 P.07の各

役職と兼務することができる。

P.09 医師 (メ ディカル ドクター )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、 トップチームヘの医療面でのサポー トおよび
ア ドバイス、ならびに ドーピング防止方針について責任を有する医師を 1名

以上置かなければならない。ただ し、新たに Jリ ーグ入会を希望するクラブ

については、 Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置 くもの

とする。なお、 Jリ ーグ規約第 52条第 3項の定めにより、すべての試合に医

師を同行させ、原則としてベンチ入りさせる必要がある。
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(2)前項にいう医師は日本国医師免許を保有 しているものとする。

P. 10 メディカルスタッフ

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、医師をサポー トし、 トップチームのトレーニ
ング、試合中の医療手当およびマッサージについて責任を有するメディカル

スタッフを1名 以上置かなければならない。ただし、新たにJリ ーグ入会を

希望するクラブについては、Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕

までに置くものとする。

(2)前項にいうメディカルスタッフは、以下のいずれかの国家資格等を保有して

いる者が望ましい。

① 理学療法士

② 柔道整復師

③ あん摩マッサージ指圧師

④ はり師

⑤ きゆう師

⑥ 公益財団法人日本体育協会公認アスレティックトレーナー

P.11 トップチーム監督

J3ラ イセンス申請クラブは、JFAの 定める有効な「S級」指導者資格また
はそれに相当するとJFAが 認定した指導者としての実績を有する者をトップチ
ームの監督に置かなければならない。ただし、新たに Jリ ーグ入会を希望するク

ラブについては、 Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置くもの

とする。

P.12 トップチームのコーチ

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、 トップチームのコーチを 1名 以上置かなけれ
ばならない。ただし、新たにJリ ーグ入会を希望するクラブについては、J

リーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置くものとする。

(2)前項にいうコーチは、JFAの 定める有効な「B級」指導者資格またはそれ
に相当するとJFAが 認定した指導者としての実績を有する者であることが
望ましい。

P.13 アカデミーダイレクター

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、育成部門の責任者であるアカデミーダイレク
ターを 1名 以上置かなければならない。ただし、新たにJリ ーグ入会を希望

するクラブについては、 Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕まで

に置くものとする。

(2)前項にいうダイレクターは他の役職と兼務することが可能で、育成部門での

指導経験があることおよび JFAの 定める有効な「B級」指導者資格または
それに相当するとJFAが 認定した指導者としての実績を有する者であるこ
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とが望ま しい。

P.14 アカデミーチーム監督

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、アカデミーのチームそれぞれに、 JFAの 定
める有効な「B級」指導者資格またはそれに相当するとJFAが 認定 した指

導者としての実績を有する者を、当該チームを担当する監督として置かなけ

ればならない。ただ し、新たに Jリ ーグ入会を希望するクラブについては、

Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置 くものとする。

(2)前項にいう監督は他の役職と兼務することが可能であるが、専任で置 くこと

が望ましい。

P. 15 アカデミーチームコーチ

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、アカデミーのチームそれぞれに、JFAの 定
める有効な「C級」指導者資格またはそれに相当するとJFAが 認定した指
導者としての実績を有する者 1名 以上を、当該チームを担当するコーチとし

て置かなければならない。ただし、新たにJリ ーグ入会を希望するクラブに

ついては、Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに置くものと

する。

(2)前項にいうコーチは他の役職と兼務することができる。

P.16 安全・警備組織 :警備員

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、ホームゲームの運営に際する安全と治安を確

保するため、警備員を提供する外部の警備会社と書面による契約を締結しな

ければならない。ただし、新たにJリ ーグ入会を希望するクラブについては、

Jリ ーグ入会後に初めて迎えるシーズンの開幕までに契約を締結するものと

する。

(2)Jリ ーグ公式試合においては、ホームゲームの際、前項の警備会社から派遣

された警備員を、必要に応じて配置させなければならない。

P.17 権利と義務

人事体制・組織運営基準 P.02か ら基準 P.16までに記された人員の職務にあた

り、J3ラ イセンス申請クラブと当該人員が個別に契約を締結 している場合には、

付帯する覚書等の書類と合わせ、当該契約に関する書式の写 しを Jリ ーグに提出

しなければならない。

P.18 ライセンス申請書類提出後の変更通知義務

J3ラ イセンス申請書類を Jリ ーグに提出後、基準 P.01か ら基準 P.16に関し

て、すでに提出済みの情報に変更がある場合は、当該変更の発生日から 10日 以内

にその詳細を所定の方法にて Jリ ーグに通知しなければならない。

160



P.19 ライセンス交付シーズンにおける後任の選任義務

(1)人事体制・組織運営基準 P.02か ら基準 P.15に規定される人員について、シ

ーズン途中に、クラブの支配の及ばない事由 (病気、事故等)に起因して欠

員が出た場合は、クラブは当該人員をただちに補充しなければならない。た

だし、補充された人員が、当該人員の属する職務に相当する基準を満たさな

い場合は、当該人員の任期は J3ラ イセンス交付シーズンの末日までとする。
(2)前項に規定される人員について、クラブの決定 (任期途中での解任、解雇等 )
に起因 して欠員を生 じさせる場合には、クラブは、当該欠員の属する職務に

相当する基準を満たす人員をただちに補充しなければならない。

(3)ク ラブは、前 2項に定める人員交代につき、交代を決定 した日から7日 以内

に、所定の方法にて Jリ ーグに通知 しなければならない。

第 10条 〔法務基準〕

法務基準を以下のとおり定める。

番号 項目およびその内容

L.01 Jリ ーグ正会員としての宣言書

J3ラ イセンス申請クラブは、以下の内容を遵守する旨の宣言書 (Jリ ーグ指
定書式)を提出しなければならない。ただし当該宣言書は、 Jリ ーグヘの提出期

限前 3か月以内に、クラブの代表者が印鑑登録されている代表者印を押印したも

のとする。

① FIFA、 AFCおよび国内協会、ならびに国内リーグの、規約、規程、
規則および決定が法的拘束力のあるものであることを認めること

② 国際的な次元の紛争、とりわけFIFAま たはAFCが関与している紛争
について、CAS(ス ポーツ仲裁裁判所)の専属的管轄を認めること
③ FIFAお よびAFC規約に基づく、普通裁判所への提訴の禁止を認める
こと

④ JFAに公認されている競技会で競技すること
⑤ 出場が認められた場合には、AFCに公認されている競技会に出場するこ
と (ただし、親善試合には関係しない)

⑥ Jリ ーグ規約および関連または付随する諸規程の条項および条件に従い、

かつ遵守することを約束すること

⑦ 「クラブライセンス申請システム」等により提出済みのすべての文書、資
料、および情報は完全かつ正確であること

③ Jリ ーグおよびJFAに対し、文書を検証し、かつ、情報を求め、また、
国内法令に従つて関連する公共機関または民間団体に情報を求める権限

を与えること

⑨ Jリ ーグに対し、事前の通知なくJ3ラ イセンス申請クラブを調査する権
限があることを認めること
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⑩ 定められた期限内に、ライセンス申請書類を提出した後に発生した、重大

な変更、主要な経済的重要性のある事象または状況および事後的事象につ

いて、Jリ ーグに通知すること

L.02 クラブの登記情報

J3ラ イセンス申請クラブは以下の文書を提出しなければならない。

① J3ラ イセンス申請クラブの定款原本の写し
②.J3ラ イセンス申請クラブの履歴事項全部証明書の写し
(Jリ ーグヘの提出期限より3か月前以内に発行されたものであること)

③ J3ラ イセンス申請クラブの印鑑登録証明書の写し
(Jリ ーグヘの提出期限より3か月前以内に発行されたものであること)

L.03 他クラブの経営等への関与の禁止

J3ラ イセンス申請クラブは、クラブの経営、管理運営および/ま たは競技活

動に関わるいかなる自然人も法人も、直接と間接とを問わず、以下の各号のいず

れにも該当しないことを宣言する旨の文書 (Jリ ーグ指定書式)を提出しなけれ

ばならない。ただし当該宣言書は、 Jリ ーグヘの提出期限前 3か月以内に、クラ

ブの代表者が印鑑登録されている代表者印を押印したものとする。

① 同じ競技会に出場している他のクラブの証券または株式を、重大な影響を

与えうる割合で保有するかまたは取引すること

② 同じ競技会に出場している他のクラプの株主の議決権の過半数を有する

こと

③ 同じ競技会に出場している他のクラブの経営、管理運営および監督機関の

構成員の過半数を任命するかまたは解任する権利を有していること

④ 同じ競技会に出場している他のクラブの株主であり、かつ、そのクラブの

その他の株主と締結した契約に従って、当該クラブの株主議決権の過半数

を単独で有していること

⑤ 同じ競技会に出場している他のクラブのメンバーであること

⑥ 同じ競技会に出場している他のクラブの経営、運営管理または競技活動に

何らかの地位において関与していること

⑦ 同じ競技会に出場している他のクラブの経営、運営管理または競技活動に

ついて何らかの権限を有していること

L.04 選手との書面による契約

J3ラ イセンス申請クラブは、すべてのプロ選手と書面による契約を締結 しな

ければならない。登録選手との選手契約書および当該契約書に付帯する覚書すべ

ての写 しを、登録選手全員分提出しなければならない。また、アマチュア選手に

ついては、アマチュア選手が署名した誓約書および当該選手との間で諸手当につ

いて確認 した書式のほか、当該選手と締結 した書式の写 し全てを提出しなければ

ならない。
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L.05 就業に関する規則の整備

J3ラ イセンス申請クラブは、国内法令に適合 した就業規則またはそれに類す
る文書を提出しなければならない。

第 11条 〔財務基準〕

財務基準を以下のとおり定める。

番号 項目およびその内容

F.01 年次財務諸表 (監査済み )

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、 J3ラ イセンス申請クラブの有する法人格に
対する国内法令に基づいた年次財務諸表一式を作成 し、 Jリ ーグに提出しな

ければならない。なお、当該年次財務諸表は、監査役または監事の監査を受

け、監査報告書が付されているものとする。

(2)J3ラ イセンス申請クラブが何 らかの関連する会社等を有 している場合に
は、 J3ラ イセンス申請クラブの個別財務諸表のほか、当該関連する会社の
個別財務諸表および作成を行つている場合には連結財務諸表を Jリ ーグに提

出しなければならない。また、 J3ラ イセンス申請クラブの個別財務諸表の
みで判定を行うと著 しく不公平になると Jリ ーグが判断 した場合には、当該

関連する会社等を含めて審査を行うものとする。

(3)J3ラ イセンス申請クラブが以下のいずれかの状況である場合は、基準 F.01
は満たさないものとする。

① 3期連続で当期純損失を計上した場合。

② ライセンスを申請した日の属する事業年度の前年度末日現在、純資産の金

額がマイナスである(債務超過である)場合。
③ Jリ ーグからの指摘に基づき、過年度の決算の修正が必要となった場合に

おいて、過年度の決算を修正した結果、前 2号に示す事態となつた場合。

F.02 (基準番号変更に伴い欠番 )

F.03 選手移籍活動によって生じる他のサッカークラブに対する期限経過未払金の皆無

J3ラ イセンス申請クラブは、 J3ラ イセンスが対象シーズンの前年の 6月 30
日の時点で、選手移籍活動によって生 じる他のサッカークラブに対する期限経過

未払金がないことを証明する書式 (Jリ ーグ指定書式)を提出しなければならな
い。ただし、対象シーズンの前年の 8月 31日 までに完全に和解 した場合、債権者

との相互合意により期限が延期された場合、あるいは管轄当局へ提出された「明

らかに無根拠ではない紛争」に該当する場合を除く。

F.04 従業員や社会保険当局、税務当局に対する期限経過未払金の皆無

J3ラ イセンス申請クラブは、 J3ラ イセンスの対象となるシーズンの前年の
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6月 30日 の時点で、現在および過去の従業員 (「選手の地位および移籍に関する

FlFA規則」に従つたすべてのプロ選手、および人事体制・組織運営基準の P.02か

ら基準 P.15ま でに示す人員を含む)と の間の、契約上の、および法律上の義務に

関 して、従業員および社会保険当局および税務当局に対する期限経過未払金がな

いことを証明する書式 (Jリ ーグ指定書式)を提出しなければならない。ただし、

J3ラ イセンスの対象となるシーズンの前年の 8月 31日 までに完全に和解 した場

合、債権者との相互合意により期限が延期された場合、または管轄当局へ提出さ

れた「明らかに無根拠ではない紛争」に該当する場合を除く。

05 ライセンス交付の決定に先立つ表明書

(1)J3ラ イセンス交付の決定が下される期間 (当該期間は Jリ ーグから通知を

する)の開始前 7日 以内に、J3ラ イセンス申請クラブは Jリ ーグに対し、

当該申請クラブがJ3ラ イセンスの審査の申請日が属する事業年度の前年度

の末日以降、J3ラ イセンス申請クラブの財務状況に (好影響か悪影響かを

問わず)影響を及ばし得るような経済的重要性のある事象または状況が生じ

たか否かを表明する書式(Jリ ーグ指定書式)を提出しなければならない。

(2)前項に関わらず、J3ラ イセンス申請クラブの財務状況に (好影響か悪影響

かを問わず)影響を及ばし得るような経済的重要性のある事象が発生した場

合には、J3ラ イセンス申請クラブは当該事象の詳細をJリ ーグに説明しな

ければならない。

F.06 予算および予算実績、財務状況の見通 し

(1)J3ラ イセンス申請クラブは、 J3ラ イセンスの審査の申請日が属するJ3

ライセンス申請クラブの事業年度の年次の損益予算を、科目ごとの明細とと

もに、その前事業年度の末日までに提出しなければならない。ただし、提出

期日以降に Jリ ーグ百年構想クラブに認定されたクラブについては、当該資

料の提出期日を Jリ ーグが別途指定するものとする。なお、当該損益予算は、

取締役会または理事会 (取締役会設置会社でない場合は株主総会)で承認さ

れたものとする。

(2)J3ラ イセンス申請クラブは、 Jリ ーグが指定する期日までに、対象シーズ

ンを含む決算期における J3ラ イセンス申請クラブの財務状況の見通 しを説

明する資料を提出しなければならない。なお、 Jリ ーグはこの資料に基づき、

当該クラブの財務状況について詳細な調査を行うことがある。

F.07 ライセンス交付後の重要な後発事象の通知義務

J3ラ イセンスの交付を受けた後、対象シーズンにおいて、クラブの事業継続

に悪影響を及ばし得る出来事が発生した場合、発生 した日から 14日 以内に、J3

ライセンスの交付を受けたクラブは Jリ ーグに対 し、その出来事の内容、および

当該クラブの事業に与える影響を Jリ ーグに説明しなければならない。
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F.08 財務状況の見通しの修正義務

J3ラ イセンス申請クラブが財務状況の見通しの説明に誤りがあり、修正すべ

きであると認められる場合には、当該クラブは Jリ ーグの指示に従い、財務状況

の見通しを修正のうえ、Jリ ーグに提出しなければならない。

第 12条 〔本交付規則に定めのない事項〕

本交付規則に規定されていない事項については、 Jリ ーグ理事会がこれを決定する。

第 13条 〔改 正〕
本規程の改正は、理事会の決議に基づきこれを行うものとする。

〔改 正〕
平成 27年 4月 28日

平成 28年 1月 19日

平成 29年 1月 25日

平成 30年 1月 30日
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別紙 1

(DOC)(1●30株式会社
代表取締役 :](DCO 殿

Jリ ーグアマチュア選手 誓約書

私は、O⊂,(~〕 000所 属のアマチュア選手として以下の事項を厳守することを、ここに
誓約いたします。

記

第 1条 【誠実義務】

000000株 式会社 (以下「クラブ」という)、 公益財団法人日本サッカー協会 (以下
「協会」という)および公益社団法人日本プロサッカーリーグ (以下「Jリ ーグ」という)
の諸規則を遵守することを誓約いたします。

第 2条 【履行義務】

次の各事項を履行します。

(1)ク ラブの指定するすべての試合への出場
(2)ク ラブの指定するトレーニング、合宿および研修への参加
(3)ク ラブの指定するミーティング、試合の準備に必要な行事への参加
(4)ク ラブにより支給されたュニフォームー式および トレーニングウェアの使用
(5)ク ラブの指定する医学的検診、注射、予防処置および治療処置への参加
(6)ク ラブの指定する広報活動、ファンサービス活動および社会貢献活動への参加
(7)協会から各カテゴリーの日本代表選手に選出された場合の トレーニング、合宿
および試合への参加

(8)協会、Jリ ーグ等の指定するドーピングテス トの受検
(9)合宿、遠征等に際してのクラブの指定する交通機関、宿泊施設の利用
(10)就業に関する事前のクラブヘの報告

(11)その他クラブが必要と認めた事項

第 3条 【禁止事項】

次の各事項を行ないません。

(1)ク ラブ、協会およびリーグ等の内部事情の部外者への開示
(2)試合、 トレーニングに関する事項 (試合の戦略 。戦術 。選手の起用
の内容の部外者への開示

(3)協会の ドーピング防止規程に抵触する行為
(4)サ ッカー活動の対価としての報酬 (利益)等の受理
(5)試合の結果に影響を与える不正行為への関与
(6)ク ラブ、協会、Jリ ーグにとつて不利益となる行為

トレーニング

第4条 【手 当】
下記の手当の内、クラブからアマチュア選手に支払われる手当を受取ることができる。

(1)交通費 (ト レーニング、試合、研修 )
(2)宿泊費 (合宿、試合、研修 )
(3)備品手当
(4)食事手当
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(5)保険料
(6)その他クラブが必要と認めた手当

上記各手当の金額は当該経費として適正、常識的な水準でなければならないこと、また

各手当には所得税、住民税、消費税その他一切の税金を含むものとすることを承諾しま

す。

第 5条 【肖像等の使用】

次の各事項を承諾します。

(1)本誓約書の義務履行に関する私の肖像、映像、氏名等 (以下「肖像等」という)
を報道・放送において無償使用すること

(2)ク ラブから指名を受けた場合、クラブ、協会および Jリ ーグ等の広告宣伝 。

広報・プロモーション活動 (以下「広告宣伝等」という)に原則として無償で
協力すること

(3)ク ラブが私の肖像等を包括的に利用してマーチャンダイジング (商品化)を
行う権利を有し、また協会、Jリ ーグ等に対して、その権利を許諾することができ

ること

(4)次の各号について、事前にクラブヘの書面による承諾を得ること
① テレビ。ラジオ番組、イベントヘの出演

② 私の肖像等の使用およびその許諾 (イ ンターネットを含む)

③ 新聞・雑誌取材への応諾

④ 第二者の広告宣伝等への関与

第 6条 【有効期限】
(1)本誓約書の有効期限は、   年   月   日から    年   月  日
までとする。

(2)ク ラブは、選手に移籍を求められた場合は、移籍を承諾しなければならず、本誓
約書はこれをもって終了する。

以上

年   月   日

住所

※選手が未成年者の場合、親権者または後見人の署名

氏名

年   月 日

住所

氏名

〔2013年 11月 19日 版〕
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○○○○○○株式会社

代表取締役 ○○○○ 殿

Jリ ーグアマチュア選手 誓約書
(Jク ラブ アカデミー所属選手用)

私は、○○○○○○所属のアマチュア選手として以下の事項を厳守することを、ここに

誓約いたします。

記

第 1条 【誠実義務】

○○○○○○株式会社 (以下「クラブ」という)、 公益財団法人日本サッカー協会 (以下
「協会」という)および公益社団法人日本プロサッカーリーグ (以下「Jリ ーグ」という)
の諸規則を遵守することを誓約いたします。

第 2条 【履行義務】
次の各事項を履行します。

(1)ク ラブの指定するすべての試合への出場
(2)ク ラブの指定するトレーニング、合宿および研修への参加
(3)ク ラブの指定するミーティング、試合の準備に必要な行事への参加
(4)ク ラブにより支給されたュニフォームー式および トレーニングウェアの使用
(5)ク ラブの指定する医学的検診、注射、予防処置および治療処置への参加
(6)ク ラブの指定する広報活動、ファンサービス活動および社会貢献活動への参加
(7)協会から各カテゴリーの日本代表選手に選出された場合の トレーニング、合宿
および試合への参加

(8)協会、Jリ ーグ等の指定するドーピングテス トの受検
(9)合宿、遠征等に際してのクラブの指定する交通機関、宿泊施設の利用
(10)就業に関する事前のクラブヘの報告

(11)その他クラブが必要と認めた事項

第 3条 【禁止事項】

次の各事項を行ないません。

(1)ク ラブ、協会およびリーグ等の内部事情の部外者への開示
(2)試合、 トレーニングに関する事項 (試合の戦略 。戦術・選手の起用 。トレーニング
の内容等)の部外者への開示
(3)協会の ドーピング防止規程に抵触する行為
(4)サ ッカー活動の対価としての報酬 (利益)等の受理
(5)試合の結果に影響を与える不正行為への関与
(6)ク ラブ、協会、Jリ ーグにとつて不利益となる行為

第 4条 【手 当】
下記の手当の内、クラブからアマチュア選手に支払われる手当を受取ることができる。

(1)交通費 (ト レーニング、試合、合宿、研修、ミーティング等 )
(2)宿泊費 (合宿、試合、研修等)
(3)備品手当
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(4)食事手当
(5)保険料
(6)その他クラブが必要と認めた手当

上記各手当の金額は当該経費として適正、常識的な水準でなければならないこと、また

各手当には所得税、住民税、消費税その他一切の税金を含むものとすることを承諾しま

す。

第 5条 【肖像等の使用】
次の各事項を承諾します。下記 (1)から (3)号に関して、私は何らの対価も受領す
る権利を有しないことを併せて確認します。

(1)本誓約書の義務履行に関する私の肖像、映像、氏名等 (以下「肖像等」という)
を報道 。放送において使用すること

(2)ク ラブから指名を受けた場合、クラブ、協会および Jリ ーグ等の広告宣伝 。

広報・プロモーション活動 (以下「広告宣伝等」という)に

協力すること

(3)ク ラブが私の肖像等を包括的に利用してマーチャンダイジング (商品化)を
行う権利を有し、また協会、Jリ ーグ等に対して、その権利を許諾することができ

ること

(4)次の各号について、事前にクラブヘの書面による承諾を得ること
① テレビ。ラジオ番組、イベントヘの出演

② 私の肖像等の使用およびその許諾 (イ ンターネットを含む)

③ 新聞・雑誌取材への応諾

④ 第二者の広告宣伝等への関与

第 6条 【有効期限】
(1)本誓約書の有効期限は、   年   月   日から    年   月  日
までとする。

以上

年   月 日

ｒ
＝
一Ｆ
″

住

氏名

※選手が未成年者の場合、親権者または後見人の署名

年   月   日

所

　

名

住

　

氏
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2018明 治安田生命Jリ ーグ Jリ ーグオフィシャルパー トナー広告看板設置型 [男」表 1]
ハ
Ｎ
Ｏ

バ ックスタン ド側

鯉E薔颯/um■ 榎

広告ミニ薔帽

′ヽ―フサイズバナー ′
`ナ

ー

E==コ  E=====コ
バナー ′ヽ―フサイズバナー
E======コ  E==コ

◇

Jリーグオフィシャルパートナーエリア
タイトル a線

a糸泉、

b線 b線

ロ

ゴール襄ミニ看極

90°

ヽ
し
川 ◆A点 =各風技場ロイヤルボックス鷹最前列中央。または、テレビ中餞のセンターカメラ(2台ある場含は
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サッカー選手の登録と移籍等に関する規則

第 1章 登録

第 1節 総 則
第 1条  〔目 的〕
本規則は、定款第 50条に基づき、公益財団法人日本サッカー協会 (以下「本協会」という)のサッカ
ー加盟チーム及びその選手の登録と移籍等に関する事項について定める。

第 2条  〔選手登録〕
1.加盟チームは、本規則第 10条 〔選手登録の方法〕の定めるところにより、本協会への選手登録を行
わなければならない。
2.本協会に登録されている選手に限り公式試合に出場することができ、未登録の選手を公式試合に出場
させてはならない。
3.未登録の選手であっても、当該選手が最後に登録されたチームが本協会の加盟チームである場合、当
該選手の籍は、少なくとも当該選手の最後の公式試合日より30ヶ月の間は、本協会に属し続けるもの
とする。

第 3条  〔重複登録の禁止〕
選手は、 2つ以上の加盟チームに同時に登録することはできない。ただし、サッカー加盟チームとフッ
トサル加盟チームに同時に登録することはできる。

第 4条  〔登録区分〕
1.本協会における選手登録区分は、次の各号のとおりとする。
(1)アマチュア選手
(2)プ ロ選手
2.選手は、前項に従いプロ選手又はアマチュア選手のいずれかとして本協会に登録 しなければならな
い。なお、登録 した選手は、本協会、FIFA、 AFC及 びEAFFの 諸規則に従う。なお、プロ選手
の契約、登録及び移籍等に関しては、「プロサッカー選手の契約、登録および移籍に関する規則」に従

うものとする。

第 5条  〔アマチュア選手〕
アマチュア選手とは、報酬又は利益を目的とすることなく、プレーする者をいう。

第 6条  〔プロ選手〕
プロ選手とは、その所属チームとの書面による契約を有しており、当該選手のサッカー活動の対価とし
て当該選手が被る費用を実質的に上回る支払いを受ける者をいう。

第 7条  〔プロ選手契約の原則〕
プロ選手及び当該選手と契約を締結するチームは、選手契約に関して、次の各号の原則を守らなければ
ならない。

(1)契約は尊重されなければならない。
(2)契約は正当事由がある場合には、解除することができる。
(3)契約はシーズン中において一方的に解除することができない。
(4)正当事由のない契約の解除の場合、損害賠償が支払われるべきであり、かかる損害賠償は当該契約
において予め規定することができる。
(5)正当事由のない契約の解除の場合、違反当事者に対して、懲罰を科すことができるものとする。

第 8条  〔プロ選手契約における特別規定〕
1.契約の最長期間は 5年間とする。ただし、 18歳未満の選手は最長 3年間とする。
2.契約の最短期間は原則として、当該契約の効力発生日からシーズン (第 12条に定義される)終了時
までとする。
3.契約の効力は、医学上の検査が良好であること、又は、査証等選手の就業に関する行政による認可の
可否を条件としてはならない。
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4.プロ選手は、同一期間について二つ以上の契約を締結してはならない。
5。 いかなるチームも、その契約の相手方又は第二者に対して、選手の役務提供若しくは移籍に関連する

事項又はチームの独立性、方針若しくは運営に関連する事項に影響を及ぼす力を付与する条項を含む契

約を締結してはならない。

第 9条  〔仲介人等〕
仲介人の活動及びその役務の利用については、別に定める「日本サッカー協会 仲介人に関する規則」
に従うものとする。

第 2節 登録手続き

第10条  〔選手登録の方法〕
1.本協会への登録は、アマチュア選手、プロ選手のいずれも加盟チームが登録申請をもって行う。
2.プロ選手の登録には、前項の登録申請に加盟チームと選手間の契約書の写し及び「選手登録区分申請
書」 《書式第 1号》を添付するものとする。なお、当該契約に関して、本協会に提出されていない別途
の契約関連書類については、紛争処理に際して当該書類を考慮するか否かは、本協会その他紛争処理機

関の自由裁量とする。
3.加盟チームは、「選手登録区分申請書」 《書式第 1号》の写しを所在地の都道府県サッカー協会及び
加盟リーグ等に送付する。
4.第 2項に基づく登録申請料は、別に理事会において定める。

第11条  〔登録有効期間〕
1.前条に基づく登録の有効期間は、毎年 Jリ ーグ・ JFLの第 1種チーム及び所属選手は 2月 1日 より
翌年 1月 31日 までの 1年間、それ以外のチーム及び所属選手は4月 1日 より翌年 3月 31日 までの 1

年間 (以下「登録年度」という)と する。
2.登録年度の途中で行った登録 (追加、変更等一切の場合を含む)については当該登録を行つた日の属
する登録年度が終了するまで有効とする。

3.契約の終了その他の事由により、登録を申請した加盟チームと登録選手との間の所属関係が消滅した
ときは、前 2項による登録の有効期間中であっても、その登録は失効するものとする。

第12条  〔シーズン〕
1.シーズンは、各チームが属するリーグの最初の公式試合の日から、最終の公式試合の日までの期間と
する。

2.選手は、 1つのシーズン期間中につき、最大 3つのチームに登録することができる。この期間中、選
手は、最大 2チームのために公式試合に出場する資格を有する。
3.選手は、同期間中に同じ国内選手権 (リ ーグ戦は除く)又はカップ戦において 2チーム以上のために
公式試合に出場してはならず、個々の競技会規則を遵守 しなければならない。

第13条  〔登録ウインドー〕
1.選手は、本協会が定めた年 2回の移籍を認める期間 (以下「登録ウインドー」という)にのみ登録さ
れることができる。
2.前項にかかわらず、登録ウインドーの終了前に契約期間が終了したプロ選手は、当該登録ウインドー
終了後においても登録されることができるものとする。

3.年 2回の登録ウインドーは以下の通り定められ、FIFAに 報告するものとする。
(1)初回の登録ウインドーは、シーズンの終了後に始まり12週間を超えない。
(2)2回 目の登録ウインドーは、シーズン中に設定され、4週間を超えない。
4.選手は、登録ウインドー中に当該チームから本協会に対し有効に登録申請がなされた場合に限り登録
されることができる。
5.本条の規定は、アマチュア選手が主として参加することを意図した大会には適用されない。かかる大
会については、関連する大会におけるスポーツ上の秩序を十分配慮したうえで、個別に登録されるべき

期間が設定されるものとする。

第14条  〔登録情報の管理 (選手パスポート)〕
本協会は、本協会に登録する選手の過去の登録情報 (当該選手が、過去に登録された全てのチーム名と

その期間などの情報)を管理するものとする。これらの情報は「選手パスポー ト」として、必要に応じ
て、当該選手が登録される移籍先チーム (本規則第 19条に定義される)に対し発行される。
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第15条  〔登録区分変更〕
選手登録区分変更を希望する選手は、加盟チーム経由で「選手登録区分申請書」 《書式第 1号》により
本協会に申請し、承認を得るものとする。

第16条  〔登録区分変更の認定〕
選手登録区分変更の認定は、本協会において行う。

第17条  〔外国籍の選手〕
外国籍の選手 (日本国籍を有しない選手)が、本協会に登録する場合、本規則の適用を受けるものと
し、「外国籍選手登録申請書」 《書式第 7号》に在留カード (又は特別永住者証明書)若しくは住民票の
写しを添付のうえ提出し、その承認を得なければならない。ただし、外国のクラブ (チーム)に選手とし
て登録されていた選手が、本協会加盟チームに移籍、登録する場合は、本規則第 27条 〔国際移籍〕によ
る。

第 2章 移 籍

第 1節 総 則

第18条  〔目 的〕
本章の規定は、本協会の「加盟チーム及び登録選手」 (過去に登録していたもの及び現在登録している
もの並びに将来登録を希望するものの全てを含むものとし、以下総称して「加盟者」という)相互間並び
に加盟者と外国のクラブ (チーム)との間の選手移籍に関する紛争を防止するとともに、紛争が生じた場
合にこれを解決することを目的とするものであり、加盟者の全てを拘束する。

第 19条  〔移籍の定義〕
移籍とは選手が現在所属しているチーム (以下「移籍元チーム」という)を脱退し、別のチーム (以下
「移籍先チーム」という)に所属変更することをいう。

第20条  〔移籍の手続き〕
1.選手が移籍を希望する場合、当該選手は、移籍元チームから登録抹消され、移籍先チームが登録申請
をし、本協会の承認を得なければならない。
2.本規則の定めにより移籍元チームが抹消申請をするべきにもかかわらずこれを行わないときは、本協
会は、移籍を希望する選手の申請に基づき移籍元チームの承諾に代わる決定をなすことができる。

第21条  〔公式試合への出場資格〕
1.本規則に基づき移籍した選手は、本協会が登録を承認した日から公式試合に出場することができる。
2.前項の規定にかかわらず、選手の公式試合への出場資格を競技会の大会要項により制限できる。
3.プロ選手は、プロ選手として出場した最後の公式試合から30日 間は、アマチュア選手として登録す
ることはできない。

第 2節 移籍の手続き

第22条  〔アマチュア選手がアマチュア選手として移籍する場合〕
アマチュア選手が、アマチュア選手として移籍先チームヘ移籍したい旨を申し出た場合、移籍元チーム
は、当該移籍を承諾しなければならず、かつ、名目のいかんを問わず、当該移籍に関し対価を請求するこ
とができない。

第23条  〔プロ選手がアマチュア資格を再取得する場合〕
プロ選手がアマチュア資格を再取得するに際しては、如何なる対価も支払われないものとする。当該プ
ロ選手がアマチュアとしての資格を再取得した後 30ヶ 月以内にプロ選手として再登録された場合には、
当該選手の新たなチームは、本協会の規則に従いトレーニング費用等を支払うものとする。

第24条  〔アマチュア選手がプロ選手として移籍する場合〕
アマチュア選手が、プロ選手として移籍先チームヘ移籍したい旨を申し出た場合、移籍元チームは、当
該移籍について異議を申し立てることができない。
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第25条  〔プロ選手がプロ選手として移籍する場合〕
1.プロ選手との間でプロ選手としての契約を締結しようと意図しているチームは、当該プロ選手との交
渉に入る前に書面により当該プロ選手のその時点で在籍するチームに通知しなければならない。当該プ

ロ選手は、当該プロ選手のその時点のチームとの契約が満了したか、又は満了前6ヶ 月間に限り、他の

チームと契約を締結することができるものとする。

2.プロ選手契約の期間満了前であっても、移籍先チームと移籍元チームとが移籍に伴う補償につき合意
し、かつ、当該選手も移籍を承諾した場合は、移籍を行うことができる。

第26条  〔プロ選手の期限付移籍〕
1.プロ選手は、選手と関連するチームとの間の書面による合意により他のチームに期限付移籍されるこ
とができる。
2.期限付移籍の最短期間は、本規則に定める2つの登録ウインドー間の期間とする。
3.期限付移籍に際して、移籍元チーム及び選手自身の書面による同意なしに、移籍先チームは選手を第
二のチームに移籍させる権利を有しない。

第27条  〔国際移籍〕
1.選手が外国のチームヘ移籍する場合、本協会は当該外国サッカー協会からの請求に基づき、当該外国
サッカー協会に対して「国際移籍証明書」を発行するものとする。

2.外国のクラブ (チーム)に登録されていた選手が新たに本協会加盟チームに移籍する場合、本協会は
移籍先チームからの請求に基づき、当該外国サッカー協会に対して「国際移籍証明書」の発行を依頼す

るものとする。
3.前 2項に定める手続きは、関連するFIFA規 則に基づいて行われるものとする。
4.本条第 2項に定める場合において、選手を移籍先チームに登録するためには、次の各号の条件を具備
し、かつ、本協会に「国際移籍選手登録申請書」 《書式第 6号》を提出して、その承認を得なければな

らない。

(1)本人が日本国内に入国し居住していること
(2)本協会の請求に基づき、当該国のサッカー協会から当該選手の「国際移籍証明書」が本協会に対し
て発行されていること

(3)次の各書類を添付すること
① 旅券の写し
② 入国査証の写し (日本国籍を有する選手を除く)
③ 在留カード (又は特別永住者証明書)若しくは住民票の写し

第 3節  トレーニング費用

第28条  〔適 用〕
アマチュア選手がプロ選手として移籍する場合のトレーニング費用の請求は、本節の定めるところによ

る。

第29条  〔トレーニング費用の金額〕
1.「 トレーニング費用」の上限は、選手が在籍したチームにおける満 15歳の3月 31日 翌日の4月 1
日から満 22歳の 3月 31日 までの在籍期間 1年につき、次に定める金額とする。

4年まで     5年 以降
(1)直前の在籍団体       30万 円     15万 円
(2)2つ前以上の在籍団体    15万 円     15万 円
2.ト レーニング費用の請求権を持つチームは、営利法人、財団法人、社団法人、NPO法人又は学校教
育法第 1条に定める学校 (これに準じる団体で本協会が認定したものを含む)により運営されるチーム

に限るものとする。
3.在籍期間が 1年を超え、超えた期間が 1年に満たない場合は、当該在籍期間は、本条の関係では、 1
年とみなして計算する。
4.在籍期間の合計が 1年未満のチームは、 トレーニング費用の請求権を持たない。

第30条  〔支払方法〕
トレーニング費用は、本協会が移籍を承認した日から30日 以内に現金をもって一括して支払われるも
のとする。
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第 3章 違反等

第31条  〔規則違反〕
選手又は加盟チームが本規則に違反した場合の処分は、司法機関組織運営規則及び懲罰規程に従う。

第32条  〔移籍に関する異議等〕
選手の移籍に関して異議又は疑義のある当事者は、和解あっせんに関する規則に従い、本協会の裁定委
員会に和解あっせんの申立をすることができる。

第33条  〔改 正〕
本規則の改定は、本協会の理事会の決議に基づきこれを行う。

第34条  〔施 行〕
本規則は、2014年 4月 1日 から施行する。

〔改正〕

2015年 12月 17日
2017年 4月 13日
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懲罰規程

第 1節 総 則

第 1条  〔目 的〕
本規程は、定款第 50条に基づき、以下の各号について定める。
(1)本協会の規律委員会及び裁定委員会並びに司法機関組織運営規則第 19条に基づき本協会の規律委
員会及び裁定委員会から懲罰権を委任された都道府県サッカー協会、地域サッカー協会、各種連盟及

びJリ ーグのそれぞれの規律委員会及び裁定委員会 (ただし、Jリ ーグの裁定委員会を除く。以下、
「都道府県協会等の規律委員会等」という。)における懲罰に関する事項
(2)本協会の不服申立委員会における不服申立に関する事項

第 2条  〔対象者〕
本規程に基づき懲罰の対象となる者は、基本規則第 2条に定める加盟団体、加盟チーム及び選手等並び

に仲介人に関する規則に定める仲介人とする。

第 3条  〔都道府県サッカー協会等における懲罰〕
司法機関組織運営規則第 19条に基づき、本協会の規律委員会及び裁定委員会は、都道府県協会等の規
律委員会等に、その所管する加盟団体、加盟チーム又は選手等に関する懲罰問題 (仲介人に関する規則に

関連する違反行為に対する懲罰を除く。)を本協会懲罰規程にしたがつて処理し、懲罰を決定 。適用する
権限を委任する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合、都道府県協会等の規律委員会等には決定

権はなく、懲罰案を本協会に通知し本協会の規律委員会又は裁定委員会が懲罰を決定 。適用するものとす

る。

(1 6ヶ 月以上の出場停止処分、公的職務の停止・禁止・解任又はサッカー関連活動の停止・禁止

(2 罰金

(3 没収

(4 下位ディビジョンヘの降格

(5 除名

(6)競技会への参加資格の剥奪
(7)新たな選手の登録禁止
(8)前各号に掲げるもののほか、懲罰効果において実質的に前各号のいずれかと同等か又はそれ以上と
判断される処分

第 4条  〔懲罰の種類〕
1.選手等に対する懲罰の種類は次のとおりとする。
(1)警 告
主審が試合中に競技者に対し、競技規則に基づきイエローカードを示す

(2)退場 。退席
主審が試合中に競技者 (退場の場合)又は監督その他の関係者 (退席の場合)に対し、試合中にフ

ィールド及びその周辺から立ち去るように命じる

(3)戒 告
口頭をもって戒める

(4)譴 責
始末書をとり、将来を戒める

(5)罰 金
一定の金額を本協会に納付させる

(6)社会奉仕活動
(7)没 収
取得した不正な利益を剥奪し、本協会に帰属させる

(8)賞の返還
賞として獲得した全ての利益 (賞金、記念品、 トロフィー等)を返還させる
(9)一定数、一定期間、無期限又は永久的な公式試合の出場停止
一定数、一定期間、無期限又は永久的に、公式試合について、フィール ド、ベンチ、ロッカールー

ム等の区域に立ち入ることを禁止する
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(10)公的職務の一時的、無期限又は永久的な停止・禁止 。解任
本協会、加盟団体及び加盟チームにおける一切の公的職務を一定期間、無期限又は永久的に停止

し、禁止し、又は解任する

(11)一定期間、無期限又は永久的なサッカー関連活動の停止・禁止

サッカーに関する一切の活動を一定期間、無期限又は永久的に停止し又は禁止する
(12)除 名
本協会の登録を抹消する

2.加盟団体及び加盟チームに対する懲罰の種類は次のとおりとする。
(1)戒 告
(2 )譴 責
)罰 金
)没 収
)賞の返還
)再試合
)試合結果の無効 (事情により再戦を命ずる)
)得点又は勝ち点の減点又は無効

(3

(4

(5

(6
(7

(8
(9)得点を3対 0と して試合を没収 (ただし、すでに獲得された得失点差の方が大きい場合には、大き
い方を有効とする)

(10)観衆のいない試合の開催
(11)中立地における試合の開催
(12)一定数、一定期間、無期限又は永久的な公式試合の出場停止

(13)一定期間、無期限又は永久的な公的業務の全部又は一部の停止

(14)下位ディビジョンヘの降格

(15)競技会への参加資格の剥奪
(16)新たな選手の登録禁止

(17)除 名

一定期間、無期限又は永久的な公的業務の全部又は一部の停止
一定期間、無期限又は永久的なサッカー関連活動の停止・禁止

除 名
前 3項各号の懲罰は、併科することができる。

第 5条  〔無期限の懲罰の解除〕
1.前条第 1項第 9号から第 11並びに第 2項第 12及び第 13号の懲罰のうち、 3年を超える懲罰、又
は無期限の懲罰を受けた個人又は団体 (以下個人、団体ともに「当事者」という)は、処分開始日から
3年が経過した後に、以下の手続により解除の申請を行うことができる。
(1)当事者 (団体の場合はその代表者)は、解除の嘆願書、活動状況報告書及び反省文 (以下「当事者
申請書類」という)を次のいずれかの組織に提出する。なお、懲罰を受けたときに所属した組織 (複
数に属する場合はそのいずれか)に申請することを原則とするが、万が一その原則に添えない特段の
事由がある場合はその旨を当事者申請書類に明記する。

① 都道府県サッカー協会
② 地域サッカー協会
③ 各種の連盟
④ Jリ ーグ

(2)前号に基づき申請を受けた組織は、調査・審議の上、解除が適切・妥当と判断した場合、当該組織
としての嘆願書を作成し、当事者申請書類を添付して本協会事務局に申請する。
(3)本協会事務局は、当該懲罰を決定した委員会 (規律委員会又は裁定委員会のいずれか。以下「担当
委員会」という)に前号の書類一式を回付する。
(4)担当委員会の委員長又は委員長から委嘱を受けた者は、当事者から事情を聞き、その聴聞結果を担
当委員会にはかり、担当委員会にて解除について審議 。決定する。
2.前条に従い、解除が認められた当事者は、処分解除日として定められた日から復権する。なお、担当
委員会において解除が留保された場合、当事者は留保された原因が消失した後に、再度解除の申請を行

・

１

２

３

４

５

６

７

・

３

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

４

仲介人に対する懲罰の種類は次のとおりとする。
告

責

金

収

戒

譴

罰

没
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なうことができる。

第 6条  〔選手等に対する罰金〕
1.特段の定めのない限り、アマチュア選手等に対しては、罰金を科さないものとする。
2.プロ選手等に対して罰金を科す場合は、次の基準による.
(1)Jlリ ーグの場合、出場停止処分 1試合あたり金 10万円以下
(2)その他の場合、出場停止処分 1試合あたり金 5万円以下

第 7条  〔共犯等〕
他の者を教唆若しくは討助し、又は他の者と共謀して若しくは他の者を利用して違反行為を行わせた加

盟団体、加盟チーム又は選手等には、自ら違反行為を行った場合に準じて懲罰を科するものとする。

第 8条  〔役員及び監督等の加重〕
役員、監督その他の管理・監督関係者が違反行為を行った場合には、特段の定めがない限り、その違反

行為について定められた懲罰の 2倍以下の範囲内において、懲罰を加重して適用することができる。

第 9条  〔両罰規定〕
加盟団体又は加盟チームに所属する個人が違反行為を行った場合には、その個人に対して懲罰を科する

ほか、その個人が所属する加盟団体又は加盟チームに対しても懲罰を科すことができる。ただし、その加

盟団体又は加盟チームに過失がなかったときは、この限りではない。

第10条  〔罰金の合算〕
同時に複数の違反行為が罰金の対象となった場合には、各々について定められた罰金の合算額をもっ

て、罰金の金額とする。

第11条  〔違反行為の重複による加重〕
同種の違反行為を重ねて行った場合には、その違反行為について定められた懲罰の 2倍以下の範囲内に

おいて、懲罰を加重することができる。

第12条  〔情状による軽減〕
1.違反行為が行われた場合においても、その情状において酌量すべき事情があるときは、その懲罰を軽
減することができる。
2.前条により懲罰を加重すべき場合においても、なお前項の規定を適用することができる。

第 2節 規律委員会及び裁定委員会における調査及び審議の手続

第13条  〔調査及び審議の手続〕
本協会の規律委員会及び裁定委員会並びに都道府県協会等の規律委員会等における懲罰の調査、審議及

び懲罰の決定の手続は、本節に定めるところによる。

第14条  〔所管事項〕
1.競技及び競技会に関連する違反行為に対する懲罰については、第 3節の定めるところにより所管の規
律委員会が調査、審議及び懲罰の決定を行う。
2.仲介人に関する規則に関連する違反行為に対する懲罰については、第4節の定めるところにより本協
会の規律委員会が調査、審議及び懲罰の決定を行う。
3.前 2項に定めるものを除く違反行為については第 5節の定めるところにより所管の裁定委員会 (ただ
し、裁定委員会を有さない都道府県協会等については、規律委員会)が調査、審議及び懲罰の決定を行
つ。

第15条  〔規律委員会の手続の開始〕
本協会の規律委員会は、以下の場合に、調査、審議を開始するものとする。

(1)第 3条及び第 14条第 1項に従い都道府県協会等の規律委員会等より懲罰案の通知があった場合
(2)本協会の規律委員会の委員長が調査、審議が必要と判断した場合
(3)仲介人に関する規則に定める場合
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第16条  〔裁定委員会の手続の開始〕
本協会の裁定委員会は、以下の場合に、調査、審議を開始するものとする。

(1)第 3条及び第 14条第 3項に従い都道府県協会等の規律委員会等より懲罰案の通知があった場合
(2)本協会の裁定委員会の委員長が調査、審議が必要と判断した場合

第17条  〔言 語〕
1.規律委員会、裁定委員会及び不服申立委員会の手続及び書面における言語は日本語を使用するものと
する。
2.当事者又は関係者が外国語を使用する場合には、口頭の陳述については日本語の通訳を同行し、文書
については日本語の訳文を添付しなければならない。

第18条  〔代理人〕
規律委員会、裁定委員会及び不服申立委員会における手続に関して、以下の者を除いては当事者の代理

人になることはできない。

(1)当事者が所属する団体に属する者の中から当事者が指定した者
(2)弁護士
(3)法定代理人 (当事者が未成年の場合)
(4)その他規律委員会、裁定委員会又は不服申立委員会が承認した者

第19条  〔手続の非公開〕
規律委員会、裁定委員会及び不服申立委員会における懲罰の手続及び記録は非公開とする。ただし、規

律委員会、裁定委員会又は不服申立委員会は、手続の公正が害されるおそれがなく、かつ、相当の理由が

あると認めるときは、関係者の傍聴を許すことができる。

第20条  〔聴 聞〕
規律委員会及び裁定委員会は、原則として当事者に対し事情聴取を行い、その意見を聞くものとする。
ただし、当事者の同意がある場合又は対象者が事情聴取を拒否若しくは無断欠席した場合はこの限りでは

ない。

第21条  〔証拠の評価〕
1.懲罰の審議においては、主審・副審 。第4の審判員 。マッチコミッショナー及び審判インストラクタ
ーの報告、当事者及び目撃者の供述及び文書、音声又は画像の記録、専門家の意見その他一切の証拠を

参照することができる。
2.審判及びマッチコミッショナーの報告書に含まれる事実は、正しいものと推定する。

第22条  〔議 決〕
規律委員会及び裁定委員会の議事は、出席者の過半数をもって決する。可否同数のときは、委員長の決

するところとする。

第23条  〔懲罰の通知〕
1.規律委員会及び裁定委員会は決定した懲罰を当事者に書面にて通知するものとする。
2.当該通知には以下の項目を含めなければならないものとする。
(1)当事者の氏名 (団体の場合は団体名及び代表者名)並びに住所
(2)代理人があるときは、その氏名及び住所
(3)主文 (判断の結論。効力発生日を含む)
(4)判断の理由 (必ず、根拠となる条文を記載すること)
(5)作成年月日
(6)不服申立手続の可否及びその手続きの期限 (第 37条参照)

第 3節 競技及び競技会における違反行為

第24条  〔競技及び競技会における違反行為〕
加盟団体、加盟チーム又は選手等の違反行為のうち、本協会又は都道府県協会等が主催する公式試合及

び公式競技会に関するものに対しては、本節の定めるところにより、所管の規律委員会の調査 。審議を経

て懲罰を適用する。
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第25条  〔公式競技会における懲罰〕
公式競技会においては、それぞれ規律委員会を設置し、本規程に従い、その競技会に関する規律問題を

処理しなければならない。この場合、第 3条 〔都道府県サッカー協会等における懲罰〕を準用する。

第26条  〔主審の下す懲罰〕
試合中は主審が懲罰の決定を下すものとし、その決定は最終的なものとする。

第27条  〔警 告〕
主審による警告処分の対象となる違反行為及びこれに対する懲罰は、別紙 1『競技及び競技会における

懲罰基準』第1項のとおりとする。

第28条  〔退場「退席〕
主審による退場。退席処分の対象となる違反行為及びこれに対する懲罰は、別紙 1『競技及び競技会に

おける懲罰基準』第2項のとおりとする。

第29条  〔その他の違反行為〕
競技及び競技会における違反行為のうち前2条に定めるものを除く行為に対する懲罰は、別紙 1『競技
及び競技会における懲罰基準』第3項以下のとおりとする。

第30条  〔出場停止処分を繰り返した場合〕
同一競技会において繰り返し出場停止処分に相当する違反行為を行った場合、出場停止処分の原因が同
一でなくとも、処分の件数に応じて出場停止試合数を加算し、罰金を科すことができる。

第31条  〔懲罰基準の運用細則〕
本協会の規律委員会は、理事会の承認を得て、懲罰基準の運用に関する細則を定めることができる。

第4節 仲介人に関する規則に関連する違反行為

第32条  〔仲介人に関する規則に関連する違反行為〕
加盟団体、加盟チーム、選手等及び仲介人の違反行為のうち、仲介人に関する規則に関連する違反行為

に対しては、当該規則の定めるところにより、本協会規律委員会が調査、審議し、懲罰を決定する。

第 5節 その他の違反行為

第33条  〔裁定委員会の調査、審議〕
加盟団体、加盟チーム、選手等及び仲介人の違反行為のうち、前 2節に定めるもの (競技及び競技会に
おける違反行為並びに仲介人に関する規則に関連する違反行為)を除くものに対しては、本節の定めると
ころにより、本協会の裁定委員会又は第 3条 〔都道府県サッカー協会等における懲罰〕所定の都道府県協
会等の規律委員会等が、調査、審議し、懲罰を決定する。

第34条  〔違反行為〕
加盟団体、加盟チーム、選手等及び仲介人が次の各号のいずれかに該当する行為を行った場合には、第
4条 (第 1項第 1号及び第 2号を除く)の懲罰を科す。
(1)本協会の各種規程・規則に違反したとき
(2)本協会の指示命令に従わなかったとき
(3)本協会、加盟団体、加盟チーム又は選手等の名誉又は信用を毀損する行為を行ったとき
(4)本協会又は加盟団体の秩序風紀を乱したとき
(5)刑罰法規に抵触する行為を行ったとき
(6)加盟団体、加盟チーム又は選手等に対し、その職務に関して不正な利益を供与し、申込み、要求し
又は約束したとき

(7)加盟団体、加盟チーム又は選手等が、方法のいかんを問わず、また直接・間接を問わず試合結果に
影響を及ぼすおそれのある不正行為に関与した場合

(8)他者が前項に規定する不正行為に関与したという情報を知りながら、本協会への速やかな報告を怠
った場合

(9)加盟団体、加盟チーム又は選手等が、その職務に関して脱税その他不正な経理を行った場合
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第 6節 不服申立

第35条  〔総 則〕
本協会の規律委員会若しくは裁定委員会又は都道府県協会等の規律委員会等 (以下、本節においては
「第一審委員会」とする)によつて科された懲罰 (以下、「原懲罰」という)について、当該懲罰を科さ
れた個人又は団体は、本節の定めに従い、本協会の不服申立委員会に対し不服申立を行うことができる。

第36条  〔不服申立可能な懲罰〕
1.不服申立委員会への不服申立は、原懲罰が以下のいずれかに該当する場合に限り可能なものとする。
(1)3試合以上の出場停止処分、公的職務の停止 。禁止 。解任又はサッカー関連活動の停止・禁止
(2)2ヶ 月以上の出場停止処分、公的職務の停止 。禁止・解任又はサッカー関連活動の停止 。禁止
(3)100万 円以上の罰金
(4)下位ディビジョンヘの降格
(5)2点以上の勝点の減点
(6)没収
(7)賞の返還
(8)観衆のいない試合の開催
(9)中立地における試合の開催
(10)競技会への参加資格の剥奪
(11)新たな選手の登録禁止

(12)除名

(13)前各号に掲げるもののほか、懲罰効果において実質的に前各号のいずれかと同等か又はそれ以上と

判断される処分
2.原懲罰が前項各号に満たない場合、原懲罰は確定するものとする。

第37条  〔不服申立にかかる時間的制限〕
1.不服申立委員会に不服申立を行おうとする個人又は団体 (以下、申立人とする)は、原懲罰の伝達を
受けた日から3日 以内 (通知を受けた日を含む)に、不服申立を行う意思を書面 (以下、「不服申立
書」)により、本協会不服申立委員会事務局まで通知しなければならない。
2.申立人は、原懲罰の伝達を受けた日から10日以内に (通知を受けた日を含む)不服申立の理由を書
面 (以下、「理由書」とする)により、本協会事務局まで通知しなければならない。
3.前 2項にかかる不服申立書及び理由書は、FAX又は郵送にて提出されなければならない。
4.前 3項に定める手続きが満たされない場合、当該申立は無効となり、原懲罰が確定する。
5.不服申立委員会の委員長は、緊急性を要する場合、第 1項及び第 2項に定める期間を短縮する決定を
行うことができる。

第38条  〔不服申立の理由〕
1.申 立人は、原懲罰が懲罰の決定に影響を与え得る重大な事実認定の誤りに基づくものである場合又は
原懲罰の決定において規程の適用に誤りがある場合に、不服申立を行うことができるものとする。
2.不服申立委員会の委員長は、前項に定める理由をいずれも満たしていないことが明らかな不服申立に
ついては、会議を招集することなく、書面にて決定をすることができる。

第39条  〔理由書〕
1.第 37条 2項に定める理由書は、書面によるものとする。
2.理由書の内容には、不服申立の意思とその理由を含むものとする。

第40条  〔事情聴取〕
不服申立委員会の手続きは、原則として、書面のみによつてなされ、当事者等に対する事情聴取は行わ

ないものとする。ただし、以下の各号に該当する場合はこの限りではなく、事情聴取を行うことができる

ものとする。

(1)不服申立委員会の委員長が必要と判断した場合
(2)第 3条の各号に該当する場合で、当事者が事情聴取の実施を希望した場合

第41条  〔手数料〕
1.申 立人は、不服申立にかかる手数料として、第37条 2項に定める期日内に 1万円を本協会に納付し
なければならない。
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2.不服申立の結果として、不服申立委員会が原懲罰を無効とするか又はこれを減じる決定を行った場合
は、当該手数料は申立人に返還され、当該手数料は第一審委員会の団体 (本協会又は都道府県サッカー

協会等)によって負担されるものとする。

第42条  〔不服申立委員会の決定の効力発生日〕
不服申立委員会の決定の通知は書面にてこれが当事者に到達 したときから有効となる。

第43条  〔出場停止処分等における不服申立の効果〕
1.原懲罰が出場停止処分等 (第 36条第 1項第 1号及び第 2号)の場合、不服申立は当該原懲罰の適用
を中断する効果を持たないものとする。
2.前項の場合、不服申立委員会が原懲罰を無効とするか又はこれを減じる決定をした場合であっても、
不服申立委員会の当該決定は前条に定める効力発生日から将来にわたつて有効となるものであり、その

効力発生日までに既に適用された原懲罰は回復されないものとする。

第44条  〔その他処分における不服申立の効果〕
1.原懲罰が前条 1項に該当するもの以外の懲罰の場合、原懲罰の適用は、第42条に定める不服申立委
員会の決定の効力発生日までの期間、中断されるものとする。
2.前項の規定にもかかわらず、前項に該当する懲罰が不服申立委員会の決定に先立って適用された場合
に、不服申立委員会が原懲罰を無効とするか又はこれを減じる決定をした場合は、第一審委員会の団体

(本協会又は都道府県サッカー協会等)は、原懲罰の既に適用された部分について原状回復義務を負う
ものとする。

第45条  〔都道府県協会等の義務〕
1.第 37条 1項に基づき、不服申立書が当事者から本協会事務局に通知された場合、本協会は速やかに
第一審委員会にこれを通知するものとする。
2.前項の本協会からの通知を受けた第一審委員会は、通知を受けた日から7日 以内 (通知を受けた日を
含む)に原懲罰の決定にかかる全ての資料を本協会事務局に提出しなければならない。
3.前項に定める期日を過ぎて都道府県協会等の規律委員会等より提出された資料は、原則として不服申
立委員会における審査において考慮されないものとする。

第46条  〔追加的調査〕
1.第 37条及び第45条にかかわらず、不服申立委員会の委員長は、申立人又は第一審委員会若しくは
その両方に対して、追加の資料を請求することができる。
2.前項に基づき適法に提出された資料等は、不服申立委員会における審査において考慮することができ
る。

第47条  〔証拠の評価〕
不服申立委員会は、本節の規定に基づき適法に提出された全ての証拠を考慮し、懲罰を決定するものと

する。

第48条  〔議 決〕
1.不服申立委員会の議事は出席者の過半数をもって決する。可否同数のときは、委員長の決するところ
とする。
2.不服申立委員会の委員長は、原懲罰が以下の各号に該当する場合は、単独で懲罰の決定を行うことが
できる。ただし、委員長が通常の委員会の開催を必要と判断した場合はこの限りではない。

(1)3試合の出場停止処分、公的職務の停止 。禁止 。解任又はサッカー関連活動の停止・禁止
(2)2ヶ 月の出場停止処分、公的職務の停止 。禁止 。解任又はサッカー関連活動の停止・禁止
3.委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代行する。
4.前項の場合で、副委員長に事故があるときは、委員のうちで互選された者が、委員長の職務を代行す
る。

第 7節 附則

第49条  〔改 正〕
本規程の改正は、理事会の議決を経て、これを行う。
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第50条  〔施 行〕
本規程は、2014年 4月 1日 から施行する。

〔改正〕

2014年 9月 11日
2014年 12月 18日
2015年  3月 12日
2016年  3月 10日
2017年  4月 13日

(2015年
(2015年
(2016年

1日 施行 )

1日 施行 )

1日 施行 )

1月

4月

4月
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〔別紙 1〕 競技及び競技会における懲罰基準

1.警 告

1-1.以 下(1)か ら(9)号のいずれかに該当する場合には、主審は警告を命じ、かつ規律委員会は以下①
から②号のとおり懲罰を科す。

(1)反則行為
(2)危険な行為
(3)主審、副審の判定に対する非難、抗議等
(4)主審、副審、他の競技者、その他競技に立ち会っている人々に対する非難
(5)不正な行為
(6)反スポーツ的な行為 (シ ミュレーションを含む)
(7)策略的な行為 (時間稼ぎ、露骨なハンド等を含む)
(8)主審に無断で一時的にフィール ドを離れる行為
(9)その他スポーツマンらしくない行為 (観客への無礼な仕種、差別発言その他の差別的行為等を含
む)

① 繰り返した場合 (同一競技会において、前の試合で既に警告されている競技者への警告。内容は
同一でなくてもよい):同一競技会において最低 1試合の出場停止。
② 同一競技会において、上記①の処分に該当する行為を重ねて行った場合 :同一競技会において最
低 2試合の出場停止。

1-2.同一試合中に2度警告を受け、退場を命ぜられた場合 (内容は同一でなくてもよい)には、規律
委員会は以下のとおり懲罰を科す。

① l回日の場合 :最低 1試合の出場停止。
② 繰り返した場合 :最低 2試合の出場停止及び罰金。

2.退 場

以下の2-1(1)から(10)号又は2-2か ら2-7のいずれかに該当する場合には、主審は退場を命
じ、かつ規律委員会は、各項①号以下の定めにより懲罰を科す。

2-1
(1)

(2)

(3)
(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)
(10)

.以下のいずれかに該当する場合
著しい反則行為

きわめて危険な行為

乱暴な行為

主審、副審の判定に対する執拗な抗議

他の競技者、その他の競技に立ち会っている人々に対する侮辱

警告を与えられた後、さらに不正な行為を繰り返す

きわめて反スポーツ的な行為

策略的な行為を繰り返す (1-1.(7)号参照)
主審に無断で抗議のためにフィールドを離れる行為

その他、きわめてスポーツマンらしくない行為 (1-1.(9)号参照)

① l回 日の場合 :最低 1試合の出場停止
② 繰り返した場合 (内容は同一でなくてもよい):最低2試合の出場停止及び罰金

2-2.選手等に対する暴行 。脅迫及び一般大衆に対する挑発行為
① l回 目の場合 :最低 2試合の出場停止及び罰金
② 繰り返した場合 :最低4試合の出場停止及び罰金

2-3.選 手等に対してつばを吐きかける行為
① l回 目の場合 :最低 6試合の出場停止及び罰金
② 繰り返した場合 :最低 12か月の出場停止及び罰金
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2-4.主審及び副審に対する侮辱又は公然の名誉毀損行為
① l回 日の場合 :最低2試合の出場停止
② 繰り返した場合 :最低4試合の出場停止及び罰金

2-5.主審及び副審に対する傷害の意図のない乱暴な行為
① l回 目の場合 :最低4試合の出場停止及び罰金
② 繰り返した場合 :最低 8試合の出場停止及び罰金

2-6.主審及び副審に対する暴行・脅迫
① l回 目の場合 :最低6か月の出場停止及び罰金。
② 繰り返した場合 :最低12か月の出場停止及び罰金

2-7.主審及び副審に対してつばを吐きかける行為
① l回 目の場合 :最低 12か月の出場停止及び罰金。
② 繰り返した場合 :無期限の出場停止

3.そ の他の違反行為

3-1-1.試 合放棄
① チーム又は選手等が試合継続を拒否し、又は試合の全部若しくは一部を放棄した場合、当該チー
ムに対して、当該試合の没収処分及び 2試合以上の出場停止処分を科す。ただし、 Jリ ーグについ
ては、 Jリ ーグの規約による。

② 当該違反行為が重大な場合は、前項に加え、3-6に従い追加的な懲罰を科すものとする。

3-1-2.選 手等による競技場又はその周辺関連施設における故意による器物破損行為
① l回 日の場合 :最低 1試合の出場停止
② 繰り返した場合 :最低2試合の出場停止及び罰金

3-1-3.乱 闘、喧嘩
乱闘又は喧嘩に関与した者に対する処分は以下の通りとする。ただし、乱闘又は喧嘩を防ぎ、これに
関与している他の者を隔て又は分離するだけのことをしようとした者は懲罰を受けない。
① l回 日の場合 :最低 6試合の出場停止
② 繰り返した場合 :最低 12か月の出場停止

3-2-1.公 文書の偽造 。変造
サッカーに関連して、公文書 (住民票、パスポートなど。選手証はこれに該当しない)を偽造・変造
した場合

罰 則 :最低 12ヶ 月のサッカー関連活動の停止

3-2-2.選 手証等の偽造・変造
選手証、メンバー表、その他選手の出場資格に関する文書を偽造又は変造した場合

罰 則 :処分決定日からlヶ月の出場停止

3-3.出 場資格の無い選手の公式試合への不正出場 (未遂を含む)
出場させた者 :処分決定日からlヶ 月間の出場停止

出場した選手 (本協会の登録選手の場合のみ):処分決定日からlヶ月間の出場停止
チーム :得点を3対 0と して負け試合扱いとする (ただし、すでに獲得された得失点差の方が大きい
場合には、大きい方を有効とする)。 なお、得点又は勝ち点の減点又は無効処分については、年度
当初の競技会規程で別途定めることができる。

3-4.チ ームによる違反行為
① l試合において同一チームの5名 以上の選手等が、警告又は退場 (又は退席)処分となった場
合、当該チームに対して罰金が科される。

② 同一チームの何人かの選手等が審判等に集団で詰め寄って、脅しをかけるような言葉や態度を用
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いた場合、又は、見苦しい抗議を執拗に繰り返し行なった場合、当該チームに対して罰金が科され

る。

③ 前 2項についての罰金は以下の通りとする。
(1)Jlの場合 :金 50万円
(2)J2及び 3の場合 :金 25万円

3-5.差 別
人種、肌の色、性別、言語、宗教、又は出自等に関する差別的あるいは侮辱的な発言又は行為によ

り、個人あるいは団体の尊厳を害した場合、以下のとおり懲罰を科すものとする。但し、軽度の違反の

場合は、譴責若しくは戒告、その他軽度の懲罰に留めることができる。

(1)違反者が選手等 (アマチュア選手を含む)の場合は、違反当事者に対して、原則として最低 5試合
の出場停止処分及び 10万円以上の罰金を科す。
(2)同一のチームに所属する複数の個人が同時に本条に違反した場合は、当該チームに勝点の減点処分
(初回の違反は3点、三度目の違反は6点)を科す。さらなる違反の場合は、下位ディビジョンヘの

降格処分を科す。なお、勝点が伴わない競技会の場合は当該チームの競技会への参加資格を剥奪する

ものとする。

(3)違反者がサポーターの場合は、その有責性にかかわらず、当該チームに対して40万円以上の罰金
を科す。重大な違反には、観客のいない試合の開催、試合の没収、勝点の減点、又は競技会の資格剥

奪などの追加的な懲罰を科す。

(4)違反者が観客 (サポーターを含む)の場合は、最低 2年間、スタジアムヘの入場を禁止される。

3-6.チ ーム又は選手等による著しい違反行為
本規程に該当条文がない場合で、チーム又は選手等が本協会の各種規程・規則の趣旨に明らかに反す

ると判断される行為を行った場合、当該チーム又は選手等に対して、本規程第4条に定める各懲罰のう
ちから適切と判断される懲罰を科すことができる。ただし、都道府県協会等の規律委員会が本規定を適

用して懲罰を適用する場合、事前に本協会規律委員会の委員長の承認を得なければならないものとす

る。

4.罰 金

4-1.選 手等に対する罰金
本規程に特段の定めのない限り、選手等に対する罰金は以下のとおりとする。

(1)Jlの場合 :出場停止処分 1試合あたり金 10万円
(2)J2の場合 :出場停止処分 1試合あたり金 5万円
(3)J3及 び JFLの場合 :出場停止処分 1試合あたり金 5万円 (ただし、アマチュアの選手等は除
く)

(4)地域リーグその他の場合 :出場停止処分 1試合あたり金 5万円 (ただし、アマチュアの選手等は除
く)

4-2.加 盟チームに対する罰金
加盟チームには、本規程に従い、罰金が科されるものとする。
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〔別紙 2〕 懲罰基準の運用に関する細則

第 1条  〔6ヶ 月以上等の懲罰を科す場合の運用について〕
1.都道府県サッカー協会、地域サッカー協会、各種連盟、Jリ ーグ及び公式競技会のそれぞれの規律委
員会及び裁定委員会 (ただし、Jリ ーグの裁定委員会を除く。以下、「都道府県協会等の規律委員会
等」という。)の規律委員会は、本協会の懲罰基準に基づき、懲罰を決定する。
2.前項の定めにかかわらず、「6ヶ 月以上の出場停止処分、公的職務の停止 。禁止 。解任又は公的職務
の停止・禁止・解任」、「罰金」、「没収」、「6ヶ月以上の公的職務の停止 。禁止・解任」、「6ヶ
月以上のサッカー関連活動の停止。禁止」、「下位ディビジョンヘの降格」、「除名」又は「懲罰効果
において実質的にこれらのいずれかと同等と判断される処分」 (本規程第 3条参照)については、都道
府県協会等の規律委員会等には決定権はないものとし、懲罰案を本協会規律委員会又は裁定委員会に連
絡した上で、本協会規律委員会又は裁定委員会が決定するものとする。
3.期間を定めず、特定の試合数の出場停止処分を科す場合であっても、その期間が 6ヶ月を超える可能
性がある場合は、前項と同様とする。

第 2条  〔警告の累積による出場停止試合数〕
1.警告の累積による公式試合の出場停止試合数は以下のとおりとする。なお、同一試合で 2回の警告を
受けて退場処分を受けた場合には、その 2回の警告は累積に加算しない。
(1)1チームの最大試合数が 9試合以下の競技会の場合 :

警告の累積が 2回に及んだ選手は、当該競技会の次の 1試合を出場停止処分とする。
(2)1チームの最大試合数が10試合以上19試合以下の競技会の場合 :

警告の累積が 3回に及んだ選手は、当該競技会の次の 1試合を出場停止処分とする。
(3)1チームの最大試合数が20試合以上の競技会の場合 :

警告の累積が4回に及んだ選手は、当該競技会の次の 1試合を出場停止処分とする。
2.前項各号の場合において、当該競技会で警告の累積による出場停止を繰り返した場合には、 2回 日以
降については、 2試合の出場停止処分とする。
3.警告の累積による公式試合の出場停止処分は、同一競技会 (大会規程等により同一競技会とみなされ
るものを含む。以下同じ)のみに適用されるものとし、他大会に影響しない。
【例】(1)の競技会では、2回日で1試合、4回 日で2試合、6回日で2試合の出場資格停止とな
る。

第 3条  〔出場停止処分の適用範囲〕
1.選手、監督、コーチ、役員、職員その他の関係者 (以下、「選手等」という)が出場停止処分を受け
た場合、フィール ドのほか、ベンチ、ロッカールーム等の区域 (ADカード等の入場証が使用される競
技会の場合、そのカー ド等によって立ち入りが制限される区域)に立ち入ることはできないものとす
る。
2.出場停止処分を受けた選手等は、観客席で試合を観戦することができるが、携帯電話等の機器を使用
する等の一切の方法により他の選手等へ指示・助言等を行うことはできないものとする。

第4条  〔退場による公式試合の出場停止処分の消化対象試合について〕
退場による公式試合の出場停止処分は、同一競技会における直近の試合に適用されるものとする。処分
が複数試合の場合は、順次、当該同一競技会におけるその次の試合において適用されるものとする。

第 5条  〔警告の累積による公式試合の出場停止処分と退場による公式試合の出場停止処分の関係につい
て〕

警告の累積による公式試合の出場停止処分と退場による公式試合の出場停止処分は併科する。この場
合、退場による公式試合の出場停止処分を先に消化するものとする。

第 6条  〔同一競技会にて消化しきれなかった出場停止処分の持ち越し〕
1.第 4条による出場停止処分が、同一競技会において消化しきれなかった場合、残存の出場停止処分
は、当該出場停止処分を受けたチームが出場する直近の公式試合において、その処分を消化するものと
する。
2.前項に従う、残存の出場停止処分の存否の情報についての異なる競技会間の伝達に関しては、当該処
分の通知を受けた選手等及びその所属するチームが連帯して責任を負うものとする。
3.第 1項に違反して試合に出場した場合、当該選手等及びその所属チームに対し本規程に従い懲罰を科
すものとする。
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第 7条  〔選手の移籍に伴う出場停止の消化〕
1.出場停止処分が未消化の状態で他のチームヘ移籍 (学校のチームに所属する選手が、卒業によつて新
たなチームに所属変更する場合を含む)した選手については、移籍先のチームにて未消化の出場停止処

分を消化するものとする。
2.前項に従う、残存の出場停止処分の存否の情報についての伝達に関しては、当該処分の通知を受けた
選手等、その移籍元チーム及び移籍先チームが連帯して責任を負うものとする。

3.第 1項に違反して試合に出場した場合、当該選手等に加え、その移籍元チーム若しくは移籍先チー
ム、又はその双方に対し本規程に従い懲罰を科すものとする。

第 8条  〔出場停止処分の消化に関する特別規定〕
第 4条の規定にかかわらず、出場停止処分の消化に関する Jリ ーグにおける取扱いについては、別途J

リーグが定めるところによる。

第 9条  〔複数のチームで競技会に出場する場合の退場による公式試合の出場停止処分の消化〕
選手等が、複数のチーム (選抜チームや年齢制限付チーム等)にて競技会に出場する場合も前各条が適
用され、出場停止処分は同一競技会にて順次消化されるものとする。この場合、一方のチームの選手とし

て受けた出場停止処分は、当該チーム以外のチームの出場には影響しないものとする。

第10条  〔試合が中止等となった場合の懲罰の消化〕
1.試合がいずれのチームの責にも帰すべからぎる事由により開催不能又は中止となった場合には、当該
試合中に出された警告 。退場 。退席の処分は効力を失わないものとする。

2.試合が一方又は両方のチームの責に帰すべき事由により開催不能、中止、無効試合又は没収試合とな
った場合には、当該試合中に出された警告・退場 。退席の処分の効力については次のとおりとする。

(1)再試合を実施する場合には、退場 。退席の処分は有効とし、警告の処分は効力を失うものとする。
(2)再試合を実施しない場合及び没収試合の場合には、責に帰すべき事由のあるチームが受けた処分の

み有効とし、両方のチームに責に帰すべき事由がある場合には両チームの受けた処分を有効とする。

3.出場停止処分が試合数をもって科されている場合には、開催不能、中止、無効試合又は没収試合とな
った試合については、出場停止試合に算入する。但し、試合が開催不能、中止、無効試合又は没収試合

となったことにつき責に帰すべきチーム及び選手等に対しては、出場停止試合に算入しないものとす

る。

第11条  〔競技規則と懲罰基準の関係〕
競技規則及び懲罰基準については、下表に従い、読み替えて運用する。

競技規則と懲罰基準 (JFA懲罰規程 〔別紙 1〕 競技及び競技会における懲罰基準)の対比

〔警告〕

2016.4.10訂正

競技規則 懲罰基準

反スポーツ的行為を犯す 1-1(5) 不正な行為

1-1(6) 反スポーツ的な行為

(シ ミュレーションを

含む)

1-1(7) 策略的な行為 (露骨な

ハンド等 )

1-1(9) その他スポーツマンら

しくない行為

(観客への無礼な仕

種、

差別発言その他の差

別的行為等を含む)

188



言葉又は行動によつて異議を示す 1-1 (3) 主審、副審の判定に対

する非難、抗議等

1-1 (4) 主審、副審、他の競技

者、その他競技に立ち

会つている人々に対す
る非難

繰り返し競技規則に違反する 1-1(1) 反則行為

プレーの再開を遅らせる 1-1(7) 策略的な行為 (時間稼
ぎ等)

コーナーキック、又はフリーキッ
クでプレーを再開するとき、規定
の距離を守らない

1-1(7) 策略的な行為 (時間稼

ぎ等)

主審の承認を得ずに意図的にフィ
ールドに入る、又は復帰する

1-1 (8) 主審に無断で一時的に
フィール ドを離れる行

為

主審の承認を得ずに意図的にフィ
ール ドから離れる

1-1(8) 主審に無断で一時的に
フィールドを離れる行

為

※ ラフプレー (上記7項目に加え審判
報告書の警告理由に加えられてい

る)

1-1(2) 危険な行為

[退場 ]

2004.6.20

競技規則 懲罰基準 懲罰

著しく不正なプレーを犯

す

2-1(1) 著しい反則行

為

最低 1試合

乱暴な行為を犯す 2-1(3) 乱暴な行為 最低 1試合

2-2 選手等に対す

る暴行・脅迫

及び一般大衆

に対する挑発

行為

最低 2試合及び罰金

2-5 主審及び副審
に対する傷害
の意図のない

乱暴な行為

最低 4試合及び罰金

2-6 主審及び副審
に対する暴行・

脅迫

最低 6ヶ月及び罰金

相手競技者あるいはその

他の者につぱを吐きかけ

る

2-3 選手等に対し

てつばを吐き

かける行為

最低 6試合及び罰金

2-7 主審及び副審
に対してつば

最低 12ヶ 月及び罰金
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を吐きかける

行為

競技者が意図的に手でボ

ールを扱って、相手チー

ムの得点、あるいは決定

的な得点の機会を阻止す

る

2-1(1) 著しい反則行

為

最低 1試合

フリーキックあるいはペ

ナルティキックとなる違

反で、ゴールに向かって

いる相手競技者の決定的

な得点の機会を阻止する

2-1(1) 著しい反則行

為

最低 1試合

攻撃的な、侮辱的な、あ

るいは下品な発言や身振

りをする

2-1(5) 他の競技者、

その他の競技

に立ち会って

いる人々に対

する侮辱

最低 1試合

2-4 主審及び副審

に対する侮辱

又は公然の名

誉毀損行為

最低2試合

同じ試合の中で二つ日の

警告を受ける

2-1(6) 警告を与えら

れた後、さら

に不正な行為

を繰 り返す

最低 1試合

2-1(8) 策略的な行為

を繰 り返す

最低 1試合
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(参考資料 1)事情聴取での必要な情報

1.大会名等
・ X県選手権 P地区予選 トーナメント第 3回戦 (出場 16チーム)、 a対 f
2.同 時、場所、ピッチコンディション等の条件
・ 1999年M月 D日  13:35キ ックオフ 前半25分頃
・ X県総合競技場、芝生 (一部はげ)、 前日の雨により滑りやすかった
3.案件に関わった人の名前、所属等
。主審 ;R(チーム r、 3級 )、 副審 ;S(チーム r、 4級)、 T(チーム r、 3級 )
。A選手 (チームa)、 F選手 (チーム f)
。会場責任者 (等の客観的第二者);M(X県 P地区社会人連盟事務局)
4.審判報告書、審判報告書 (重要事項)
。主審が記入し、署名のあるもの (退場があった場合、審判は審判報告書 (重要事項)に詳細に記入
して報告しなければならない)

5.案件の客観的事実とそれを確認した人
・詳細かつ客観的な事実 (選手役員のとった行動、発言した内容等を、それぞれ具体的に記載し、個
別に誰が確認したかも明記する)
。案件の背景 (事実上の決勝戦、前回の対戦でも小競り合いがあった)
・確認した人は客観的に事実を見ることの出来た第二者であることがのぞましい
6.事情聴取を実施した日付等
。事情聴取担当者 ;N(X県規律委員長)、 0(同委員)、 P(同委員、P地区規律委員長)
7.事情聴取の結果
。客観的な事実でない場合 (主審Rはそう聞いた、副審Tにはそう見えた)や、それぞれで意見が分
かれる場合 (副審 Sは 「タックルされた」が選手Fは「近づきすぎて接触した」)はその発言者名
を明記し、個別に記載する
。「覚えていない」というような場合では、その旨を明記する
。報告書が出来た段階で、意見が記載の通りで間違いが無いかを当事者に直接確認する
8.処分案
・ 6ヶ 月以上の処分を課す方針となった場合には、本委員会に即刻報告し、本協会の規律委員会又は
裁定委員会が最終決定を行う
。その際、被処分者には確認がなされるまで暫定的な処分であることを通知する

9。 その他の特記事項
・情状酌量に値する事項等については、客観的事実を具体的に記載する
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(参考資料 2)不服申立手続きに関する書類の送付先
<本規程第 37条 関連>

【不服申立を行う場合の不服申立書及び理由書の送付先】
丁 113-8311
東京都文京区本郷サッカー通 り (3-10-15) JFAハ ウス

公益財団法人 日本サ ッカー協会 不服申立委員会事務局
FAX: 03-3830-2005
※郵送 (必着)又はFAXに て送付のこと
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プロサッカー選手の契約、登録および移籍に関する規則

本規則は、定款第 50条に基づき、プロサッカー選手の契約、登録及び移籍に関して定める。本協会に加
盟又は登録するすべてのクラブ又はチーム及び選手は、本規則を遵守しなければならない。

1.プロ契約制度
1-1 対象
本協会に登録するすべての選手を対象とする。
1-2 プロ選手
① 本規則においてプロ選手とは、その所属クラブとの書面による契約を有しており、当該選手のサッ
カー活動の対価として当該選手が被る費用を実質的に上回る支払いを受ける者をいう。
② プロ選手は、次の各号の事項を遵守しなければならない。
(1)満 16歳以上で、かつ、本協会の加盟チームに所属し、本協会の認定を受けていること
(2)本協会及び選手の所属するクラブの加盟するリーグ又は連盟等の統括組織 (以下総称して「加
盟リーグ等」という)が 自らのために広告・宣伝活動を行う場合は、原則として無償で協力する
こと

(3)国内 。国外を問わず、本協会主催以外の試合に出場する場合は、事前に本協会の承認を得るこ
と

(4)競技会の会場においては、本協会又は「加盟リーグ等」の承認なくしては、いかなる広告・宣
伝活動も行わないこと

③ 契約の最長期間は5年間とする。ただし、 18歳未満の選手は最長 3年間とする。
④ 契約の最短期間は、原則として、当該契約の効力発生日からシーズン終了時までとする。
⑤ 契約の効力は、医学上の検査が良好であること、又は、査証等選手の就業に関する行政による認可
の可否を条件としてはならない。

⑥ プロ選手は、同一期間について二つ以上の契約を締結してはならない。
⑦ いかなるクラブも、その契約の相手方又は第二者 (選手の移籍元及び移籍先クラブを除く全ての
者。以下、単に「第二者」という)に対して、選手の役務提供もしくは移籍に関連する事項又はクラ
ブの独立性、方針もしくは運営に関連する事項に影響を及ぼす力を付与する条項を含む契約を締結し
てはならない。

③ いかなるクラブ及び選手も、選手の将来における移籍に関連して支払われる移籍補償金の全部又は
一部に関与する資格を第二者に与える契約、又は選手の将来における移籍もしくは移籍補償金につき
何らかの権利を第二者に付与する契約を締結してはならない。
⑨ プロ契約を締結した選手は原則として登録しなければならない。
1-3 プロA契約・プロB契約  ([別紙]表 -1参 照)
① 契約締結条件
次のいずれかを満たすことをプロA契約及びプロB契約の締結条件とする。
(1)試合出場
◆   Jl  :  450分
◆  J2  :  900分
◆ J3・ JFL:1,350分
この場合において、試合出場時間は公式記録によるものとする。ただし、出場時間が 1分未満
の場合は、 1分としてカウントする。 ([別紙]表 -2参照)
(2)プロC契約 3年経過
② 対象となる試合
(1)リ ーグ別対象試合
◆

◆

◆ J

リーグ戦、リーグカップ戦、スーパーカップ、天皇杯

リーグ戦、リーグカップ戦、スーパーカップ、天皇杯

リーグ戦、スーパーカップ、天皇杯

※1 天皇杯の出場実績は、Jl、 J2又は J3・ JFLに所属するクラブの第 1種チームの
メンバーとして出場した場合に限り、カウントする。
※2 JFLに 加盟している大学チームに所属する選手の出場実績は、上記いずれの大会にお
いてもカウントしない。
※3 特別指定選手が上記のリーグ別対象試合にJク ラブの選手として出場した場合、プロA
契約及びプロB契約締結条件の出場実績としてカウントする。

(2)Jlの対象試合と同様にカウントする試合及び大会

ＬＦ

１

２

Ｊ３
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◆ 日本代表Aマッチ (FIFAが認定する代表チーム同士の試合)
◆ オリンピックサッカー競技及びオリンピックサッカー競技アジア地区2次予選、最終予選

◆ アジア競技大会

◆ FIFA U-20ワ ール ドカップ本大会
◆ AFCチ ャンピオンズリーグ
◆ 上記以外にFIFA又 はAFCが 主催するチャンピオンクラブを出場対象とした大会
(3)その他本協会が認めた試合
(4)海外のプロリーグ
海外のプロリーグにおける実績評価については、別途定めるものとする。

③ 試合出場時間換算方法
移籍及びクラブの昇降格により選手の所属するリーグが変更となる場合、既に出場している時間

は、次のように換算する。
1)Jl から J2 へ変更の場合

１

２

２

３

３

2

3

4
5

6

から J3・ JFLへ 変更の場合 :

から J3・ JFLへ 変更の場合 :

から Jl へ変更の場合   :
。JFLか ら Jl へ変更の場合 :

。JFLか ら J2 へ変更の場合 :

1 での出場時間を
1 での出場時間を
2 での出場時間を
2 での出場時間を
FLで の出場時間を
FLで の出場時間を

倍

倍

倍

２

３

３

・
。

・
。

・
５
／‐
／

／

２

３

１

１

１

２

に換算

に換算

に換算

に換算
に換算

に換算

④ プロA契約の報酬
(1)プロA契約の基本報酬は年額460万円以上とする。原則としてその他の制限はないが、初め
てプロA契約を締結する場合に限り、その基本報酬は年額670万円を超えてはならず、変動報
酬は本制度の主旨を逸脱しない範囲で設定しなければならない。年度 (2-l⑤に定めるもの。
以下「年度」という)途中でプロA契約に変更した場合には、当該年度の残存期間における契約
が年額670万円の制限対象となる。なお、以下本規則における金額の表示については、別段の
定めがない限り、全て消費税を除くものとする。

(2)プロC契約締結時にプロA契約 2年目以降の報酬について約束してはならない。
⑤ プロB契約の報酬
(1)プロB契約の基本報酬は年額460万円を超えてはならない。
(2)プロB契約においては変動報酬は自由に設定できる。ただし、出場プレミアムを設定する場合
は 1試合あたり47, 620円以下とする。

1-4 プロC契約  ([別紙]表-1及び図-1参照)
① プロC契約の締結
1-3①の試合出場時間を満たしていないアマチュア選手又は社員選手がプロ契約を締結する場
合、必ずプロC契約を締結しなければならない。
② 契約可能期間
(1)プロC契約を締結できる期間は、アマチュア選手又は社員選手が初めてプロC契約を締結して
から3年間とする。 3年を経過した後に引き続きプロ契約を締結する場合は、プロA契約又はプ
ロB契約を締結しなければならない。
(2)プロC選手が契約 3年未満で他のクラブヘ移籍する場合、それまでのプロC契約経過年月日は
移籍後も引き継がれるものとする。

③ プロC契約の報酬
(1)プロC契約の基本報酬は年額460万円を超えてはならない。
(2)プロC契約においては変動報酬は出場プレミアム及び勝利プレミアムに限り設定することがで
きる。ただし、出場プレミアムは 1試合あたり47, 620円以下とし、勝利プレミアムはクラ
ブにおけるプロA契約の勝利プレミアムの最低金額を上回ってはならず、本制度の主旨を逸脱す
るものであってはならない。

1-5 外国籍選手
① 登録数
外国籍選手の登録可能人数に関しては以下のとおり定める。

(1)Jリ ーグ以外のチーム
外国籍選手の登録は 1チームにつき3名以内とする。ただし、下記イ又は口に該当する場合

は、この 3名を超えて登録できるものとするが、いずれの場合も、外国籍選手の登録人数の総数

は5名 を超えてはならない。
イ.アマチュア選手
口.プロC契約でかつ、当該登録年度の 2月 1日 の前日における年齢が 20歳未満の選手
(2)Jリ ーグのチーム
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外国籍選手の登録は 1チームにつき5名以内とする。ただし、 Jリ ーグが別途定める国の国籍
を有する選手についてはこの限りではない。

② 登録数の例外措置
(1)アマチュア又はプロC契約の外国籍選手が年度途中でプロC契約以外の契約に移行する場合、
外国籍選手の登録人数の関係においては、当該選手は、その年度に限り、引き続きアマチュア又

はプロC契約の外国籍選手とみなすことができるものとする.ただし、その場合、事前に所属す
るリーグに承認を得るものとする (「外国籍選手枠対象外認定申請書」 (書式F)に より申
請)。

(2)ケガ、疾病等により年度中の復帰が不能と認められた選手については、事前に所属するリーグ
の承認を得た場合 (「外国籍選手登録抹消申請書 (契約を保持したままの抹消の場合)」 (書式

J)に より申請)、 その年度に限り、プロ契約を保持したまま登録を抹消することができる。た
だし、当該選手はその年度内において再び登録することはできない。

・③ 契約書式
クラブは、外国籍選手とプロ契約を締結する場合、統一契約書式又はそれに準じる契約書式により

契約を締結しなければならない。

④ 外国籍選手とプロC契約を締結する際の注意事項
本条①及び②に規定されるプロC選手の登録に関する優遇措置は、実績のない若年層選手と契約す
ることを容易にするために例外的取扱いとして認められたものである。よつて、その契約のために契

約金 。移籍補償金 。その他多額の経費を要するものであってはならない。
1-6 選手の登録数  ([別紙]表-1参照)
① プロA選手の登録数
(1)選手登録できるプロA選手は、第 2種 (ユース)登録選手も含め、クラブ全体で 25名以内
(以下「25名枠」という)と する。
(2)外国籍選手は「25名枠」の対象とする。ただし、外国籍のアマチュア選手及びプロC選手は
除く。

(3)AFCチ ャンピオンズリーグに出場するクラブは、当該年度に限り、プロA契約選手の「25
名枠」を「27名枠」とする。

② プロA選手以外の登録数
プロB選手、プロC選手、社員選手及びアマチュア選手の登録数には制限がないものとする。

③  「25名枠」の例外
(「プロA契約25名枠 対象外認定申請書」 (書式G)により所属リーグに申請)
(1)年度途中のプロA契約への変更
アマチュア又はプロC選手が年度途中でプロA契約に移行した場合は、その年度に限り「25
名枠」の対象外とする (外国籍選手も同様)。 プロB選手が年度途中でプロA契約に移行した場
合は、「25名枠」の対象とする。
(2)自 クラブの育成組織出身及び在籍選手
自クラブの第 3種又は第 2種の育成組織のチームに3年以上在籍した選手は、同クラブのチー
ムに在籍する場合、「25名枠」の対象外とする。ただし、外国籍選手はこれに含まない。在籍
期間が 1年を超え、超えた期間が 1年に満たない場合は、当該超過期間は、本条の関係では、 1

年とみなして計算する。

(3)ケガ。疾病等
ケガ。疾病等により年度中の復帰が不能と認められた選手は、その年度は「25名枠」の対象
外とする (ただし、医師の診断書を必要とする)。

(4)海外研修からの帰国
海外研修している選手が所属リーグに事前に通知し日本の年度途中に帰国し再登録する場合、

その年度に限り「25名枠」の対象外とする。ただし、年度最初の公式試合前に帰国した場合
は、「25名枠」の対象とする。
(5)期限付移籍の選手
期限付移籍の選手は、移籍先クラブでは「25名枠」の対象とし、移籍元クラブでは対象外と
する。

(6)「 25名枠」の対象外となっているプロA選手が他のクラブヘ移籍する場合、移籍先クラブに
おいては「25名枠」の対象となるものとする。
(7)その他
上記のいずれにも該当しない場合は、 Jリ ーグ理事会でその措置を決定する (JFLに も関係する
場合は、本協会理事会で決定する)。
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1-7 他のクラブの育成組織の選手への接触
① 育成組織の選手の育成及びプロ契約締結に関する妨害の禁止
クラブによる当該クラブの育成組織の選手の育成及びプロ契約締結については、他のクラブはそれ

を妨げてはならない。

② クラブの承諾
クラブが他のクラブの育成組織の選手へのスカウト活動を行う場合は、活動を始める前に必ず当該

選手が所属するクラブの承諾を得なければならない。
1-8 契約更新 ([別紙]図 -2及び図-3参照)
① 他のクラブとの契約
他のクラブに在籍するプロ選手との間でプロ選手としての契約を締結しようと意図しているクラブ

は、当該プロ選手との交渉に入る前に書面により当該プロ選手がその時点で在籍するクラブに通知し

なければならない (「他クラブ在籍プロ選手との契約交渉開始に関する通知」 (書式I)により通
知。写しを所属リーグに提出)。 当該プロ選手は、当該プロ選手のその時点のクラブとの契約期間が

満了したか、又は期間満了前6ヶ 月間に限り、他のクラブと契約を締結することができるものとす

る。かかる規定に違反したクラブ又は選手に対しては、以下の懲罰が科されることがある。

(1)違反当事者がクラブの場合 :最大 2つの登録ウインドー期間について、新たな選手の追加登録
の禁止

(2)違反当事者が選手の場合 :最大6ヶ 月の出場停止処分
② クラブから選手への契約更新通知
クラブは、その所属選手に対し、新たな契約を締結する意思及びその契約条件を「契約更新に関す

る通知書」 (書式A)により、遅くとも以下の期日までに通知しなければならない。
(1)1月 1日 から1月 31日 の間に契約期間が満了する契約を締結している場合 :リ ーグ戦が終了
した日の翌日から5日 後まで

(2)(1)以外の日を期間満了日とする契約を締結している場合 :契約期間満了の 2週間前まで
③ クラブと選手の契約交渉
クラブは、上記②の通知後すみやかに選手との交渉の場を設定し、以下の期日までに新たな契約の

条件についての交渉を終えなければならない。当該期日までに更新通知に対する選手からの回答がな

かった場合、選手は、契約更新を承諾したものとみなされる。

(1)1月 1日 から1月 31日 の間に契約期間が満了する契約を締結している場合 :12月 31日 ま
で

(2)(1)以外の日を契約期間満了日とする契約を締結している場合 :契約期間満了日まで
④ 選手契約の締結
クラブと選手が新たな契約の条件について合意した場合、両当事者は、すみやかに当該契約を締結

し、クラブは、その写しを所属リーグに提出しなければならない。

⑤ 最終提示額証明書の発行
クラブと選手との交渉が決裂し、契約を更新しないことが確定した場合、クラブは、当該選手に対

し、交渉の場において最終的に提示した報酬額を明記した「最終提示額証明書」 (書式C)をただち
に発行し、同書類を所属リーグに提出しなければならない。

⑥ 移籍リストヘの登録
(1)上記③にて定められた期日までにクラブと選手との交渉が決裂して契約更新しないことが確定
した場合、クラブは、ただちに当該選手を移籍リストに登録しなければならない。

(2)上記③にて定められた期日までに契約更新の最終合意に至らなかった場合であって、選手に契
約更新の意思があるときは、選手とクラブの合意があれば、移籍リストヘの登録を延期すること

ができる。

(3)移籍リストヘの登録申請は「移籍リスト登録申請書」 (書式第14号)により行う。
(4)移籍リストに登録された選手は、上記①号に定める通知を行うことなしに、自由に他クラブと
契約することができる。

(5)移籍リストに登録された選手に関して、当該選手がいずれかのクラブと契約を締結した場合も
しくは引退を表明した場合、又は当該選手が移籍リストからの抹消を希望した場合、クラブは当

該選手を移籍リストから抹消するための申請を「移籍リスト登録申請書」 (書式第14号)により
行うものとする。

(6)(5)にかかわらず、選手が移籍リストに掲載された日より8か月が経過した場合、当該選手は
移籍リストから自動的に抹消されるものとする。

⑦ プロA契約を更新又は締結する場合の特記事項
クラブとの交渉が決裂し移籍リストに登録されたプロA選手は、当該クラブから申し入れがあった
場合に限り、当該クラブと再度交渉することができる。その場合、クラブは、当初提示した報酬額

196



(最終提示額)よ りも減額した額を提示することができる。
③ プロB契約を更新する場合の特記事項
プロB契約の更新の場合、クラブは、選手と契約条件の交渉中であっても、当該選手が希望すれ
ば、ただちに移籍リストに登録しなければならない。その場合、クラブの当該選手に対する契約締結
義務は消滅する。また、当該選手は、移籍リストに登録後もクラブと交渉を続けることができる。そ
の場合、クラブは、当初提示した報酬額よりも減額した額を提示することができる。

⑨ プロC契約を更新する場合の特記事項
(1)ク ラブがプロC契約を締結している選手に対し前年を下回る契約条件の更新通知をした場合、
更新手続きは、プロB契約を更新する場合 (上記①から⑥まで及び③)と 同様とする。
(2)プロC契約 3年が経過し、同時に契約期間も満了する場合の手続きは、次の通りとする。
イ.プロA契約に更新する場合の手続きは、プロA契約を更新する場合 (上記①から⑦まで)と
同様とする。
口.プロB契約に更新する場合の手続きは、プロB契約を更新する場合 (上記①から⑥まで及び
③)と 同様とする。

1-9 契約更新しない場合の手続き ([別紙]図 -2及び図-3参照)
① クラブから選手への通知
クラブは、契約を更新しない場合は、選手に対し、 1-8②に定める期日までにその旨を「契約更
新に関する通知書」 (書式A)により通知しなければならない。
② 移籍リストヘの登録
クラブは選手への通知後、ただちに、当該選手を移籍リストに登録しなければならない。
1-10 プロC選手の契約変更
プロC選手が契約期間満了前にプロA契約締結条件を満たした場合の手続きは、次のとおりとする。
また、プロB契約からプロA契約への変更は、クラブと選手の合意があれば随時行うことができる。た
だし、 1-6③にいう「25名枠」の例外に当てはまらない場合、当該選手は「25名枠」の対象とす
る。
① クラブから選手への契約変更通知
(1)プロC選手が契約期間満了前にプロA契約締結条件を満たした場合、クラブは、選手に対し、
条件を満たした試合日の翌日から3日以内に、プロA契約又はプロB契約への変更及びその契約
条件を「契約変更に関する通知書」 (書式E)により通知しなければならない。
(2)(1)にいう契約の条件は、プロC契約時の契約条件を下回ってはならない。
② クラブと選手の契約交渉
(1)プロC選手が上記①にいう変更通知を受け取った日の翌日から起算して原則として7日 間をク
ラブと当該選手との交渉期間とする。
(2)プロC選手及びクラブは、契約形態をプロC契約からプロA契約又はプロB契約に切り替える
ものとする。

③ 契約日
クラブとプロC選手が新たな契約に合意した場合、その契約の効力発生日は、当該選手がプロA契
約締結条件を満たした試合日の翌日であるものとする。
1-11 契約変更月の報酬の計算方法 ([別紙]図-4参照)
① 契約変更月の基本報酬の考え方 (図 -4)
契約変更月の基本報酬は、契約日を起点に新・旧の報酬をそれぞれ日割り計算する (当月暦日数に
よる)。

② 新。旧報酬の差額の支払い
契約の合意が、当月の報酬の支払いに間に合わなかった場合は、翌月にその差額を支払う。
1-12 プロB契約からプロA契約に変更する場合の手続き
プロB契約からプロA契約に変更する場合の手続きは、プロA契約を更新する場合 (1-8①から⑦
まで)と同様とする。
1-13 プロA契約からプロB契約に変更する場合の手続き
プロA契約からプロB契約に変更する場合の手続きは、プロB契約を更新する場合 (1-8①から⑥
まで及び③)と 同様とする。

2.登録
2-1 本協会への登録
① 登録
クラブは、本協会、地域サッカー協会及び都道府県サッカー協会が主催する試合並びに Jリ ーグを

含む本協会の下に置かれる各種連盟が主催する試合に参加するために、チーム及びその所属選手を本
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協会へ登録しなければならない。

② 加盟チームの種別
本協会に加盟登録するチームは、以下のとおり種別される。

(1)第 1種 :年齢を制限しない選手により構成されるチーム
(2)第 2種 : 18歳未満の選手により構成されるチーム。ただし、高等学校在学中の選手には、
この年齢制限を適用しない。

(3)第 3種 : 15歳未満の選手により構成されるチーム。ただし、中学校在学中の選手には、こ
の年齢制限を適用しない。

(4)第 4種 : 12歳未満の選手により構成されるチーム。ただし、小学校在学中の選手には、こ
の年齢制限を適用しない。

(5)女 子 : 女子の選手により構成されるチーム。ただし、 12才未満の選手は、第4種チーム
に登録するものとする

(6)シニア : 40歳以上の選手により構成されるチーム
上記に定める年齢は、当該年度開始日の前日 (3月 31日 )現在の年齢とする。ただし、シニアの
種別については、当該登録年度最終日 (3月 31日 )現在の年齢とする。
③ 選手の登録区分
(1)本協会に登録する選手は、アマチュアとプロに区分される。
(2)年度の初めにプロの選手として登録する場合、次の書類を本協会に提出し、2-l④の申請料
を支払う。

イ.「選手登録区分申請書」 (書式第 1号 )
口.選手契約書の写し (Jク ラブは Jリ ーグに提出する。本協会は Jリ ーグからこれを受け取
り、保管する。)

(3)年度の途中にアマチュアからプロに変更する場合、次の書類を本協会に提出し、2-l④の申
請料を支払う。

イ。「選手登録区分申請書」 (書式第 1号)
口。選手契約書の写し (Jク ラブは Jリ ーグに提出する。本協会は Jリ ーグからこれを受け取
り、保管する。)

(4)プロからアマチュアに変更する場合、「選手登録区分申請書」 (書式第 1号)を本協会に提出
し、2-l④の申請料を支払う。

④ 選手登録区分申請料
選手は、次に定める選手登録区分申請料を本協会に支払わなければならない。

(1)プロ選手 :各年度あたり10, 000円
(2)アマチュア選手からプロ選手への区分変更 :1回あたり10, 000円
(3)プロ選手からアマチュア選手への区分変更 :1回あたり5, 000円
⑤ 登録年度 (登録有効期間)
(1)Jリ ーグ又はJFLの第 1種チーム及び所属選手 : 2月 1日 から翌年 1月 31日 までの 1年
間

(2)上記 (1)以外のチーム及び所属選手 : 4月 1日 から翌年 3月 31日 までの 1年間
⑥ Jリ ーグ及びJFLの第 1種チーム及び選手の登録手続き
(1)ク ラブは、本協会が指定した申請期日までに、チームの「継続登録申請」及び「追加登録申
請」を行う。

(2)ク ラブは、都道府県サッカー協会が定める登録料 (分担金)を同協会に支払う。
(3)都道府県サッカー協会は、上記申請に不備がないことを確認し、承認する。
(4)プロ選手を登録する場合は、2-l③ (2)に定めるところによる。
⑦ その他のチーム及び選手の登録手続き
(1)ク ラブは、毎年所属都道府県サッカー協会の指定する期日までに、保有するチームの「継続登
録申請」を行う。

(2)ク ラブは、都道府県サッカー協会が定める登録料 (分担金)を同協会に支払う。
(3)都道府県サッカー協会は、上記申請に不備がないことを確認し、承認する。
(4)プロ選手を登録する場合は、2-l③ (2)に定めるところによる。
(5)本協会主催の競技会に参加するためには、上記 (1)か ら(3)ま でにかかわらず、その競技会が定
める期日までに登録手続きを完了し、本協会の承認を得なければならない。

③ 外国籍選手の登録
(1)外国のサッカー協会に登録している外国籍選手を登録する場合は、5-l②に基づき手続きを
行う。

(2)外国のサッカー協会に登録していない外国籍選手を日本で初めて登録する場合、クラブは次の
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書類を本協会に提出しなければならない。

イ。「外国籍選手登録申請書 (外国で登録していなかった選手)」 (書式第 7号 )
口。在留カード (又は特別永住者証明書)若しくは住民票の写し

⑨ 加盟チーム規則第 10条に該当する選手の登録
(1)日本で生まれ、次のいずれかに該当する選手は、日本国籍を有しない場合でも、外国籍選手と
はみなさない。ただし、 1チームにつき1名 に限る。
イ.学校教育法第 1条に定める学校において、教育基本法第 5条に定める義務教育中の者又は義
務教育を終了した者
口。学校教育法第 1条に定める高等学校又は大学を卒業した者

(2)外国籍扱いしない選手を登録する場合、クラブは、次の書類を本協会に提出し、理事会の承認
を得なければならない。

イ.「外国籍選手登録申請書 (外国籍扱いしない選手)」 (書式第 8号 )
口.在留カード (又は特別永住者証明書)若 しくは住民票の写し

⑩ シーズン
(1)シーズンは、各チームが属するリーグの最初の公式試合の日から最終の公式試合の日までの期
間とする。

(2)Jリ ーグ又はJFLの第 1種チームについては、選手は、 1つのシーズンにおいて最大 3つの
チームに登録されることができる。この期間中、選手は、最大 2チームのために公式試合に出場
する資格を有する。

(3)選手は、同期間中に同じ国内選手権 (リ ーグ戦は除く)あるいはカップ戦において2チーム以
上のために公式試合に出場してはならず、個々の競技会規則を遵守しなければならない。

⑪ 登録ウインドー
(1)Jリ ーグ又はJFLの第 1種チームについては、選手は、本協会が定めた年 2回の移籍を認め
る期間 (以下「登録ウインドー」という)においてのみ登録されることができる。
(2)年 2回の登録ウインドーは以下の通り定められ、本協会がFIFAに 報告するものとする。
イ.初回の登録ウインドーは、シーズンの終了後に始まり12週間を超えない。
口.2回 目の登録ウインドーは、シーズン中に設定され、4週間を超えない。
(3)上記 (1)に関して、選手は、登録ウインドー中に当該チームから本協会に対し有効に登録申請
がなされた場合に限り、登録されることができる。

(4)本条の規定は、アマチュア選手が主として参加することを意図した大会には適用されない。か
かる大会については、関連する大会におけるスポーツ上の秩序を十分配慮したうえで、個別に登

録されるべき期間が設定されるものとする。

⑫ 登録ウインドーの例外
(1)⑪にかかわらず、登録ウインドーの終了前に契約が終了したプロ選手は、当該登録ウインドー
終了後においても登録されることができるものとする (「登録ウインドーの適用例外に関する申

請書」 (書式H-1)に より本協会に申請)。
(2)ゴールキーパーの選手であり、かつ、当該追加登録を望むチームに既に登録されている他のゴ
ールキーパーの選手について、怪我等により試合に出場することができない特別な事情があり、
かつ、所属リーグが認めた場合は、⑪にかかわらず、登録ウインドー外においても登録されるこ

とができるものとする (「登録ウインドーの適用例外に関する申請書」 (書式H-2)に より所属
リーグに申請)。

(3)以下のイからハに定める全ての条件を満たす期限付移籍 (「育成型期限付移籍」)について
は、⑪にかかわらず、登録ウインドー外においても登録されることができるものとする (「登録

ウインドーの適用例外に関する申請書」 (書式卜3)に より所属リーグに申請)。
イ.23歳 以下の日本国籍を有する選手の期限付移籍であること (選手の年齢は、当該シーズン
の2月 1日 の前日における満年齢とする)
口。当該期限付移籍契約の途中解約に関して移籍元チーム、移籍先チーム及び当該選手の三者が

予め合意していること
ハ.移籍元チームのリーグより下位のリーグのチームヘの期限付移籍であること
(4)本協会への選手登録を伴わない形式により当該チーム (Jリ ーグ又はJFLの第 1種チーム)
の選手として試合に出場する場合 (特別指定選手制度による場合、協会又はリーグの規程により

当該チームの育成組織のチームに登録したまま当該チームの試合への出場が認められる場合等)

は、⑪の適用対象とはならない。
2-2 リーグヘの届出
チームが所属するリーグヘの選手、スタッフ等の届出は、それぞれのリーグが定める手続きに従って

行う。
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3.国内移籍
3-1 移籍の種類
① アマチュア選手がアマチュア選手として移籍する場合
アマチュア選手がアマチュア選手として移籍先クラブヘ移籍したい旨を申し出た場合、移籍元クラ

ブは当該移籍を承諾しなければならず、かつ、名日のいかんを問わず、当該移籍に関し対価を請求す

ることはできない。

② プロ選手がアマチュア資格を再取得する場合
プロ選手がアマチュア資格を再取得するに際しては、いかなる対価も支払われないものとする。当

該プロ選手がアマチュアとしての資格を再取得した後30ヶ月以内にプロ選手として再登録された場合

には、当該選手の新たなチームは、本規則に従い「トレーニング費用」又は「トレーニングコンペン

セーション」を支払うものとする。

③ アマチュア選手がプロ選手として移籍する場合
アマチュア選手がプロ選手として移籍先クラブヘ移籍したい旨を申し出た場合、移籍元クラブは、

当該移籍について異議を申し立てることができない。ただし、移籍元クラブは、本規則に定められた
「トレーニング費用」を請求することができる。

④ プロ選手がプロ選手として移籍する場合
(1)プロ選手との間でプロ選手としての契約を締結しようと意図しているクラブは、当該プロ選手
との交渉に入る前に書面により当該プロ選手がその時点で在籍するクラブに通知しなければなら

ない (「他クラブ在籍プロ選手との契約交渉開始に関する通知」 (書式I)に より通知。写しを
所属リーグに提出)。 当該プロ選手は、当該プロ選手のその時点のクラブとの契約が期間満了し

たか、又は期間満了前6ヶ 月間に限り、他のクラブと契約を締結することができるものとする。
かかる規定に違反したクラブ又は選手に対しては、 1-8① に従い懲罰が科される。ただし、 7
(「 トレーニングコンペンセーション」)の定めに従い、移籍元クラブは、移籍先クラブに対し
て、「トレーニングコンペンセーション」を請求することができる。

(2)契約期間が満了した選手及び移籍リストに登録された選手の移籍に関しては、選手とクラブ
は、前項に定める通知を行うことなしに自由に交渉し、新たな契約を締結することができる。

(3)プロ選手契約の期間満了前であっても、移籍先クラブと移籍元クラブとが移籍にともなう補償
(移籍補償金)につき合意し、かつ、当該選手も移籍を承諾した場合は、移籍を行うことができ
る。

3-2 移籍補償金
① プロ選手がプロ選手として契約の期間満了前に移籍する場合、移籍元クラブは移籍先クラブに移籍
補償金を請求することができる。

② 移籍補償金の金額は、移籍元クラブと移籍先クラブの合意によつて決定する。
③ 上記②の合意がなく契約の期間満了前に移籍が行われた場合、違反当事者には以下の通り懲罰が科
されることがある。

(1)違反当事者がクラブの場合 :最大 2つの登録ウインドー期間について、新たな選手の追加登録
の禁止。

(2)違反当事者が選手の場合 :最大 6か月の出場停止処分
④ 上記②の合意がなく当該移籍が行われた場合、違反当事者は賠償金を支払わなければならない。当
該賠償金の金額は本協会が指定するしかるべき紛争処理機関によって決定されるものとする。

⑤ 別段の定めがない限り、移籍補償金又は賠償金の金額には一切の税金が含まれる。
⑥ 契約が満了した後の移籍については、移籍補償金は発生しない。
⑦ 上記④の定めにかかわらず、賠償金の金額は、選手と移籍元クラブの間の契約において予め規定す
ることができる。
3-3 国内移籍の手続き
① 登録抹消申請
(1)移籍元クラブは「登録抹消申請」を行う。
(2)都道府県サッカー協会は、毎週水曜日の 12:00ま でにクラブから申請のあった登録抹消に
対して、不備がないことを確認し、承認する。

(3)本協会が最終確認の上、承認する。
② 移籍の申請・承認
(1)移籍先クラブは、「追加登録申請」を行う。
(2)ク ラブは、都道府県サッカー協会が定める登録料 (分担金)を同協会に支払う。
(3)年度の初めにプロ選手が移籍する場合は、2-l③ (2)の定めるところによる。
(4)年度途中にプロ選手が移籍する場合、移籍先クラブは、選手契約書の写しを本協会に提出する
(Jク ラブは Jリ ーグに提出する。本協会は Jリ ーグよりこれを受け取り、保管する)。
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(5)プロ選手がプロ選手として移籍する場合、移籍先クラブ及び移籍元クラブは、次の書類を本協
会に提出する。

イ.移籍先クラブ
。「移籍補償金通知書」 (書式第13-1号) ※当該移籍が原契約の期間満了前か満了後かにか
かわらず必ず提出
・移籍に関する合意書の写し (移籍補償金の金額が明示されたもの)※当該移籍が原契約の満
了前の場合に提出
口.移籍元クラブ
。原契約の中途解除に関する合意書等の写し ※当該移籍が原契約の期間満了前の場合に提出

(6)プロ選手がアマチュア選手として移籍する場合、移籍先クラブ及び移籍元クラブは、次の書類
を本協会に提出する。
イ.移籍先クラブ
。「選手登録区分申請書」 (書式第 1号)(2-l④ の申請料を支払う)
口.移籍元クラブ
。原契約の中途解除に関する合意書等の写し ※当該移籍が原契約の満了前の場合は提出

(7)都道府県サッカー協会は毎週水曜日の12:00ま でにクラブから申請のあった移籍及び追加
登録に対して、不備がないことを確認し、承認する。本協会は、同週の金曜日に登録を承認し、
移籍先クラブ及び所属リーグヘ通知する。

4.国内の期限付移籍
4-1 期限付移籍の手続き
① 期限付移籍契約書の締結
期限付移籍を行う場合、移籍元クラブ、移籍先クラブ、選手の三者は、本協会所定の「期限付移籍
契約書」によつて契約を締結する。

② 移籍先クラブと選手との選手契約の締結
(1)移籍先クラブと選手は、移籍元クラブと選手が締結している選手契約 (以下「原契約」とい
う)の期間内で、新たな選手契約 (以下「移籍先クラブ選手契約」という)を締結する。
(2)移籍先クラブ選手契約の種類は、原契約と同じ種類とする。
(3)移籍先クラブ選手契約の基本報酬は、原則として原契約と同条件とする。
(4)期限付移籍の最短期間は、本協会が定める2つの登録ウインドー間の期間とする。
③ 移籍手続き
移籍先クラブヘの移籍の手続きは、3-3と 同様とするが、移籍先クラブが「移籍先クラブ選手契
約」の写しを本協会に提出する際に、「期限付移籍契約書」の写しを添付しなければならない。
④ 移籍元クラブヘの再移籍
(1)年度終了時に期限付移籍の期間が満了した場合、選手は自動的に移籍元クラブヘ再移籍され
る。

(2)年度途中に期限付移籍の期間が満了した場合、移籍先クラブは登録抹消手続きを行い、移籍元
クラブは追加登録の手続きを行わなければならない。
(3)期間を延長する場合や完全移籍に変更する場合は、期間満了前に移籍元クラブ、移籍先クラ
ブ、選手の三者が合意し、署名、捺印した書面にて本協会へその旨を通知する。
(4)海外の期限付移籍については、上記 (1)か ら(3)ま でに定める限りではない。
⑤ 出場制限に関する取り決めの公表義務
期限付移籍の契約において、移籍元クラブとの試合における選手の出場について何らかの制約条件
を設ける場合、移籍先クラブはその条件を公表する義務を負う。
4-2 期限付移籍に関する補償金 (期限付移籍補償金)
① 期限付移籍補償金
選手の期限付移籍に関しては、移籍元クラブは、移籍先クラブに対し補償金 (以下「期限付移籍補
償金」という)を請求することができる。期限付移籍補償金の金額は、移籍先クラブと移籍元クラブ
の合意によつて決定される。移籍先クラブは「期限付移籍補償金通知書」 (書式第13-3号)を本協会
に提出するものとする。

② 期限付移籍の期間満了後における移籍先クラブヘの完全移籍の場合
期限付移籍期間満了後において選手が移籍先クラブに完全に移籍する場合、当該移籍が移籍元クラ
ブと選手との間の契約期間満了前であれば、3-2の定めに従い移籍補償金が発生する。移籍元クラ
ブと選手との契約期間が満了している場合には、移籍補償金は発生しない。
4-3 原契約の更新手続き
移籍期間中に原契約の更新手続きを行う時期が到来した場合、移籍元クラブが必要な更新手続きを行
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う。ただし、4-2②にいう完全移籍が既に合意されている場合は、移籍先クラブが行う。
4-4 期限付移籍中の契約変更手続き
(1)移籍期間中にプロC選手がプロA契約締結条件を満たした場合、 1-10に 基づき、移籍元ク
ラブがその手続きを行う。

(2)上記 (1)により、原契約が変更された場合、移籍先クラブにおいても、移籍先クラブ選手契約
を同様に変更する。

5.国際移籍
5-1 海外からの国際移籍の手続き
① 国際移籍証明書の発行
(1)移籍先クラブ (国内)は、当該国のサッカー協会に「国際移籍証明書」を発行させるために、
本協会に次の書類を提出し、申請料 (10,000円 +消費税)を支払う。
イ。「国際移籍証明書発行申請書」 (書式第 9号 )
口.選手の経歴書
ハ.選手契約書の写し
(2)本協会は、当該国のサッカー協会に「国際移籍証明書」発行依頼を打電する。
(3)当該国のサッカー協会は、当該移籍について移籍元クラブ (海外)へ確認後「国際移籍証明
書」を発行し本協会へ送付する。

② 移籍の申請・承認
(1)移籍先クラブは、「継続登録申請」又は「追加登録申請」を行い、次の書類を都道府県サッカ
ー協会に提出する。

イ。「国際移籍選手登録申請書」 (書式第 6号 )
口。「国際移籍証明書」の写し
ハ.パスポー トの写し
二.在留カード (又は特別永住者証明書)若しくは住民票の写し
ホ.在留資格が識別できる査証の写し (日本国籍を有する選手を除く)
(2)ク ラブは、都道府県サッカー協会が定める登録料 (分担金)を同協会に支払う。
(3)都道府県サッカー協会は、上記 (1)の書類を受け付け、申請を本協会に送付する。
(4)当該選手の登録については、2-l③による。
(5)本協会は、当該国のサッカー協会が発行した「国際移籍証明書」及びクラブからの書類が全て
届いた後、承認を行う。本協会の承認手続きについては、3-3② (7)に よる。

5-2 海外への国際移籍の手続き
① 国際移籍証明書の発行
(1)移籍元クラブ (国内クラブ)は、国際移籍証明書発行のために、「国際移籍証明書発行申請
書」 (書式第 9号)を本協会に提出する。
(2)本協会は、当該国のサッカー協会からの要請に基づいて、「国際移籍証明書」を当該国のサッ
カー協会へ発行する。

② 契約途中で国際移籍する場合の補償金の通知
契約途中で国際移籍した場合、移籍元クラブ (国内クラブ)は、「契約途中での国際移籍に関する
補償金通知書」 (書式第13-2号)を本協会に提出する。

6。 「トレーニング費用」
6-1 適用
アマチュア選手がプロ選手として移籍する場合の「トレーニング費用」の請求は、以下に定めるとこ

ろによる。
6-2 「トレーニング費用」
「トレーニング費用」の上限は、選手が在籍したチームにおける満 15歳の 3月 31日 翌日の4月 1
日から満 22歳の3月 31日 までの在籍期間 1年につき、次に定める金額とする。なお、いずれの金額
も消費税を含むものとする。

4年まで 5年以降

直前の在籍団体 30万円 15万円

2つ前以前の

在籍団体
15万円 15万円
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(1)「 トレーニング費用」の請求権を持つチームは、営利法人、財団法人、社団法人、NPO法 人
又は学校教育法第 1条に定める学校 (これに準じる団体で本協会が認定したものを含む)により
運営されるチームに限るものとする。
(2)在籍期間が 1年を超え、超えた期間が 1年に満たない場合は、当該超過期間は、本条の関係で
は、 1年とみなして計算する。
(3)在籍期間の合計が 1年未満のチームは、「トレーニング費用」の請求をすることはできない。
(4)プロ契約締結前の在籍団体は、上記金額の請求権を有するが、プロ契約締結の拒否権を有する
ものではない。

(5)プロ契約締結前の在籍団体への連絡は、プロ契約を締結したクラブが行う。
6-3 「トレーニング費用」の請求手続き
「トレーニング費用」の請求手続きは、本協会が別途定める「トレーニング費用に関する運用基準」
によるものとする。

7.「 トレーニングコンペンセーション」
7-1 適用
選手がプロ選手として所属したクラブにおいて施されたトレーニングに対して支払われるべき補償金
(本規則において「トレーニングコンペンセーション」という)は、以下の通りとする。
7-2 トレーニング期間
下記に定める期間を以て「トレーニングコンペンセーション」が発生する期間 (以下「トレーニング
期間」という)と する。
。当該選手の初めてのプロ契約の有効期間開始日を含む年度の2月 1日 から当該選手の満 21歳の 1月
31日 までの期間
7-3 「トレーニングコンペンセーション」の請求権
下記に定める期日までに移籍が行われる場合に限り、移籍元クラブは、移籍先クラブに対し、「トレ
ーニングコンペンセーション」を請求することができる。
。当該選手の満 23歳の 1月 31日 の直前の 1月 1日
7-4 「トレーニングコンペンセーション」に関する特記事項
(1)本条に定める「トレーニングコンペンセーション」は、プロ選手がプロ選手として移籍した場
合に直前のクラブに対してのみ支払われるものとする。
(2)プロ選手がアマチュアとして移籍する場合、「トレーニングコンペンセーション」は発生しな
いものとする。ただし、プロ選手がアマチュア選手として移籍し、その移籍が行われた日から3
0ヵ 月以内にプロ契約をした場合、移籍元クラブはプロ契約を締結したクラブに対し、「トレー
ニングコンペンセーション」を請求することができる。
(3)移籍元クラブの第 3種チーム、第 2種チーム及び第 1種チームに (その他のチームに移籍する
ことなしに)連続して登録された選手に関しては、当該第 3種チーム及び第 2種チームにアマチ
ュアとして登録された期間を「トレーニング期間」に加えて「トレーニングコンペンセーショ
ン」を算出し、移籍先クラブに対して請求することができる。
(4)特段の合意がない限り、移籍補償金には「トレーニングコンペンセーション」は含まれないも
のとする。

(5)プロ選手としての在籍期間が 1年を超え、超えた期間が 1年に満たない場合は、当該超過期間
は、 トレーニングコンペンセーション」の金額の計算との関係では、 1年とみなして計算する。
ただし、在籍期間の合計が 1年未満のクラブの場合は、「トレーニングコンペンセーション」の
額は、日割り計算によるものとする。
(6)算出された「トレーニングコンペンセーション」の金額に千円未満の端数が生じたときは、千
円に切り上げる。
(7)「 トレーニングコンペンセーション」の金額には一切の税金が含まれる。
(8)「 トレーニングコンペンセーション」の請求及び支払いに関する手続きは、本協会が別途定め
る「トレーニングコンペンセーションに関する運用基準」によるものとする。

7-5 期限付移籍した選手に関する「トレーニングコンペンセーション」
(1)選手が期限付移籍される場合、当該期限付移籍に際しては、「トレーニングコンペンセーショ
ン」は発生しないものとする。
(2)選手が期限付移籍した期間は、期限付移籍元クラブの「トレーニング期間」に算入されるもの
とし、期限付移籍の終了後に選手が期限付移籍元クラブから他のクラブ (期限付移籍先クラブを
含む)へ移籍する際、期限付移籍元クラブは、期限付移籍した期間を含めた「トレーニング期
間」に応じた額の「トレーニングコンペンセーション」を当該他のクラブに対して請求すること
ができる。ただし、期限付移籍元クラブと期限付移籍先クラブとの間に別段の合意がある場合に
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は、期限付移籍先クラブは、「期限付移籍した期間」に応じた額の「トレーニングコンペンセー

ション」の全部又は一部を期限付移籍元クラブより受け取ることができる。

7-6 「トレーニングコンペンセーション」の金額  ([別紙]表-1参 照)
移籍元クラブが移籍先クラブに請求することができる「トレーニングコンペンセーション」の金額

は、移籍元クラブにおける契約の種類、及び、移籍元クラブが契約更新時に当該選手に提示した金額等

により、以下に従うものとする。

① プロA選手/プロB選手
(1)契約期間満了前の移籍の場合 : 「トレーニングコンペンセーション」算出基準 (下記 7-7
に定めるもの)による
(2)契約更新時に移籍元クラブがプロA契約を提示した場合 :「 トレーニングコンペンセーショ
ン」算出基準による。ただし、提示した次期基本報酬が現基本報酬の50%未満の額である場合
は、30万円×在籍年数とする。
(3)契約更新時に移籍元クラブがプロB契約を提示した場合 :30万円X在籍年数
(4)契約更新時にクラブが契約更新の意思がない旨提示した場合 :な し
② プロC選手
(1)契約期間満了前の移籍の場合 :「 トレーニングコンペンセーション」算出基準による
(2)契約更新時に移籍元クラブが次期基本報酬として、現基本報酬を下回らない条件のC契約を提
示した場合 :「 トレーニングコンペンセーション」算出基準による

(3)契約更新時に移籍元クラブが次期基本報酬として、現基本報酬を下回る条件のC契約を提示し
た場合 :30万円×在籍年
(4)契約更新時に移籍元クラブがプロA契約を提示した場合 :「 トレーニングコンペンセーショ
ン」算出基準による

(5)契約更新時に移籍元クラブがプロB契約を提示した場合 :30万円×在籍年数
(6)契約更新時にクラブが契約更新の意思がない旨提示した場合 :な し
③ 社員選手 (社員選手 (プロ区分)と して本協会に登録している選手をいう)
30万円×在籍年数

7-7 「トレーニングコンペンセーション」算出基準
(1)「 トレーニングコンペンセーション」の金額は、原則として以下の表に示された金額 (単年)
に当該クラブにおける選手の所属年数を乗じた額として算出されるものとする。この関係で、地

域リーグ又は都道府県リーグのクラブは、表中のJFLに等しい扱いとする。

移籍先クラブ

移籍元クラブ
Jl J2 J3・ JFL

Jリ ーグ・ JFL 800万 円 400万 円 100万 円

(2)第 3種チームに関する「トレーニングコンペンセーション」 (満 12歳 3月 31日 翌日の4月
1日 から満 15歳 3月 31日 までの期間に関する「トレーニングコンペンセーション」)は、以
下の金額に当該チームにおける所属年数を乗じた額として算出されるものとする。この関係で、

地域リーグ又は都道府県リーグのクラブは、表中のJFLに等しい扱いとする。

移籍先クラブ

移籍元クラブ
Jl J2 J3・ JFL

Jリ ーグ・ JFL 100万 円

8.支度金
8-1 支度金
クラブは、新規採用した選手又は移籍した選手に対し、 Jリ ーグ理事会が制定する「支度金支給基準

規程」の金額を上限として、支度金を支払うことができる。なお、いずれの金額も消費税を含むものと

する。
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8-2 支度金支給基準規程
(単位 :万円)

費目＼支払対象 独身者
妻帯者 (配偶者の

み)

妻帯者 (同居扶養家
族有)

住居費 80(lDK) 100(2DK) 150(3LDK)

子供用品等 0 0 50

家具等

電化製品 100

その他の

家具等
100

自動車 100

合計 380 400 500

① 支給時期
(1)初めてプロ契約選手として、統一契約を締結するとき。
(2)プ ロ契約選手として移籍するとき。ただし、支度金に該当する費用が伴う場合のみ。
② 支払対象区分
(1)独身者
(2)妻帯者 (配偶者のみ)
(3)妻帯者でかつ同居の扶養家族がいる場合
③ 支度金該当費目
(1)住居費
(2)家具等
(3)子供用品等
(4)自動車
④ その他
クラブは、選手に対し、引越し費用及び引越しに関わる交通費、宿泊費の実費を支給することがで
きる。

9.適用除外
本規則のうち、統一契約制度 (プロA契約、プロB契約、プロC契約に基づく制度)、 トレーニング費

用 (第 6条 )、 トレーニングコンペンセーション (第 7条)及び支度金 (第 8条)に関する規定は、女子の
選手については適用しない。

10.改正
本規則の改正は、本協会の理事会の決議に基づきこれを行う。

11.施行
本規則は、2014年  2月 1日 より施行する。

12.改正
2012年 1

2012年 1

2013年 1

2014年 1

2015年
2015年 1

2016年 1

2017年

1月 22日
2月 20日
2月 19日
2月 18日
3月 12日
2月 17日
2月  8日
4月 13日

(2014年 2月 1日 施行 )

(2016年 2月 1日 施行)
(2017年 2月 1日 施行)
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表-1 <契 約の種類の違いについて>(本規則 1-3、 1-4、 1-6及 び 7-6関 連)

※報酬には、消 住民税その他の税金を含むもの る

契約締結
条件

報酬 トレーニングコンペンセーション人数制限登録

区分
選手種類

匹甍硼
460万円/年以上
ただし、A契約初締結時
は670万円/年以下とす
る
国亜硼
制限なし。

を締結した選
手

右記の契約
締結条件を
満たし、クラブ
とプロA契約

25名
以内

規 定試 合
出場
又はプロC
契約を3年
経過

プロA選手

契約害の色

ホワイト

限
し

制
な 同上

匹団硼
460万円/年以下
囲 唖固
制限なし。ただし、出場
プレミアムを設定する場
合は47,620円 /試合
以下とする

プロA契約提示時 :

算出基準による

プロB契約、又は、現報酬の 50%
未満のA契約提示時 :

30万円X在籍年数

クラブに契約更新する意思がない

場合 :

無し
プロB選手

契約書の色

フ
・
ルー

プロA契約締
結条件を満た
したが、プロA
契約を締結し
ないプロ契約
選手

匿甍硼
460万円/年以下
固國硼
出場プレミアム(47,62
0円 /試合以下 )・勝利プ
レミアムのみ可

現基本報酬を下回らないC契約
又はA契約提示時 :

算出基準による

現基本報酬を下回るC契約、又は
B契約提示時 :

30万円X在籍年数

クラブに契約更新する意思がなか
つた場合 :

無し

プロC選手

色

，

の

レヽ

書

り
．

約

グ

契

プロA契約締
結条件を満た
していないプ
ロ契約選手

制限
なし

なし

統

一
契

約

選

手

統一契約以外の契約を締結し
た外国籍選手

プロA選
手として
扱う

なし

30万円X在籍年数制限なし

プ

ロ

の

を
一

そ

１

法人と雇用契約のみを締結し
た選手(社員選手)

※「トレーニング費用」制限

なし

ア
マ
チ
ュ
ア

アマチ
ュア

選手

報酬又は利益を目的とするこ
となくプレーする選手
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表-2<試合出 のカウントについて> 1-3関連)
試合状況 実時間(経過時間) 公式配録の時間表配 OU咽手の出場時間 N選手の出場時間

(∞分試合 )

IN選手の出場時間
(la分試合)

0分 (1分未満 ) ml～ Cn59 田 119

100 89 :19

0101 ～ 0159 88 118

猟 Ю 88 118

020: ～ 0259 87 117
1分～

“

分

“

:∞

“ “

46 70

前半

“

分1秒以降 4401 ～ 4459 45

“

40 70

菊 α ) 45

4501～ 45:59 4,,1

40:∝ ) 4い i

4601 ～ 46:59 4"2
'け

‐
4カナル%■

“

46 76

前半終了後/ハーフタイム 《沐 45 45 75

0分 (1分未満 ) 450:～ 45:59 46 46

“

74

46α) 40 46 44 74

4001 ～ 46:59 47 47 43 73
40分～田分

89∞ 89 80

後半

80分01秒以降 8901 ～ 8959 ∞ 89 3:

∝XЮ ∞

9C10: ～ 90:59 9卜 1

0■00 g卜
1

91 Юl ～ 91:59 00+2

アデ7カナル%ム 89 31

後半終了後/延長開始前 9:中 90 ∞

0分 (1分未満 ) 9C卜01  ～ 190:59 91 91 29

91lЮ 01 91 29

9:01 ～ 9159 92 92 28

:0342 :04 104
91分 ～104分

1“ :∝ } 104 104 10

延長前半

104分01秒以降 :0401^,104:50 105 :04 16

lα,lЮ 105

1050: ～ 105:59 :05+:

l“ 00 :05卜 1

:0001～ 100:59 :05+2

,,「 4"ナル%ム 104 :0

延長前半終了後/延長後半開始前 100■ iC爆 :5

0分 (1分未満 ) 10501 ～ 105:59 :00 100 14

1∞:∝ ) 100 100 14

10001 ～ 10059 107 107 13

11418 :15 115
100分～119分

119:00 110 119

延長後半

119分 01秒以降 :1001 ～ 11059 120 :19

120κЮ 120

12001 ～ 12050 :20+1

121Ю0 120+1

1210: ～ 12159 120+2
"・

4カナル%ム 119

′

延長後半終了後

※フル出場選手の出場時間 :90分 (延長の場合は1"分 )
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図-1 <ア マチュアから初めてプロ契約を締結する時の流れ> (本規則 1-4関 連)

アマチゴ
満たしている

契約締結時に

規定試合出場時間を
クラブにプロAの
意思あり

YES YES

NO NO

図-2 <契 約更新に関する更新通知期限と交渉期間> (本 規則 1-8及 び 1-9関 連)

ヱL立笙旦E菫∠選也」聖望±

11月 最終戦

(+5日) 12月
1月

12/31

契約満了日

期限

ｔ
＾
ｍ
ｕ 交渉期間

1/」 _1:=」∠|:Ll_.21!|」 11≦ |!)|::]_1:i:」 lil!|[::l:L:1:!:::∠ 3_:li!:L」 lili:L_(:!!::L:■ 2二」!」|_

例)6/30に満了する契約の場合

5月         6月   (2週間) 7月

７満
３０
約
げ
契更新通知

交渉期間
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クラプの契約
更新の意思

図-3 <契 約更新の流れ> (本規則 1-8及び 1-9関 連)

無 し

有 り

回答なし 決裂

合意

※上記にかかわらず、契約満了 6カ月前以降において、クラブヘの通知があれば、他クラブは選手と交渉・新たな契約の締結が可能。

※B契約の更新又は前年を下回る条件でのC契約更新時は、交渉中であつても選手の希望により移籍リストヘ掲載。

図-4 <契 約変更月の基本報酬計算方法 (試合日が 5月 5日 の場合)>(本 規則 1-11関 連)

以上

に選手に通知する
(書式A)

ス トヘの掲載 (書式第 i4号 )

□ 手 ]
・他のクラブと自由に交渉、契約締結が可能

ク ラ で

に選手に通知する
(書式 A)

たとみなす

選手との交渉
リス トヘの掲載 (書式第 14号 )

[選手 ]
・他のクラブと日由に交渉、契約締結が可能

契約更新

30万円X 5日 /・ 31日 = 48,388円
三Ω西岨L20日

“
4_旦上目
=三
4ユ L旦

`丞

」ユ.
合計                467,743円

30万円 30万円 30万円 50万円 50万円

2月 4月 8月3月 7月5月     6月

基本報酬360万円/年 基本報酬600万円/年
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|※最新の書式は http://田■」fa.or jp/jfa/rules/に て確認のこと

日本サッカー協会選手契約書
〔プロA契約書〕

(以下「クラブ」という)と (以下「選手」という)とは、選手が

クラブのためにプロ選手としてサッカー活動を行うことに関し、次のとおり契約を締結する。

第 1条  〔誠実義務〕
① 選手は、公益財団法人日本サッカー協会 (以下「協会」という)およびクラブが加盟するリーグ、連盟等 (以下「リーグ等」という)の諸規程を遵

守するとともにクラブの諸規則を遵守し、本契約を誠実に履行しなければならない。

② 選手は、プロ選手として自己の全ての能力を最大限にクラブに提供するため、常に最善の健康状態の保持および運動能力の維持・向上に

努めなければならない。

③ 選手は、プロ選手として公私ともに日本サッカー界の模範たるべきことを認識し、日本サッカーの信望を損なうことのないよう努めなければな

らない。

第 2条  〔履行義務〕
選手は、次の各事項を履行する義務を負う。

(1)クラブの指定するすべての試合への出場
(2)クラブの指定するトレーニング、合宿および研修への参加
(3)クラブの指定するミーティング、試合の準備に必要な行事への参加
(4)クラブにより支給されたユニフォームー式およびトレーニングウェアの使用
(5)クラブの指定する医学的検診、注射、予防処置および治療処置への参加
(6)クラブの指定する広報活動、ファンサービス活動および社会貢献活動への参加

(7)協会から、各カテゴリーの日本代表選手に選出された場合のトレーニング、合宿および試合への参加
(8)協会、リーグ等の指定するドーピングテストの受検
(9)合宿、遠征等に際してのクラブの指定する交通機関、宿泊施設の利用
(10)居住場所に関する事前のクラブの同意の取得

(11)副業に関する事前のクラブの同意の取得

(12)そ の他クラブが必要と認めた事項

第 3条  〔禁止事項〕
選手は、次の各事項を行ってはならない。

(1)クラブ、協会およびリーグ等の内部事情の部外者への開示

(2)試合、トレーニングに関する事項 (試合の戦略。戦術。選手の起用・トレーニングの内容等)の部外者への開示
(3)協会のドーピング防止規程に抵触する行為
(4)クラブ、協会およびリーグ等の承認が得られない広告宣伝・広報活動への参加または関与

(5)本契約履行の妨げとなる第二者との契約の締結
(6)クラプの事前の同意を得ない、第二者の主催するサッカーまたはその他のスポーツの試合等への参加

(7)試合の結果に影響を与える不正行為への関与
(8)その他クラブにとつて不利益となる行為

第4条  〔報 酬〕
クラブは選手に対し、次の報酬を支払う。ただし、当該報酬には消費税を除く、所得税、住民税その他一切の税金を含むものとする。

(1)基本報酬
。総額 金________巴 ( ヶ月分)
(月 額 金______旦 ただし、_旦 は_______旦 )

(2)変動報酬、その他の報酬についてはクラブと選手が別途合意した基準による。
第 5条  〔費用の負担〕
選手がクラブのために旅行する期間の交通費および宿泊費はクラブが負担する。

第 6条  〔休 暇〕
選手は、競技シーズン終了後に連続して2週間以上の休暇を受けることができる。ただし、選手は、休暇を休養の目的に利用しなければな

らない。

第 7条  〔疾病および傷害〕
① 選手は疾病または傷害に際しては速やかにクラブに通知し、クラブの指示に従わなければならない。

② 本契約の履行に直接起因する選手の疾病または傷害につき、クラブの指定する医師が治療ないし療養を必要と認めた場合、その治療に要

する費用は、社会保険の自己負担分に限リクラブが負担する。

③ 前項の疾病または傷害により、選手が一時的に競技不能となった場合、クラブは、その競技不能の期間中、基本報酬を支払わなければなら

ない。ただし、競技不能の期間中に本契約が期間満了その他の理由により終了したときは、その時点でクラブの支払義務は消滅する。

第 8条  〔選手の肖像等の使用〕
① クラブが本契約の義務履行に関する選手の肖像、映像、氏名等 (以下「選手の肖像等」という)を報道・放送において使用することについて、

選手は何ら権利を有しない。

② 選手は、クラブから指名を受けた場合、クラブ、協会およびリーグ等の広告宣伝・広報・プロモーション活動 (以下「広告宣伝等」という)に原

則として無償で協力しなければならない。

③ クラブは、選手の肖像等を利用してマーチャンダイジング(商品化)を自ら行う権利を有し、また協会、リーグ等に対して、その権利を許諾す

ることができる。

④ 選手は、次の各号について事前にクラブの書面による承諾を得なければならない。

(1)テレビ・ラジオ番組、イベントヘの出演
(2)選手の肖像等の使用およびその許諾 (インターネットを含む)
(3)新聞・雑誌取材への応諾
(4)第二者の広告宣伝等への関与
⑤ 第 3項において、選手個人単独の肖像写真を利用した商品を製造し、有償で頒布する場合、または前項の出演もしくは関与に際しての対

価の分配は、クラブと選手が別途協議して定める。
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第9条  〔クラブによる契約解除〕
① 次の各号のいずれかに該当する事由が選手において発生した場合、クラブは、選手に対し書面で通知することにより、本契約を直ちに解除
することができる。

(1)本契約の定めに違反した場合において、クラブが改善の勧告をしたにもかかわらず、これを拒絶または無視したとき
(2)疾病または傷害によリサッカー選手としての運動能力を永久的に喪失したとき
(3)刑罰法規に抵触する行為を行ったとき
(4)自 らの責に帰すべき事由により、本契約の目的に支障をきたす 6ヶ月以上の試合出場停止処分を受けたとき
(5)クラプの秩序風紀を著しく乱したとき
② 前項に基づき本契約を解除したクラブは、選手に対し、解除通知の発信した日の属する月までの基本報酬を支払うものとする。
第10条  〔選手による契約解除〕
① 次の各号のいずれかに該当する事由がクラブにおいて発生した場合、選手は、クラブに対し書面で通知することにより、本契約を直ちに解
除することができる。
(1)本契約に基づく報酬等の支払いを約定日から14日 を超えて履行しないとき
(2)リーグ等が出場を義務づける試合に正当な理由なく連続して3試合以上出場しなかったとき
(3)リ ーグ等から除名されたとき

② 前項に基づき本契約を解除した選手は、本契約の残存期間分の基本報酬を受け取ることができる。
第11条  〔制 餓〕
選手につき次の各号のいずれかに該当する事由が発生した場合、クラブは、選手に対し、戒告もしくは制裁金またはこれらの双方を課する
ことができる。
(1)出場した試合において警告、退場または出場停止の処分を受けたとき
(2)クラブの指示命令に従わなかったとき
(3)クラプの秩序風紀を乱したとき
(4)刑罰法規に抵触する行為を行ったとき

第12条  〔有効期間および更新手続き〕
① 本契約の有効期間は、_年 _月 _日 から_年 _月 _日 までとする。
② クラブは、協会の規則に定められた期限までに、選手に対し更新に関する通知を書面により行わなければならない。
③ 前項の通知を怠った場合、クラブには契約を締結する意思がないものとみなし、選手はクラプに対し、移籍リストヘの登録を請求することが

できる。

第13条  〔修 正〕
本契約は、クラブおよび選手の署名または押印ある文書によつてのみ修正され得るものとし、日頭による修正は効力をもたないものとする。

第14条  〔準拠法〕
本契約は、日本法によつて解釈されるものとする。

第15条  〔紛争の解決〕
① 本契約の解釈または本契約の履行に関してクラブと選手との間に紛争が生じたときは、クラブおよび選手が、その都度、誠意をもって協議の

上解決する。

② 前項の協議を申し入れた後 30日 を経過しても紛争が解決しないときは、クラブまたは選手は、リーグ等または協会の規程の定めにより、リー

グ等または協会に紛争解決を求めることができる。

第16条  〔保 管〕
本契約書は同時に正本2通を作成し、クラプの代表者および選手が署名し、それぞれ1通ずつを保管する。

契約締結日:_年 _月 _日

2_22
(住所)

(クラブ名 )

(代表者名)

■企△
=22∠
型L※関与した場合

(住所 )

量_圭
(住所)

(氏名 )

運:三:`2壺:菫菫:壺塁△≦理饉鐘量墜韮整理型望_※未成年の場合

(住所 )

(氏名)

印   聖塗:塾=豊壁三型と※関与した場合
(住所 )

印

印

印

印

(氏名 )

(氏名 )
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日本サッカー協会選手契約書
〔プロB契約書〕

(以下「クラブ」という)と              (以 下「選手」という)とは、選手が

クラプのためにプロ選手としてサッカー活動を行うことに関し、次のとおり契約を締結する。

第1条  〔誠実義務〕
① 選手は、公益財団法人日本サッカー協会(以下「協会」という)およびクラプが加盟するリーグ、連盟等(以下「リーグ等」という)の諸規程を遵

守するとともにクラプの諸規則を遵守し、本契約を誠実に履行しなければならない。

② 選手は、プロ選手として自己の全ての能力を最大限にクラブに提供するため、常に最善の健康状態の保持および運動能力の維持・向上に

努めなければならない。

③ 選手は、プロ選手として公私ともに日本サッカー界の模範たるべきことを認識し、日本サッカーの信望を損なうことのないよう努めなければな

らない。

第2条  〔履行義務〕
選手は、次の各事項を履行する義務を負う。
(1)クラプの指定するすべての試合への出場
(2)クラプの指定するトレーニング、合宿および研修への参加
(3)クラブの指定するミーティング、試合の準備に必要な行事への参加
(4)クラブにより支給されたユニフォームー式およびトレーニングウェアの使用
(5)クラプの指定する医学的検診、注射、予防処置および治療処置への参加
(6)クラプの指定する広報活動、ファンサービス活動および社会貢献活動への参加
(7)協会から、各カテゴリーの日本代表選手に選出された場合のトレーニング、合宿および試合への参加
(8)協会、リーグ等の指定するドーピングテストの受検
(9)合宿、遠征等に際してのクラプの指定する交通機関、宿泊施設の利用
(10)居住場所に関する事前のクラブの同意の取得

(11)副業に関する事前のクラブの同意の取得
(12)その他クラブが必要と認めた事項

第3条  〔禁止事項〕
選手は、次の各事項を行ってはならない。
(1)クラブ、協会およびリーグ等の内部事情の部外者への開示
(2)試合、トレーニングに関する事項(試合の戦略・戦術・選手の起用・トレーニングの内容等)の部外者への開示
(3)協会のドーピング防止規程に抵触する行為
(4)クラブ、協会およびリーグ等の承認が得られない広告宣伝。広報活動への参加または関与
(5)本契約履行の妨げとなる第二者との契約の締結
(6)クラプの事前の同意を得ない、第二者の主催するサッカーまたはその他のスポーツの試合等への参加
(7)試合の結果に影響を与える不正行為への関与
(8)その他クラブにとつて不利益となる行為

第4条  〔報 酬〕
クラプは選手に対し、次の報酬を支払う。ただし、当該報酬には消費税を除く、所得税、住民税その他一切の税金を含むものとする。
(1)基本報酬
・総額 金_________巴 ( ヶ月分)
(月額 金_________旦 ただし、__ュは__________旦 )
(2)変動報酬、その他の報酬についてはクラブと選手が別途合意した基準による。

第5条  〔費用の負担〕
選手がクラプのために旅行する期間の交通費および宿泊費はクラブが負担する。

第6条  〔休 暇〕
選手は、競技シーズン終了後に連続して2週間以上の休暇を受けることができる。ただし、選手は、休暇を休養の目的に利用しなければな

らない。

第7条  〔疾病および傷害〕
① 選手は疾病または傷害に際しては速やかにクラブに通知し、クラプの指示に従わなければならない。

② 本契約の履行に直接起因する選手の疾病または傷害につき、クラプの指定する医師が治療ないし療養を必要と認めた場合、その治療に要

する費用は、社会保険の自己負担分に限リクラブが負担する。

③ 前項の疾病または傷害により、選手が一時的に競技不能となった場合、クラブは、その競技不能の期間中、基本報酬を支払わなければなら

ない。ただし、競技不能の期間中に本契約が期間満了その他の理由により終了したときは、その時点でクラブの支払義務は消滅する。

第8条  〔選手の肖像等の使用〕
① クラプが本契約の義務履行に関する選手の肖像、映像、氏名等(以下「選手の肖像等」という)を報道。放送において使用することについて、

選手は何ら権利を有しない。

② 選手は、クラブから指名を受けた場合、クラブ、協会およびリーグ等の広告宣伝。広報・プロモーション活動(以下「広告宣伝等」という)に原

則として無償で協力しなければならない。

③ クラブは、選手の肖像等を利用してマーチャンダイジング(商品化)を自ら行う権利を有し、また協会、リーグ等に対して、その権利を許諾す

ることができる。

④ 選手は、次の各号について事前にクラプの書面による承諾を得なければならない。
(1)テレビ。ラジオ番組、イベントヘの出演
(2)選手の肖像等の使用およびその許諾 (インターネットを含む)
(3)新聞・雑誌取材への応諾
(4)第二者の広告宣伝等への関与
⑤ 第3項において、選手個人単独の肖像写真を利用した商品を製造し、有償で頒布する場合、または前項の出演もしくは関与に際しての対
価の分配は、クラブと選手が別途協議して定める。
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第9条  〔クラブによる契約解除〕
① 次の各号のいずれかに該当する事由が選手において発生した場合、クラブは、選手に対し書面で通知することにより、本契約を直ちに解除
することができる。
(1)本契約の定めに違反した場合において、クラブが改善の勧告をしたにもかかわらず、これを拒絶または無視したとき
(2)疾病または傷害によリサッカー選手としての運動能力を永久的に喪失したとき
(3)刑罰法規に抵触する行為を行ったとき
(4)自 らの責に帰すべき事由により、本契約の目的に支障をきたす6ヶ月以上の試合出場停止処分を受けたとき
(5)クラプの秩序風紀を著しく乱したとき
② 前項に基づき本契約を解除したクラプは、選手に対し、解除通知の発信した日の属する月までの基本報酬を支払うものとする。
第10条  〔選手による契約解除〕
① 次の各号のいずれかに該当する事由がクラブにおいて発生した場合、選手は、クラブに対し書面で通知することにより、本契約を直ちに解
除することができる。
(1)本契約に基づく報酬等の支払いを約定日から14日 を超えて履行しないとき
(2)リ ーグ等が出場を義務づける試合に正当な理由なく連続して3試合以上出場しなかったとき
(3)リ ーグ等から除名されたとき

② 前項に基づき本契約を解除した選手は、本契約の残存期間分の基本報酬を受け取ることができる。
第11条  〔制 裁〕
選手につき次の各号のいずれかに該当する事由が発生した場合、クラブは、選手に対し、戒告もしくは制裁金またはこれらの双方を課する
ことができる。
(1)出場した試合において響告、退場または出場停止の処分を受けたとき
(2)クラブの指示命令に従わなかったとき
(3)クラブの秩序風紀を乱したとき
(4)刑罰法規に抵触する行為を行ったとき

第12条  〔有効期間および更新手続き〕
① 本契約の有効期間は、_年 _月 _日 から_年 _月 _日 までとする。
② クラブは、協会の規則に定められた期限までに、選手に対し更新に関する通知を書面により行わなければならない。
③ 前項の通知を怠った場合、クラブには契約を締結する意思がないものとみなし、選手はクラブに対し、移籍リストヘの登録を請求することが
できる。
第13条  〔修 正〕
本契約は、クラブおよび選手の署名または押印ある文書によつてのみ修正され得るものとし、日頭による修正は効力をもたないものとする。

第 14条  〔準拠法〕
本契約は、日本法によつて解釈されるものとする。

第15条  〔紛争の解決〕
① 本契約の解釈または本契約の履行に関してクラブと選手との間に紛争が生じたときは、クラブおよび選手が、その都度、誠意をもって協議の
上解決する。
② 前項の協議を申し入れた後 30日 を経過しても紛争が解決しないときは、クラブまたは選手は、リーグ等または協会の規程の定めにより、リー

グ等または協会に紛争解決を求めることができる。
第 16条  〔保 管〕
本契約書は同時に正本2通を作成し、クラプの代表者および選手が署名し、それぞれ1通ずつを保管する。

契約締結日:_年 _月 _日

2二2
(住所 )

(クラブ名 )

(代表者名)

聖塗込_■笙2∠型と※関与した場合

(住所)

週_三
(住所)

(氏名 )

運:丘
`:坐

:菫ヨ理型△二塁撻喧量:二 L」髪:3:L」EL※未成年の場合

(住所 )

(氏名 )

仲介人 (選手側)※関与した場合

(住所)

印

印

印

印

印

(氏名 )

(氏名 )

213



:ス夏重壼韮_■ill“二菫lill■liZll亜ZⅢ:奎互工l

日本サッカー協会選手契約書
〔プロC契約書〕

(以下「クラブ」という)と (以下「選手」という)とは、選手が

クラブのためにプロ選手としてサッカー活動を行うことに関し、次のとおり契約を締結する。

第 1条  〔誠実義務〕
① 選手は、公益財団法人日本サッカー協会 (以下「協会」という)およびクラブが加盟するリーグ、連盟等 (以下「リーグ等」という)の諸規程を遵

守するとともにクラプの諸規則を遵守し、本契約を誠実に履行しなければならない。

② 選手は、プロ選手として自己の全ての能力を最大限にクラブに提供するため、常に最善の健康状態の保持および運動能力の維持・向上に

努めなければならない。

③ 選手は、プロ選手として公私ともに日本サッカー界の模範たるべきことを認識し、日本サッカーの信望を損なうことのないよう努めなければな

らない。

第 2条  〔履行義務〕
選手は、次の各事項を履行する義務を負う。

(1)クラプの指定するすべての試合への出場
(2)クラプの指定するトレーニング、合宿および研修への参加
(3)クラプの指定するミーティング、試合の準備に必要な行事への参加
(4)クラブにより支給されたユニフォームー式およびトレーニングウェアの使用
(5)クラブの指定する医学的検診、注射、予防処置および治療処置への参加         ′
(6)クラブの指定する広報活動、ファンサービス活動および社会貢献活動への参加

(7)協会から、各カテゴリーの日本代表選手に選出された場合のトレーニング、合宿および試合への参加
(8)協会、リーグ等の指定するドーピングテストの受検
(9)合宿、遠征等に際してのクラブの指定する交通機関、宿泊施設の利用
(10)居住場所に関する事前のクラブの同意の取得

(11)副業に関する事前のクラプの同意の取得

(12)そ の他クラブが必要と認めた事項

第 3条  〔禁止事項〕
選手は、次の各事項を行ってはならない。

(1)クラブ、協会およびリーグ等の内部事情の部外者への開示
(2)試合、トレーニングに関する事項 (試合の戦略。戦術。選手の起用。トレーニングの内容等)の部外者への開示
(3)協会のドービング防止規程に抵触する行為
(4)クラブ、協会およびリーグ等の承認が得られない広告宣伝。広報活動への参加または関与
(5)本契約履行の妨げとなる第二者との契約の締結
(6)クラプの事前の同意を得ない、第二者の主催するサッカーまたはその他のスポーツの試合等への参加
(7)試合の結果に影響を与える不正行為への関与
(8)その他クラブにとつて不利益となる行為

第4条  〔報 酬〕
クラブは選手に対し、次の報酬を支払う。ただし、当該報酬には消費税を除く、所得税、住民税その他一切の税金を含むものとする。

(1)基本報酬
・総額 金       円 (  ヶ月分)
(月 額 金_________旦 ただし、__旦は_________旦 )

(2)変動報酬、その他の報酬についてはクラブと選手が別途合意した基準による。
第 5条  〔費用の負担〕
選手がクラプのために旅行する期間の交通費および宿泊費はクラブが負担する。

第 6条  〔休 暇〕
選手は、競技シーズン終了後に連続して2週間以上の体暇を受けることができる。ただし、選手は、休暇を休養の目的に利用しなければな

らない。

第 7条  〔疾病および傷害〕
① 選手は疾病または傷害に際しては速やかにクラブに通知し、クラブの指示に従わなければならない。

② 本契約の履行に直接起因する選手の疾病または傷害につき、クラブの指定する医師が治療ないし療養を必要と認めた場合、その治療に要

する費用は、社会保険の自己負担分に限リクラブが負担する。

③ 前項の疾病または傷害により、選手が一時的に競技不能となった場合、クラブは、その競技不能の期間中、基本報酬を支払わなければなら

ない。ただし、競技不能の期間中に本契約が期間満了その他の理由により終了したときは、その時点でクラブの支払義務は消滅する。

第8条  〔選手の肖像等の使用〕
① クラブが本契約の義務履行に関する選手の肖像、映像、氏名等 (以下「選手の肖像等」という)を報道・放送において使用することについて、

選手は何ら権利を有しない。

② 選手は、クラブから指名を受けた場合、クラブ、協会およびリーグ等の広告宣伝・広報・プロモーション活動 (以下「広告宣伝等」という)に原

則として無償で協力しなければならない。

③ クラブは、選手の肖像等を利用してマーチャンダイジング(商品化)を自ら行う権利を有し、また協会、リーグ等に対して、その権利を許諾す

ることができる。

④ 選手は、次の各号について事前にクラブの書面による承諾を得なければならない。

(1)テレビ・ラジオ番組、イベントヘの出演
(2)選手の肖像等の使用およびその許諾 (インターネットを含む)
(3)新聞・雑誌取材への応諾
(4)第二者の広告宣伝等への関与
⑤ 第 3項において、選手個人単独の肖像写真を利用した商品を製造し、有償で頒布する場合、または前項の出演もしくは関与に際しての対

価の分配は、クラブと選手が別途協議して定める。
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第9条  〔クラブによる契約解除〕
① 次の各号のいずれかに該当する事由が選手において発生した場合、クラブは、選手に対し書面で通知することにより、本契約を直ちに解除
することができる。
(1)本契約の定めに違反した場合において、クラプが改善の勧告をしたにも力勁わヽらず、これを拒絶または無視したとき
(2)疾病または傷害によリサッカー選手としての運動能力を永久的に喪失したとき
(3)刑罰法規に抵触する行為を行ったとき
(4)自 らの責に帰すべき事由により、本契約の目的に支障をきたす6ヶ月以上の試合出場停止処分を受けたとき
(5)クラプの秩序風紀を著しく乱したとき
② 前項に基づき本契約を解除したクラブは、選手に対し、解除通知の発信した日の属する月までの基本報酬を支払うものとする。
第10条  〔選手による契約解除〕
① 次の各号のいずれかに該当する事由がクラブにおいて発生した場合、選手は、クラブに対し書面で通知することにより、本契約を直ちに解
除することができる。
(1)本契約に基づく報酬等の支払いを約定日から14日 を超えて履行しないとき
(2)リーグ等が出場を義務づける試合に正当な理由なく連続して3試合以上出場しなかったとき
(3)リーグ等から除名されたとき
② 前項に基づき本契約を解除した選手は、本契約の残存期間分の基本報酬を受け取ることができる。
第 11条  〔制 裁〕
選手につき次の各号のいずれかに該当する事由が発生した場合、クラブは、選手に対し、戒告もしくは制裁金またはこれらの双方を課する
ことができる。
(1)出場した試合において警告、退場または出場停止の処分を受けたとき
(2)クラブの指示命令に従わなかったとき
(3)クラブの秩序風紀を乱したとき
(4)刑罰法規に抵触する行為を行ったとき

第12条  〔有効期間および更新手続き〕
① 本契約の有効期間は、_年 _月 _日 から_年 _月 _日 までとする。
② クラブは、協会の規則に定められた期限までに、選手に対し更新に関する通知を書面により行わなければならない。
③ 前項の通知を怠った場合、クラブには契約を締結する意思がないものとみなし、選手はクラブに対し、移籍リストヘの登録を請求することが
できる。
④プロC契約の締結期間は3年 (他クラブとのプロC契約実績がある場合はそれを合算する)を条件とし、当該期間を超えてプロ選手として契約
をする場合、プロA契約またはプロB契約を締結するものとする。
⑤選手がプロA契約締結条件を満たした場合、選手とクラブは本契約(プロC契約)を破案し、新たにプロA契約またはプロB契約を締結するも
のとする。
第 13条  〔修 正〕
本契約は、クラブおよび選手の署名または押印ある文書によってのみ修正され得るものとし、日頭による修正は効力をもたないものとする。

第 14条  〔率拠法〕
本契約は、日本法によつて解釈されるものとする。

第 15条  〔紛争の解決〕
① 本契約の解釈または本契約の履行に関してクラブと選手との間に紛争が生じたときは、クラブおよび選手が、その都度、誠意をもって協議の

上解決する。

② 前項の協議を申し入れた後 30日 を経過しても紛争が解決しないときは、クラブまたは選手は、リーグ等または協会の規程の定めにより、リー

グ等または協会に紛争解決を求めることができる。
第16条  〔保 管〕
本契約書は同時に正本2通を作成し、クラプの代表者および選手が署名し、それぞれ1通ずつを保管する。

契約締結日:    年   月   日

222 量_王
(住所 ) (住所 )

(クラプ名 ) (氏名 ) 印

(代表者名)

運:三:`:整:菫菫:里塁△_≦星極l童量:壼聾蟹:雪型整_※未成年の場合

(住所)

豊塗塾=整生乙コ皿と
※関与した場合

(住所)
(氏名) 印

印   豊企△」遷三側L※関与した場合
(住所 )

印

印

(氏名 )

(氏名)
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期 限 付 移 籍 契 約 書

〔日本サッカー協会指定書式〕

(以下「移籍元クラブ」という)、 (以下「選

手」という)と (以下「移籍先クラブ」という)と は、選手の期限付移籍

に関し、次のとおり契約を締結する。

第 1条 〔移籍〕

移籍元クラブと移籍先クラブとは、選手の同意に基づき、_______重三__』二__旦から
_________空二____ユ___旦までの期間、選手を移籍先クラブに期限付移籍させる。

第 2条 〔移籍先クラブ選手契約の優先〕
選手が移籍先クラブに移籍している期間 (以下「移籍期間」という)については、移籍先クラブと選手
の間に締結される契約 (以下「移籍先クラブ選手契約」という)が、移籍元クラブと選手の間に締結され
る契約 (以下「原契約」という)に優先し、移籍先クラブ選手契約のみが適用されるものとする。なお、
原契約の有効期間はこれによつて影響を受けないものとする。

第 3条 〔移籍期間中の報酬等〕
① 移籍期間中の報酬等について移籍先クラブと選手とは、移籍先クラブ選手契約を締結する。
② 移籍先クラブ選手契約に定める基本報酬額は、原則として原契約と同条件とする。
③ 選手は、交通費、宿泊費および引っ越し費用の実費を、移籍するときは移籍先クラブに、再移籍す
るときは移籍元クラブにそれぞれ請求することができる。

第 4条 〔移籍補償金〕
移籍期間満了後、選手が移籍先クラブに完全に移籍する場合、移籍元クラブが移籍先クラブに請求する

ことができる移籍補償金は、次の各号のとおりとする。

(1)原契約の期間満了前に完全移籍する場合   :移 籍元クラブと移籍先クラブとが合意した額
(2)原契約の期間満了後に完全移籍する場合   :移 籍補償金は発生しない

.第 5条 〔原契約の更新手続き〕
移籍期間中に原契約の更新手続きを行う時期が到来した場合、移籍元クラブが必要な諸手続きを行う。

ただし、移籍元クラブ、移籍先クラブおよび選手の三者において完全なる移籍に関する合意が既に為され

ている場合は、移籍先クラブが行うものとする。

第 6条 〔移籍期間中の契約変更〕
移籍期間中にプロA契約締結条件を満していない選手が、当該締結条件を満たした場合、以下の内容の

契約に変更する。尚、変動報酬は移籍元クラブおよび移籍先クラブと選手との間において別途定めるもの

とする。

(1)契約書式   :      契約書

(2)基本報酬 (年額):         円
ただし、上記報酬には消費税を除く、所得税、住民税その他一切の税金を含むものとする。

第 7条 〔メディカルチエック〕
① 移籍先クラブは、選手を移籍期間開始前に移籍元クラブが同意する医師によるメディカルチェック
を行うことができ、選手が移籍先クラブ選手契約の義務を充分に果たせないと判断した場合は、本契約

を即刻解約することができる。

② 移籍元クラブは、移籍期間満了前に移籍先クラブが同意する医師によるメディカルチェックを行う
ことができる。

第 8条 〔選手の傷害 口疾病等〕
移籍期間中における選手の健康管理、傷害 。疾病予防および治療については、移籍先クラブがその責任

を負う。

第 9条 〔再移箱〕
① 移籍期間中選手が移籍先クラブにおいてサッカー選手としての運動能力を著しく喪失したことが第
7条第 2項のメディカルチェックにより判明した場合、移籍元クラブの選択により選手を再移籍させな
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いことができる。

② 移籍元クラブが前項の選択を行った場合、原契約残存期間の移籍元クラブの基本報酬支払い義務は、
移籍先クラブが移籍元クラブに代わって履行する。ただし、移籍元クラブが支払うべき成果プレミアム

等の報酬については、この限りではない。

第 10条 〔選手肖像の使用〕
移籍期間中においても移籍元クラブは選手の肖像を使用することができる。ただし、移籍元クラブのユ

ニフォームを着用しているもの、または移籍前に撮影した映像、スチル写真等に限る。

第 11条 〔トレーニングコンペンセーション〕
① 第 1条に定める移籍期間が、公益財団法人日本サッカー協会 プロサッカー選手の契約、登録及び移
籍に関する規則 7-2に 定める「トレーニング期間」に該当する場合、同規則 7-5(2)に基づき、
原則として移籍元クラブが当該 トレーニング期間に関するトレーニングコンペンセーションの全部

を受け取る権利を有するが、移籍元クラブと移籍先クラブとの間に別段の合意がある場合は、移籍先

クラブは当該移籍期間に応じた額の トレーニングコンペンセーションの全部又は一部を移籍元クラ

ブより受け取ることができる。

② 前項に関して、移籍元クラブと移籍先クラブは以下の通り合意する。なお、本条に関する事項につい
ては、移籍元クラブと移籍先クラブの二者間の合意事項となり、選手は何ら権限を有さない。また、

本条は移籍元クラブと移籍先クラブの合意により変更できる。
くトレーニングコンペンセーションに関する扱いに関する合意>
第 1項に定める本移籍の移籍期間に関するトレーニングコンペンセーションに関しては
□ 移籍元クラブがその全部の権利を有する。

□ 移籍先クラブがその全部の権利を有する。
□ 移籍先クラブが一部の権利を持つものとし、これを別に定める。
※いずれか該当するものに回マークを付ける。

以上、本契約締結の証として本書 3通 を作成し、各当事者が記名捺印のうえ各 1通ずつを保有する。

年   月   日

塑置』受受∠
(住所 )

(ク ラブ名 )

(代表者名 )

仲介人 (当移籍に関与した場合 )

(住所 )

(氏名 )

塑奎』壁受∠
(住所)

(ク ラブ名 )

(代表者名 )

仲介人 (当移籍に関与した場合)

(住所)

(氏名 )

印

印

印

印

選手

(住所 )

(氏名 )

選手の法定代理人 (親権者または後見人)の署名
※未成年の場合

(住所 )

印

印(氏名 )
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[書式第 1号 ]

選手登録区分申請書 (第1ウインドー用)

チーム名

種別 チーム登録番号

代表者名

住所 : 〒

JFAの定める諸規則に基づき、別紙選手一覧の選手登録区分を以下のとおり申請します。

※別紙選手一覧は、JFAよりご請求書と共にお送りするものを添付してください。

※期限付移籍の場合は、「期限付移籍契約書」も併せて提出します。

※必ず振込明細書を添付してください。

提出日:西層  年  月  日

提出先)日 本サッカー協会 (但しJクラブは契約書の写しをJリーグヘ提出)

印

内訳 申請料 添付書類

1
プロ選手

続―契約 A X 名

*年度あたり
10,000円 /選手 契約書の写し

2
プロ選手

続―契約 B X 名

*1回あたり
10,000円 /選手 契約書

の写し

3
プロ選手

続―契約 C 名

*1回あたり
10Ю00円/選手 契約書の写し

4
プロ選手

非統一契約 X 名

*1回あたり
10,000円 /選手 契約書

の写し

5
プロ選手 ⇒ アマチュア選手 への変更

名

*1回あたり
5,000円 /選手

【日本サッカー協会記入欄】

処理日:西暦   年  月  日   担当者

写し)都道府県サッカー協会
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選手登録区分申請料振込明細書 (第 1ウインドー用)

チーム名

チーム登録番号 :

代表者名 : 印

上記の申請につき、下記のとおり入金いたしましたので、お知らせいたします。

一 記 ―

1.入金額           金                   円

2.振 込人名義

3.入 金日

4.着 金日

5.入 金先口座 三菱東京UFJ銀行 渋谷支店
普通 1440195 公益財団法人 日本サッカー協会

6.振 込明細書 (写し)

(糊付)
※本紙に糊付できない場合は、別紙にて添付すること。

ナ

　

‐↓
　
　
‐．日

ガ
　

字

　

別

刀
　

脚

　

翻

20   年   月 日

20   年 月 日

以上

選手名
他合計_名
(※選手一覧は別紙)

生年月日 年 月 日 [   ]才

申請内容 選手登録区分申請 (プロ選手 名/プロ選手→アマチュア選手 名)
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[書式第 6号 ]

国際移籍選手登録申請書
チーム名   フリガナ

漢字 :

英宇 (ぁ豹 :

種別 :

代表者名 :

連絡担当者  氏名 :

チーム登録番号

住所

メールアドレス (ぁ須) ※携帯メール不可

JFAの定める諸規則に基づき、以下の国際移籍選手の登録を申請します。

※以下の書類を必ず添付し、提出すること
1.国際移籍証明書の写し (前所属サッカー協会発行のもの)
2.パスポートの写し (顔写真のページおよび在留資格が出載されている部分)
3.①外国人登録証明書 (両面)②在留カード(両面)③特別永住者証明書 (両面)④住民票
⑤査証+上陸許可証 以上①～⑤のうち 壼二九血の写し

提出先)都道府県サッカー協会                      申請日:20  年  月  日

【都道府県サッカー協会記入欄】

承認日 :西層   年  月  日

印

■■■■■

フリガナ

選手名

選手登録番号 ※番号がある場合のみ記入

生年月日 西暦 年    月 [   ]才

国籍

入国 (帰国)年月日 西暦  20   年   月    日

前所属チーム名 (国名 )

登録区分
(いずれかに0)

アマチュア

プロ(統一契約) プロA ・ プロB プロc

プロ(非統一契約)
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処理日 年  月  日 担当者

印

【日本サッカー協会記入欄】

選手登録番号



[書式第 7号 ]

外国籍選手登録申請書
(外国で登録していなかつた選手)

第1種 チーム登録番号 :

JFAの定める諸規則に基づき、以下の外国籍選手の登録を申請します。

[本人記入欄](1)の 場合のみ記入

私は外国でサッカー選手として登録していなかつたことを誓います。

l hereby con■ nml and deciare that l have never boon registered as a footba::playor

with any national association(other than JFI´ し

チーム名 :

種別 :

代表者名 : 印

年月日:
Day/Morh/Yoar

[添付書類]

/ / 本人署名 :
Sig「laturo

※(1)(2)の場合・̈ ①外国人登録証明書(両面)、②在留カード(両面)、③特別永住者証明書(両面)、

④住民票 ⑥査証+上陸許可証、以上①～⑤のうち
―
の写し

※上記書類に配載のものとは異なる氏名での登録を希望する場合は、当骸氏名の使用実績を
証明する書類(例 :住民票、社員証、公共料金領収書、他)の写しを添付すること

※ (3)の場合・・・ 住民票写しまたはパスポート写し

受付整理番号

ツ

申謂日 :西増 年   月   日

フリガナ

選手名

選手登録番号
I

|※
番号がある場合のみ記入

生年月日 西暦 年    月 [ ]才

国箱

入国(帰国)年月日 年    月 日

登録区分
(いずれかにO)

アマチュア

プロ(統一契約) プロA ・ プロB ・ プロC

プロ(非統一契約)

申請の種類

(1) 日本で初めてサッカー選手登録をする選手です

(2) 国籍区分を変更する選手です 日本国箱 → 外国籍

(3) 国籍区分を変更する選手です 外国籍 → 日本国籍 (帰化)

【都道府県サッカー協会記入欄】

承認日 :西層 年  月  日

処理日 年  月  日 担当者

印
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【日本サッカー協会記入欄】

選手登録番号

日

□目



外国籍選手登録申請書
[書式第 8号 ]

印

(外国籍扱いしない選手)

チーム名 :

種別:  第1種 チーム登録番号

代表者名

JFAの定める諸規則に基づき、以下の選手の登録を申請します。

※1以下の書類を添付すること
①外国人登録証明書 (両面)、 在留カード (両面)、 もしくは特別永住者証明書の写し
②在学・卒業証明書の写し
③自己出生地宣誓書 (選手本人の署名入りのもの)

提出先)都道府県サッカー協会 申請日:20 年  月  日

フリガナ

選手名

選手登録番号
l

|※

番号がある場合のみ記入

生年月日 西暦 年    月 日 [   ]才

出生地 (日本) 都
′。道 ・ 府 ・ 県

国籍

在学 ・ 卒業

(↑ いずれかに0)

都

道

府

県

小学校

中学校

高等学校

大学

【都道府県サッカー協会記入欄】

承認日 :西暦   年  月  日 印

【日本サッカー協会記入欄】

選手登録番号

処理日
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年  月  日 担当者



自己出生地宣誓書
(Dec:aratlon of Place of Birth)

I′ the undersigned

that l was born in

′ declare

′ Japan.

下記に署名した私、 は、

日本国      (都 ・道 。府・県)
にて出生したことを宣誓します。

(市・区・町 。村 )

Date署名した日付 :

Year/Month/Day 年/月/日 :

Place 署名した場所

Signatu祀 本人署名 :
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[書式第 9-1号 ]
(J・ J■クラフ

°
用)

国際移籍証明書発行申請書
チーム名   フリガナ

漢宇 :

英宇 (ぁの :

種別 :

代表者名 :

連絡担当者  氏名 :

チーム登録番号

T

住所

メールアドレス (ぁ須, ※携帯メール不可

日本国内から海外チームヘ移籍する、下記選手の国際移籍証明書(『C)発行を申請します。

[選手記入]

私は、JFAが上記の事項に基いて、移籍先国協会へ私の情報を提供することに同意します。

′′

『

lθθ ιο J月4ρ όЙd″g′
",ら

″]′″ο″ο′ノ
'′

むυοσ
“
″θ″′rο ″,θ ″′″ο″2ノ′s,οο′2ゴο″古ο″力た力′″′″bθ ″′″s,ら ど́

印

年月日 :
Day/Mon」、/Vear

/  / 本人署名 :

SignatuЮ

【手続・注意点】
・登録抹消申請すること・申請料は不要

提出先)日 本サッカー協会 申請日:20 年  月  日

選手名

フリガナ

澳字

英字

選手登録番号

生年月日 西暦 年    月 日 [   ]才

国箱

登録区分
(いずれかにO)

日本での
登録区分

アマチュア
海外での
登録区分

アマチュア

プロ(統一契約)A・ B・ C
2 プロ

プロ(非続―契約)

契約終了日 西暦  20   年   月 日 ※プロの場合のみ記入

相手国協会名

移霜先チーム名
(英字 )

TMS
Rofbronco Numbor

※プロ選手として移縮する場合は必ず記入のこと

(アマチュア選手として移籍する場合は不要 )

備考

【日本サッカー協会記入欄】

処理日:20  年  月  日
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担当者

「
フη入金 (第 :W以外)「

~]「
C受領/発行

日 刊 Sへの指示入力 И クヲ ヘの連絡

□
rCリ クエスト

 Z嬌
罰



[書式第9-2号 ]
(J・ JFLク

"°

用)

国際移籍証明書発行申請書
チーム名   フリガナ

漢宇 :

英宇 o須):

種別 :

代表者名 :

連絡担当者  氏名 :

チーム登録番号

T
住所

メールアドレス (ぁ須): ※鶴帯メール不可

海外から日本国内チームヘ移籍する、下記選手の国際移籍証明書(「C)発行依頼の打電を申請します。

[選手記入]

私は、JFAが上記の事項に基いて、移籍元国協会へ私の登録情報を照会することに同意します。
′昭″θわ Jつ4用2此′

"g″
力″′ノιo多θ″′″b″′ノ′ssοο′aab″ わ″力′b力 ′″2,あ

",θ
′″
“
29b“″,グ

“
′勧 b′sθ′ο″

″y´agb″′″り″′
"あ"″
百ο″οFlめ|′む波,ο″ηθ′

".

印

本人署名 :
Sign前o

【添

1菫ヨ電亀約書または覚書の写し(日本でプロ登録の場合)  i=コ 1選手経歴書 (日 本でプロ登録の場合)

Eコ1申請料の振込明細書の写し ※第1ウインドー終了以降

【申讀料及び振込先】
第1ウインドーにおいて登録される選手は、第:ウインドー終了後にJFAよ り申請料をまとめてクラブに請求するた
め、1饉」曰邑込ョ望巳L第 1ウインドー終了以降は、以下のとおり

申謗料 10,800円

振込先 三菱東京UFJ銀行 渋谷支店
普通

““

195公益財団法人日本サッカー協会

提出先)日本サッカー協会 申請日:20 年  月  日

年月日:
Day/Mor詢 /Yαr / /

選手名

フリガナ

漢字

英字

選手登録番号

生年月日 西 暦 年    月 日 [   ]才

国籍

登録区分
(いずれかに0)

日本での
登録区分

アマチュア
海外での
登録区分

アマチュア

プロ(統一契約)A・ B・ C
2 プロ

プロ(非統一契約)

移籍元チームとの

契約終了日
西暦  20   年   月 日 ※プロの場合のみ記入

(し

移籍形態
,ヽずれかに○)

完全移籍 / 期限付移籍

相手国協会名

移籍元チーム名
(英字)

TMS
Ro偽renco Numbor

※プロ選手として移饉する場合は必ず記入のこと
(アマチュア選手として移籍する場合は不要 )

備考

【日本サッカー協会記入欄】
処理日:20 年  月  日 担当者

「

…
1入金 (鶴 lW以外)「

~lrC受
領/発行

l  lTMSへ の指示入力 l  lクラブヘの連絡

L」 rrOリ クエスト  L」 疇 受領
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国際移籍証明書発行申請料振込明細書

チーム名 フリガナ

漢字 :

種別 :

代表者名 :

チーム登録番号 :

印

選手名

生年月日 年    月 日 [   ]才

申請内容 国際移籍証明書発行申請 (海外→日本)

上記の申請につき、下記のとおり入金いたしましたので、お知らせいたします。

一 記 ―

1.入金額           金                   円

2.振 込人名義

3.入 金日

4.着 金曰

5.入 金先日座

20   年   月 日

20   年   月 日

□  三菱東京UFJ銀行 渋谷支店
普通 i440195 公益財団法人 日本サッカー協会

□  その他  (

6.振 込明細書 (写し)

(糊付)
※本紙に糊付できない場合は、別紙にて添付すること。

■■■■■■■
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以上



国際移籍証明書発行申請料振込明細書 (第 1ウインドー用)

チーム名 フリガナ

漢宇 :

種別 :

代表者名 :

チーム登録番号

上記の申請につき、下記のとおり入金いたしましたので、お知らせいたします。

一 記 ―

1.入金額           金                   円

印

2.振 込人名義

3.入 金日

4_着 金日

5.入 金先口座

20   年 月 日

20   年 月 日

□  三菱東京UFJ銀行 渋谷支店
普通 1440195 公益財団法人 日本サッカー協会

□  その他 (

6.振込明細書(写し)

(糊付)
※本紙に糊付できない場合は、別紙にて添付すること。

■■■■■■■

選手名 他合計_名
(※選手一覧は別紙 )

生年月日 年    月 日 [   ]才

申請内容 国際移籍証明書発行申請 (海外→日本)

以上
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E■ [書式第13-1号 ]

移籍補償金 通知書
[移籍先]  チーム名

代表者名

住所

膠 籍元]  チーム名

代表者名

住所

印

T

印

T

選手名

選手登録番号

生年月日 西暦 年    月 日 [   ]才

上記選手の移籍補償金に関し、下記のとおり合意しましたので、通知します。

―
記

―

1.移籍補償金の額 金 円

2.合 意日 20   年   月

3.原 契約の有効期間終了日    20   年   月 日

4.支 払条件 □  20   年   月   日に一括支払い
回 その他

仲介人の氏名
(取引に関与した場合)

JFAへの提出日 20   年   月 日

※当該移籍が原契約の有効期間終了前か終了後かにかかわらず、整盤l』ピ222墾 JFAに必ず提出すること

※当該移籍が原契約の有効期間終了前の場合は、以下の書類を必ず添付すること

① 当該移籍に関する合意書の写し (当該移籍補償金の金額が明示されたもの)
② 原契約の中途解除に関する選手との合意害の写し

５

　

　

　

６
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以上



[書式第13-2号 ]

国際移籍に関する移籍補償金通知書

日多籍先] チーム名

外国協会名

[移籍元]  チーム名

チーム登録番号

代表者名

住所

上記選手の移籍補償金に関し、下記のとおり合意しましたので、通知します。

記

1.移籍補償金の額 金

2.支 払条件 □  20   年   月   日に一括支払い

□ その他

仲介人の氏名
(取引に関与した場合)

通知日

以上

印

一Ｔ

円

３

　

　

　

４

提出先)日本サッカー協会

選手名

生年月日 西暦 年 月 日 [   ]才

選手登録番号

20   年   月 日
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[書式第13-3号 ]

期限付移籍補償金 通知書
[期限付移箱先]  チーム名

代表者名 印

住所 : 〒

[期限付移籍元]  チーム名

代表者名

住所

選手名

選手登録番号

生年月日 西暦 年    月 日 [   ]才

上記選手の期限付移籍補償金に関し、下記のとおり合意しましたので、通知します。

一 言己 ―

1.期限付移籍補償金の額 金 円

2.合意日 20   年   月 日

印

3.期 限付移籍期間 年    月 日 から 年   月    日まで

4.支 払条件 □  20   年   月   日に―括支払い
口 その他

仲介人の氏名
(取引に関与した場合)

6.JFAへ の通知日 20   年   月

※整笙1壺也生
=2主
、以下の書類を必ず添付しJFAに提出すること

① 期限付移箱に関する合意書の写し (当該期限付移籍補償金の金額が明示されたもの)

② 期限付移籍契約書の写し ※Jク ラブの場合はJリーグヘ提出

③ 選手契約書の写し ※Jク ラプの場合はJリーグヘ提出

以上
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5.



移籍リス ト登録申請書

チーム登録番号 :

[書式第14号 ]

印

[申請人]  チーム名

代表者名

住所 : 〒

移籍リストの登録に関し、下記のとおり申請いたします。

記

<申請の対象となる選手>

<申請の目的>

口新規登録

□既登録事項の抹消

〔抹消の理由〕 : 。 引退 (引退日 :   年
移籍 (移籍日:    年
(移籍先クラブ :

その他 :(

提出先)日本サッカー協会

申請日 : 20   年  月  日

以上

□

□

□

日)

日)

月

月

選手名

生年月日 西暦 年 月 日 [   ]才

選手登録番号

契約の種類 プロA ・ プロB ロ プロC ・ 非統一

契約の終了日 20   年 月

【日本サッカー協会記入欄】

申請書受付日 20 年  月  日 受付番号
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[書式第15号 ]

トレーニングコンペンセーション通知書

膠 籍先] チーム名

代表者名

住所

印

T

脇 箱元] チーム名

代表者名 印

選手名

選手登録番号

生年月日 西暦 年    月 日 [   ]才

上記選手のトレーニングコンペンセーシヨンに関し、下記のとおり支払うことを通知します。

1.トレーニングコンペンセーションの金額: 金 円

2.移籍先クラブとの選手契約締結日:   20   年   月 日

3.支払条件 20   年   月   日に一括支払い
その他

4.JFAへの通知日 20   年   月

以上

※トレーニングコンペンセーションの発生対象となる全ての移籍に関して、整園ロピ2」22がJFAに提出すること

(金額が0円であつても提出)

住所 T

234

一 言己 ―



書式A

年   月   日

(選手名 ) 殿

住  所

クラブ名

代表者名 (印 )

契約更新に関する通知書

貴殿と当クラブとの

つきましては、

年

年   月

1.契約の種類 (下記(1)から(4)のいずれかを0で囲む。)

(1)下記の条件をもって貴殿と『プロA契約』を締結いたしたい。

(2)下記の条件をもって貴殿と『プロB契約』を締結いたしたい。

(3)下記の条件をもって貴殿と『プロC契約』を締結いたしたい。

(4)以降、貴殿と契約を締結する意思はありません。

2.契約条件

※上記金額には消費壼壼除く、所得税、住民税その他―切の税金を含むものとする。

以上

月   日以降の契約条件について、下記のとおりご通知申し上げます。

日までにご返答願います.

記

現在の契約の内容 新規の契約の内容

(1)契約期間

年 月

　

月

日から

日まで年

年 月 日から

日まで年 月

(2)基本報酬

(年額)金 円 (年額)金 円

※「(1)契約期間」が1年未満の場合は、契約期間に応じた金額も記入する

金 円 金 円

[正本⇒選手 写し⇒クラブ、リーグ]

2013年 11月 改訂
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書式C

(選手名)

年   月   日

殿

住 所

クラブ名

代表者名

最終提示額証明書

(印 )

以上

当クラブは、貴殿との次期(     年

最終的に提示したことを証明いたします。

月   日以降)契約に関する交渉について、下記の報酬を

1.現在の契約

2.最終提示

契約の種類 プロA・ プロB・ プロC

契約の終了時期 年 月

基本報酬(年額) 金 円

※上記金額には1臣豊数を陰く、所得税、住民税その他一切の税金を含むものとする。

[注]:契約種類はいずれかを0で囲む。

記

契約の種類 プロA・ プロB・ プロC

契約の終了時期 年 月

基本報酬(年額) 金 円

[正本⇒選手 写し⇒クラブ、リーグ]
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2013年 11月 改訂



書式E

(選手名)

年   月   日

殿

住 所 :

クラブ名 :

代表者名 :

契約変更に関する通知書

貴殿は     年   月   日に行われた

を満たされました。つきましては、貴殿と当クラブとの間に 年

の試合において、プロA契約の締結条件

月   日締結した契約を、

(印 )

以上

年   月   日より下記のとおり変更いたしたく、ご通知申し上げます。

1.変更する契約の種類(下記 (1)、 (2)のいずれかを0で囲む。)

(1)下記の条件をもつて貴殿と『プロA契約』を締結いたしたい。

つきましては、     年   月   日までにご返答願います。

(2)下記の条件をもつて貴殿と『プロB契約』を締結いたしたい。

つきましては、     年   月   日までにご返答願います。

2.契約条件

記

現在の契約の内容 新規の契約の内容

契約期間

年 月 日から

日まで年 月

年 月 日から

日まで年 月

基本報酬

(年額)金 円 (年額)金 円

※契約期間が1年未満の場合は、契約期間に応じた金額も記入する

金 円 金 円

2013年 11月 改訂

※上記金額には過費壼盆陰く、所得税、住民税その他―切の税金を含むものとする。
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[正本⇒選手 写し⇒クラブ、リーグ]



書式F

(所属リーグ) 御中

年    月 日

(印 )

以上

住  所

クラブ名

代表者名

外国籍選手枠 対象外認定申請書

選手氏名 (本名) (通称 )

生年月日 年 月 日(歳 )1墨撃瑾濫縄翼葬会

下記の選手を、外国籍選手枠の対象外として認定願いたく、申請いたします。

申請理由

「プロサッカー選手の契約、登録および移籍に関する規則」1-5に基づき、上記の外国籍選手の登録区分が

年度途中にプロA契約またはプロB契約(統一契約以外のプロ契約も含む)に移行するため、当該選手は

本年度に限り、引き続きアマチュアまたはプロC契約の外国籍選手として、登録人数の関係上はカウントすることを

申請したい。

※ 出場実績報告書を添付すること。

2.対象外とする期間(終了日は年度末となる)

年   月  日から 年 1 月 31 日まで

[注]

》 本申請書は、『正本』および『写し』を各1通ずつ作成し、双方とも所属リーグ事務局に提出する。

》 『正本』は所属リーグ事務局において保管し、『写し』は所属リーグの承認印を押捺後、

申請元クラブに返還する。

》 本申請書が承認された場合、所属リーグは速やかにJFAに報告する。

所属リーグ
承認欄

238
2013年 11月改訂



書式G

年   月   日

(所属リーグ) 御中

住 所

クラブ名

代表者名

プロA契約25名枠 対象外認定申請書
下記の選手を、プロA契約25名枠の対象外として認定願いたく、申請いたします。

1.申請理由(下記(1)から(5)のいずれかを0で囲む。)

(1)アマチュアまたはプロC契約の選手で、年度途中にプロA契約に移行する.

※ 出場実績報告書を添付すること。

(2)自クラブの第3種または第2種の育成組織のチームに3年以上在籍した選手が、同クラブのチームに在籍する場合

(外国籍選手を除く。在籍期間が1年を超え、超えた期間が1年に満たない場合は、当該超過期間は、1年と見なして

計算する。)

(3)ケガ、疾病等により、今年度は試合出場できないため、本申請が承認された場合、速やかにJFA登録を抹消し、

また、この選手は年度内において再びJFA登録をすることはできない。

※ 医師の診断書を添付すること。選里上:重:Llコ 1韻1出現:壁lil▲61聾 :菫12墨室盗:ユ]口JiZi遅 :之:ュ

※ 外国籍選手の場合は、書式Jにて申請すること。

選手署名 :

(4)海外研修していた選手が、日本の年度途中に帰国し、再登録する。

(印 )

選手氏名 (本名) (通称)

生年月日 年   月   日 (   歳) 日本サッカー協会
選手登録番号

履
歴

ク

ラ
ブ

内

チーム名 所属開始日 所属終了日

年   月   日 年   月   日

年   月   日 年   月   日

研修

期間
年   月   日～ 年   月   日 帰国

予定
年   月   日

※ 国際移籍証明書発行依頼の写しを添付すること。

(5)その他

2.対敏外とする期間 年   月  日から 年   月   日まで

以 上

[】ヨ

》 本申請書は、『正本』および『写し』を各1通ずつ作成し、双方とも所属リーグ事務局に提出する。
》 『正本』は所属リーグ事務局において保管し、『写し』は所属リーグの承認印を押捺後、

申請元クラブに返還する。

≫ 本申請書が承認された場合、所属リーグは速やかにJFAに報告する。

R″
「 属
リー ク

承認欄

2014年 12月改訂
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書式H-1

年   月   日

公益財団法人日本サッカー協会 御中

住 所

クラブ名

代表者名 (印 )

登録ウインドーの適用例外に関する申請書
(契約が終了したプロ選手)

下記の選手は、登録ウインドーの終了前に契約が終了したプロ選手であるため、登録ウインドーの例外を適用いたしたく、

申請いたします。

記

※ 契約が終了していることを証明する書面を添付すること。

※ 選手に対する説明を行い、選手の署名を記入すること。

選手署名

以上

選手氏名 (本名) (通称)

生年月日 年   月   日 (   歳) 日本サッカー協会選手登録番号

前契約終了日 年   月   日

[正本⇒JFA写し⇒クラブ、リーグ]
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書式H-2

年   月   日

(所属リーグ) 御中

住 所

クラブ名

代表者名

登録ウインドーの適用例外に関する申請書
(ゴールキーパー選手の例外)

当クラブ所属のゴールキーパーの選手が、ケガ・疾病等により、試合に出場することができない特別な事情があるため、

下記ゴールキーパーの選手を登録ウインドーの例外として認定願いたく、申請いたします。

なお、本申請が承認された場合、試合に出場できないゴールキーパー選手は契約の継続・非継続に関わらず、

速やかに日本サッカー協会および所属リーグの登録を抹消いたします。

記

1.登録ウインドーの例外を適用する選手

2.特別な事情により、試合に出場することができない選手

※ 怪我・疾病の場合は、医師の診断書を添付すること。提出する診断書が外国語で記載されている場合には、

日本語の訳文を添付すること。

※ 選手に対する説明を行い、選手の署名を記入すること。

選手署名

以上

(印 )

所属クラブ

選手氏名 (本名) (通称)

生年月日 年   月   日 (   歳) 日本サッカー協会選手登録番号

選手氏名 (本名) (通称 )

生年月日 年    月 歳 )
日本サッカー協会
選手登録番号

理由

[注]

》 本申請書は、『正本』および『写し』を各1通ずつ作成し、双方とも所属リーグ事務局に提出する。

≫ 『正本』は所属リーグ事務局において保管し、『写し』は所属リーグの承認印を押捺後、

申請元クラブに返還する。

》 本申請書が承認された場合、所属リーグは速やかにJFAに報告する。

所属リーグ
承認欄

2012年 11月改訂
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書式H-3

年   月   日

(所属リーグ) 御中

住 所

クラブ名

代表者名

登録ウインドーの適用例外に関する申請書
(育成型期限付移籍)

下記の選手について、「育成型期限付移籍」を適用し、登録ウインドーの例外として認定願いたく、申請いたします。

記

1.登録ウインドーの例外を適用する選手

2.申請理由(下記(1)、 (2)のいずれかを0で囲む。)

(1)原契約を有する移籍元クラブから移籍先クラブヘ期限付移籍する。

(2)期限付移籍契約を解除し、原契約を有する移籍元クラブに再登録する。

※ 本移籍が「育成型期限付移籍制度」による期限付移籍であることについて、移籍元クラブ、移籍先クラブおよび

選手の三者が合意をしたことを証明する書面を添付すること。

(印 )

現所属クラブ

選手氏名 (本名) (通称)

生年月日 年 月 日(歳 )1塁撃瑾鶴縄墓巽会

以上

[測

≫ 本申請書は、『正本』および『写し』を各1通ずつ作成し、双方とも所属リーグ事務局に提出する。

》 『正本』は所属リーグ事務局において保管し、『写し』は所属リーグの承認印を押捺後、

申請元クラブに返還する。

》 本申請書が承認された場合、所属リーグは速やかにJFAに報告する。

所属リーグ
承認欄

242
2013年 11月改訂



書式:

(クラブ名)

(代表者名)

住  所

クラブ名

代表者名

貴クラブ所属の (選手名)

年   月   日付で開始いたしますので、ご通知申し上げます。

年   月   日

他クラブ在籍プロ選手との契約交渉開始に関する通知書

(印 )

以上

殿 との契約交渉を、

[正本⇒宛先クラブ 写し⇒リーグ]

2017年 12月 改訂
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書式J

年   月   日

(所属リーグ) 御中

住  所

クラブ名

代表者名

外国籍選手 登録抹消申請書
(契約を保持したままの抹消の場合)

下記の選手につき、プロ契約を保持したままJFA登録を抹消願いたく、申請いたします。

申請理由

ケガ、疾病等により、今年度は試合出場できないため、当該選手とのプロ契約を保持したまま登録を抹消したい。

本申請が承認された場合、速やかにJFA登録を株消し、プロ契約外国籍選手枠の対象外とする。

また、この選手は年度内において再ぴJFA登録をすることはできない。

※ 医師の診断書を添付すること。ただし、提出する診断書が外国語で記載されている場合には、

日本語の訳文を添付しなければならない。

※ 選E■壺亡生登題塑睦
`■

と、』整■01塁饉翌壁己入立∠直之:ュ

(印 )

2.対象期間(終了日は年度末となる)

年   月  日から

選手署名

年 1 月 31 日まで

以上

選手氏名 (本名) (通称)

生年月日 年   月   日 (   歳) 日本サッカー協会選手登録番号

[測

≫ 本申請書は、『正本』および『写し』を各1通ずつ作成し、双方とも所属リーグ事務局に提出する。

》 『正本』は所属リーグ事務局において保管し、『写し』は所属リーグの承認印を押捺後、

申請元クラブに返還する。

》 本申請書が承認された場合、所属リーグは速やかにJFAに報告する。

所属リーグ
承認欄
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